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命     令     書 
 

            大阪市西区 

       申 立 人           Ｘ４           

             代表者 執行委員長    Ｘ１    

 

            大阪市西区 

       被申立人      Ｙ５      

             代表者 代表取締役    Ｙ１    

 

 上記当事者間の平成28年(不)第８号、同第20号及び同第50号併合事件について、当委員

会は、平成30年５月９日及び同月23日の公益委員会議において、会長公益委員井上英昭、

公益委員松本岳、同海﨑雅子、同春日秀文、同北山保美、同桐山孝信、同辻田博子、同林

功、同三阪佳弘、同水鳥能伸及び同宮崎裕二が合議を行った結果、次のとおり命令する。 

 

主         文 

１ 被申立人は、申立人組合員 Ｘ２ に対し、平成28年３月１日から同年８月31日まで

の間、被申立人が運営するゴルフ場のレストランの料理長として従事していれば得ら

れたであろう賃金相当額を支払わなければならない。 

２ 被申立人は、申立人組合員 Ｘ２ に対する平成28年９月１日付けの解雇がなかった

ものとして取り扱い、同人を、被申立人が運営するゴルフ場のレストランの料理長の

職に復職させるとともに、同人に対し、解雇の日から就労させるまでの間、同人が同

職にあれば得られたであろう賃金相当額を支払わなければならない。 

３ 被申立人は、申立人に対し、下記の文書を速やかに手交しなければならない。 

記 

年 月 日 

          Ｘ４           

執行委員長    Ｘ１    様 

     Ｙ５      

代表取締役    Ｙ１    

 

当社が、行った下記の行為は、大阪府労働委員会において、労働組合法第７条第

写 
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１号及び第３号に該当する不当労働行為であると認められました。今後、このよう

な行為を繰り返さないようにいたします。 

記 

（１）貴組合組合員 Ｘ２ 氏の平成27年12月分から同28年２月分までの給与を月額

20万円減額したこと。 

（２）貴組合組合員 Ｘ２ 氏をレストラン料理長に復職させず、平成28年３月１日

以降の担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したこと。 

（３）貴組合組合員 Ｘ２ 氏に対し、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかっ

たこと。 

（４）貴組合組合員 Ｘ２ 氏を平成28年９月１日付けで解雇したこと。 

４ 申立人のその余の申立てを棄却する。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求する救済内容の要旨 

１ 組合員１名に対する賃金減額の撤回及びバック・ペイ 

２ 組合員１名の原職復帰 

３ 組合員１名に対する自宅待機命令解除後の賃金の支払 

４ 組合員１名に対する解雇がなかったのと同様の状態の回復及びバック・ペイ 

５ 誠実団体交渉応諾 

６ 謝罪文の掲示 

第２ 事案の概要 

１ 申立ての概要 

本件は、申立人が、組合員らの労働組合への加入を公然化したところ、被申立人

が、①申立人組合員１名の月額給与を減額したこと、②元従業員らに、同人らに対す

る事実でない不適切言動を理由に刑事告訴する旨等を記載した通知書を、同組合員に

対して送付させたこと、③同組合員に対し、当該不適切言動について懲戒処分を行う

ための弁明等を求める照会書を送付したこと、④同組合員の自宅待機命令解除後、料

理長への復職を拒否し、清掃業務等への就労を提示したこと及びその後申立人が被申

立人の前記提示に応じない旨通知したところ、同組合員に自宅待機命令解除以降の賃

金を支払わなくなったこと、⑤その後、同組合員を解雇したこと、⑥団体交渉の開催

を拒否したこと、がそれぞれ不当労働行為であるとして申し立てられた事件である。 

２ 前提事実（証拠により容易に認定できる事実を含む。） 

（１）当事者 

ア 被申立人     Ｙ５     （以下「会社」という。）は、肩書地に本
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社を置き、和歌山県西牟婁郡においてホテルを併設するゴルフ場（以下「ゴルフ

場」という。）の経営などをする株式会社である。 

イ 申立人          Ｘ４          （以下「組合」とい

う。）は、肩書地に事務所を置き、主に近畿２府４県のセメント・生コンクリー

ト産業、トラック輸送、その他の一般業種の労働者で組織された労働組合で、そ

の組合員数は本件審問終結時約1,800名である。 

組合の下部組織として、会社に勤務する従業員であった者らで組織する   

Ｘ５     （以下「分会」という。）が存在し、分会に所属する組合員は本

件審問終結時２名である。 

（２）本件申立てに至る経過について 

ア 平成８年、 Ｘ２ （以下、組合加入前も含めて「Ｘ２組合員」という。）は、

会社の関連会社から会社に出向し、会社が運営する和歌山県内のゴルフ場のレス

トラン（以下「レストラン」という。）の洋食部門において勤務するようになっ

た。同９年１月、Ｘ２組合員は、会社に転籍となり、同11年５月頃までに、レス

トランの洋食部門と和食部門とを統括する料理長となった。 

（甲68、乙38、証人 Ｘ２ 、証人 Ｙ２ ） 

イ 平成18年６月、Ｘ２組合員は、会社の取締役に就任した。同時点から同27年10

月18日にＸ２組合員が取締役を退任するまでの間、会社の取締役は、当時代表取

締役であった Ｙ３ （以下「Ｙ３社長」という。）、Ｘ２組合員及び支配人 Ｙ

２ （以下「Ｙ２支配人」という。）の３名であった。なお、Ｙ３社長は、当時

から平成28年１月21日に至るまでは会社の代表取締役の地位にあったが、本件審

問終結時においては取締役を退任していた。また、Ｙ２支配人も、本件審問終結

時において取締役を退任していた。 

（甲31、甲68、乙38、証人 Ｘ２ 、証人 Ｙ２ 、当事者 Ｙ１ ） 

ウ 会社は、平成27年３月30日、民事再生法により再生手続開始の申立てを行い、

同日、監督委員による監督を命じる東京地方裁判所の決定を、また同年４月８日、

同裁判所の再生手続開始決定をそれぞれ受け、同年10月16日、同裁判所の再生計

画認可決定が確定した。 

なお、会社の再生手続においては、大阪市内に本社を置くビル管理会社が会社

を支援していた（以下、このビル管理会社を「支援会社」という。）。 

同年10月７日付けで、Ｘ２組合員は、会社の民事再生手続の申立代理人である

弁護士に対し、会社における不明な金額の支出について調査を依頼する旨記載し

た「お願い」と題する書面（以下「27.10.7調査依頼書」という。）を送付した。 

（甲１、甲２、証人 Ｘ２ 、当事者 Ｙ１ ） 
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エ 平成27年10月18日午後２時頃、会社の顧問弁護士が、Ｘ２組合員と面談し、１

週間の自宅待機を命じる旨通知した。 

同日午後４時頃、会社の臨時取締役会及び臨時株主総会が開催され、取締役と

してＹ３社長及びＹ２支配人は再任され、Ｘ２組合員は再任されなかった。 

（甲68、証人 Ｘ２ ） 

オ 平成27年10月29日、組合は、会社に対し、Ｘ２組合員ほか１名が組合に加入し

て分会が結成されている旨書面で通知し、団体交渉（以下「団交」という。）を

書面で申し入れた。 

なお、同日の分会結成以降、分会の分会長はＸ２組合員である。 

（甲４、甲６、甲68） 

カ 平成27年11月18日、組合と会社は、大阪市内に所在する会館（以下「大阪市内

会館」という。）の会議室で団交（以下「27.11.18団交」という。）を行った。

その後、組合と会社との間で行われた団交は全て、大阪市内会館の会議室におい

て行われている。 

（甲35の２、甲36の２、甲37の２、甲55、甲57の２、甲58、甲59の２、甲61の２、甲

62、甲65の２、甲69の２、甲70の２、乙40、乙41、乙42、乙44、乙45、乙48） 

キ 平成27年11月30日、 Ｙ１ （以下「Ｙ１社長」という。）が会社の取締役に

就任して代表取締役となり、会社の代表取締役はＹ３社長とＹ１社長の２名とな

った。 

Ｙ１社長の代表取締役就任後、組合との団交には、Ｙ２支配人は出席せず、Ｙ

１社長、取締役 Ｙ４ （以下、取締役就任前も含めて「Ｙ４取締役」という。）

及び会社の代理人弁護士Ｚ１（以下「Ｚ１代理人」という。）が出席するように

なった。 

（甲１、甲36の２、甲37の２、甲55、甲57の２、甲58、甲59の２、甲61の２、甲62、

甲65の２、甲69の２、甲70の２、乙23、乙40、乙39、乙41、乙42、乙43、乙44、乙4

5、乙48、当事者 Ｙ１ ） 

ク 平成27年12月３日、以前会社で勤務していた従業員１名（以下「Ａ元従業員」

という。）の代理人である弁護士２名（以下「元従業員ら代理人弁護士２名」と

いう。）は、Ｘ２組合員に対し、Ａ元従業員に対するパワーハラスメント（以下

「パワハラ」という。）行為について刑事告訴する準備を進めている旨等を記載

した「通知書」（以下「27.12.3Ａ元従業員通知書」という。）を送付した。 

（甲22） 

ケ 平成27年12月11日、組合と会社は、団交（以下「27.12.11団交」という。）を

行った。 
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（甲36の１、甲36の２） 

コ 平成27年12月25日、会社は、Ｘ２組合員に対し、平成27年12月分給与として25

万円を支給した（以下、各月分給与を「月額賃金」という。）。なお、Ｘ２組合

員の同月11月分月額賃金は45万円であった。 

（甲25、甲26） 

サ 平成28年１月８日、元従業員ら代理人弁護士２名は、以前会社で勤務していた

従業員１名（以下「Ｂ元従業員」という。）の代理人として、Ｘ２組合員に対し、

Ｂ元従業員に対するパワハラ行為について刑事告訴する準備を進めている旨記載

した「通知書」（以下「28.1.8Ｂ元従業員通知書」という。）を送付した。 

（甲28） 

シ 平成28年１月21日、会社は、Ｘ２組合員に対し、「照会書」（以下「28.1.21

照会書」という。）を送付した。 

（甲31） 

ス 平成28年１月25日、元従業員ら代理人弁護士２名は、以前会社で勤務していた

従業員１名（以下「Ｃ元従業員」といい、Ａ元従業員、Ｂ元従業員及びＣ元従業

員を併せて「元従業員ら３名」という。）の代理人として、Ｘ２組合員に対し、

Ｃ元従業員に対する暴行等について刑事告訴する準備を進めている旨記載した

「通知書」（以下、「28.1.25Ｃ元従業員通知書」といい、27.12.3Ａ元従業員通

知書、28.1.8Ｂ元従業員通知書及び28.1.25Ｃ元従業員通知書を併せて「元従業

員ら通知書」という。）を送付した。 

（甲32） 

セ 平成28年１月28日、組合と会社は、団交（以下「28.1.28団交」という。）を

行った。 

（甲37の１、甲37の２） 

ソ 平成28年２月15日、組合は、当委員会に対し、会社が①Ｘ２組合員の月額賃金

を減額したこと、②Ｘ２組合員に対し、元従業員ら通知書を元従業員ら３名に送

付させたこと及び28.1.21照会書を送付したことが不当労働行為であるとして、

不当労働行為救済申立て（平成28年(不)第８号事件。以下「28-8号事件申立て」

という。）を行った。 

タ 平成28年２月18日、組合と会社は、団交（以下「28.2.18団交」という。）を

行った。28.2.18団交において、会社は、①Ｘ２組合員に対する自宅待機命令を

同月いっぱいで解除し、同年３月１日からの出社を求める、②Ｙ１社長の下で共

用部の清掃業務を担当してほしい、旨述べた。 

同年２月18日付けで、会社は、Ｘ２組合員に対し、同年３月１日付けで自宅待
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機命令を解除し、同日午前９時からの出社を命じる旨記載した「辞令」（以下

「28.2.18辞令」という。）を送付した。 

（乙２、乙23） 

チ 平成28年２月29日付けで、組合は、会社に対し、Ｘ２組合員について、団交で

業務配置を協議して決定するまでは出社に応じられないことを通知する旨記載し

た「通知書」（以下「28.2.29通知書」という。）を提出した。 

（甲44、乙10） 

ツ 平成28年３月１日、会社は、組合に対し、28.2.29通知書に対する同日付けの

「回答書」（以下「28.3.1回答書」という。）を提出した。28.3.1回答書には、

Ｘ２組合員の同日以降の不就労期間については賃金を支払うことはできない旨の

記載があった。 

（甲45、乙11） 

テ 平成28年３月10日、組合と会社は、団交（以下「28.3.10団交」という。）を

行った。 

（甲57の１、甲57の２） 

ト 平成28年３月25日、会社は、組合に対し、Ｘ２組合員の清掃部門に替わる当面

の就労場所についてマスター室勤務を提示する旨等記載した同日付けの「ご連絡」

と題する書面（以下「28.3.25連絡書」という。）を提出した。 

なお、マスター室は、ゴルフ場において、プレー進行、キャディの配置等を管

理する部署である。 

（甲48、乙14） 

ナ 平成28年３月31日及び同年４月21日、組合と会社は、団交（以下、それぞれ

「28.3.31団交」及び「28.4.21団交」という。）を行った。 

（甲58、甲59の１、甲59の２、乙40、乙41） 

ニ 平成28年５月16日、組合は、当委員会に対し、会社が①Ｘ２組合員を料理長に

復職させず清掃業務等への就労を提示したこと、②Ｘ２組合員に同年３月１日以

降の賃金を支払わなくなったこと、が不当労働行為であるとして、不当労働行為

救済申立て（平成28年(不)第20号事件。以下「28-20号事件申立て」という。）

を行った。 

ヌ 平成28年６月２日、同月15日及び同月30日、組合と会社は、団交（以下、それ

ぞれ「28.6.2団交」、「28.6.15団交」及び「28.6.30団交」という。）を行った。 

（甲61の１～２、甲62、甲65の１～２、乙42、乙43、乙44） 

ネ 平成28年８月８日、組合と会社は、団交（以下「28.8.8団交」という。）を行

った。28.8.8団交において、組合と会社は、同月30日を次回団交の仮の日程とす
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ることで合意した。 

（甲69の１～２、乙45） 

ノ 平成28年８月22日、会社は、Ｘ２組合員に対し、同月31日までに出社するよう

命じる旨記載した「出社命令」と題する同日付けの書面（以下「28.8.22出社命

令書」という。）を送付した。 

（乙46の１～２） 

ハ 平成28年８月30日、組合書記次長 Ｘ３ （以下「書記次長」という。）とＺ

１代理人は、電話で、団交の日程に関する会話を行った。 

（甲70の２、甲71、乙47、証人 Ｘ３ ） 

ヒ 平成28年９月１日付けで、会社は、Ｘ２組合員に対し、「解雇通知書」（以下

「28.9.1解雇通知書」といい、28.9.1解雇通知書による解雇を「本件解雇」とい

う。）を送付した。 

（乙34の２） 

フ 平成28年９月13日、組合は、当委員会に対し、会社が①本件解雇をしたこと、

②同年８月30日に団交を開催せず、その後の組合からの団交申入れに応じなかっ

たこと、が不当労働行為であるとしてとして、不当労働行為救済申立て（平成28

年(不)第50号事件。以下「28-50号事件申立て」という。）を行った。 

第３ 争   点 

１ Ｘ２組合員の平成27年12月分以降の月額賃金が減額となったことは、組合員である

が故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。 

２ 元従業員ら３名が、Ｘ２組合員に対し、元従業員ら通知書を送付したことは、会社

による組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。 

３ 会社が、Ｘ２組合員に対し、28.1.21照会書を送付したことは、組合員であるが故

の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。 

４ 会社の以下の行為は、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入

に当たるか。 

① Ｘ２組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平成28年３月１日以降の

担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したこと。 

② Ｘ２組合員に対し、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかったこと。 

５ 平成28年８月30日が仮の日程とされ、同日に改めて組合が会社に対して開催を求め

た団交に係る会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たるか。 

６ 本件解雇は､組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか｡ 

第４ 争点に係る当事者の主張 

１ 争点１（Ｘ２組合員の平成27年12月分以降の月額賃金が減額となったことは、組合
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員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。）について 

（１）申立人の主張 

ア 労働実態のない人物に給与を支給したり、従業員を人前で罵倒したりするなど

のＹ３社長による不正行為を見てきたＸ２組合員は、会社の民事再生手続の申立

代理人及び監督委員である弁護士らに対し、調査依頼書を送付し、これらの事項

を調査してもらいたいと内部告発を行った。 

これを知ったＹ３社長は、平成27年10月13日付け取締役会招集通知書をＸ２組

合員に送付し、「取締役として述べたいことがあれば、堂々と取締役会で開陳し

てください」と述べ、同月18日午後４時から調査依頼書を議題とする取締役会を

開催する旨を通知してきた。 

同日午後２時頃、Ｘ２組合員は、会社の顧問弁護士から呼び出され、同日の取

締役会で会社がＸ２組合員を解雇する予定である旨伝えられ、条件があれば聞く

などと退職を求められた。Ｘ２組合員が退職勧奨を断ったところ、同弁護士は、

Ｘ２組合員に、翌日からの自宅待機を通告した。また、同日、Ｘ２組合員はそれ

まで名目上の取締役であったが、取締役を退任したこととなった。 

イ 組合は、平成27年10月29日、会社に対し、Ｘ２組合員ほか１名の組合加入を公

然化し、組合加入通知書、団交申入書及び分会要求書を会社に交付した。その後、

同年11月18日及び12月11日に団交が開催されているにもかかわらず、会社は、組

合やＸ２組合員に何らの説明もなく、Ｘ２組合員の基本給を、同年12月25日支給

分から実に20万円も減額し、45万円から25万円とした。 

ウ 会社は、Ｘ２組合員が、従前、使用人兼取締役としての地位を有していたとこ

ろ、Ｘ２組合員が取締役としての地位を喪失したことにより役員報酬の支給がな

くなり、使用人給与分のみの支給になっただけであると主張する。しかし、Ｘ２

組合員は、平成17年３月頃、Ｙ３社長から取締役就任を要請され、名目上、取締

役に就任することを承諾したが、Ｘ２組合員が取締役に就任したときは、それ以

前の労働条件と変更なく、取締役就任による役員報酬分の上乗せもなかった。そ

れにもかかわらず、会社は、Ｘ２組合員が取締役を退任したことを奇貨として

「役員報酬分を減額した」と称して、基本給を20万円も減額してきた。この賃金

減額は、それ自体理由のない一方的なものであって、違法と言わざるを得ないも

のである。 

会社がこのような理由のない違法な賃金減額を行ってきたのは、組合を嫌悪し、

組合に加入して活動しているＸ２組合員を不利益に取り扱うとともに、組合に打

撃を与えるためであると推認される。 

エ また、会社は、28.2.18団交において、20万円の減額分のうち10万円について
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は撤回して、平成28年２月分の給与において２か月分の差額と合わせて賃金を支

給し、さらに、組合の抗議を受けて、同月26日付け回答書によりＸ２組合員の賃

金を元の45万円に戻すことを回答して、賃金額を元の水準に戻すとともにそれま

での差額分も支払ってきた。 

会社は、Ｘ２組合員の不利益が回復されたことで本件の被救済利益がなくなっ

たと主張する。しかし、Ｘ２組合員の賃金が元の水準に戻され、それまでの差額

が支払われたことにより回復されたのは、Ｘ２組合員の経済的利益だけである。

Ｘ２組合員が組合加入直後に賃金を20万円も減額されたことによってＸ２組合員

及び組合に生じた組合活動意思への萎縮効果、組合活動一般に対する抑圧的、制

約的及び支配介入的効果を解消するような措置は一切取られていない。そのため、

将来同様の不当労働行為が再発するおそれも払拭されていないのであり、このよ

うな支配介入効果を除去ないし消失させて、将来同様の不当労働行為が繰り返さ

れることを防ぎ、正常な集団的労使関係秩序を回復するために、組合は救済を受

けるべき固有の利益を有している。よって、救済の利益は失われていない。 

オ 以上のことからすれば、Ｘ２組合員に対する賃金減額は労働組合法第７条第１

号及び第３号に該当する不当労働行為であり、これに対する救済命令を発するこ

とが必要かつ相当である。 

（２）被申立人の主張 

ア 会社は、平成27年３月30日、東京地方裁判所において民事再生手続開始申立て

を行い､同年４月８日、その開始決定を受けた。民事再生手続開始申立て後、会

社においては、預託金債権者である会員や従業員から、Ｘ２組合員に関する苦言

や意見がしばしば提示されるようになり、これを契機として、Ｘ２組合員の言動

が会社において問題視されるようになった。Ｙ３社長は、Ｘ２組合員に対し、問

題言動が目についた都度、注意や指導を行っていたが、その後も、Ｘ２組合員の

問題言動が改善される様子は見受けられず、それどころか、Ｘ２組合員は、平成

27年10月上旬、会社の民事再生申立代理人弁護士に対し､虚偽の事実を記載した

文書を送付し、Ｙ３社長を誹誇中傷する等の行為に出るようになった。 

これを受けて、Ｙ３社長は、もはやＸ２組合員を取締役として会社の経営に参

画させることは不適当であると判断し、平成27年10月18日、臨時取締役会及び臨

時株主総会を招集した上で､Ｘ２組合員については、取締役として再任しないこ

ととし、併せて、Ｘ２組合員の問題言動の調査のため、Ｘ２組合員に対し、自宅

待機を命じることとした。 

イ 平成27年11月30日に会社の代表取締役に就任したＹ１社長は、就任に当たり、

Ｘ２組合員について、①同月以降、取締役の任を解かれていること、②従業員に
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対するパワハラ等、多数の問題言動が報告されており、事実関係調査のため、現

在、自宅待機命令中であること、③同月25日に支給された給与については、取締

役の時と同額の賃金が支払われていること等の報告を受け、その際、Ｘ２組合員

については、既に取締役でない以上、従前の役員報酬と同額の給与を支給するの

は不合理であると考え、Ｙ３社長とも相談の上、同年12月支給分以降のＸ２組合

員の賃金を25万円に減額することを決定した。その結果、同月以降、Ｘ２組合員

の給与は25万円とされることとなった。 

ウ Ｘ２組合員の賃金減額は、Ｙ１社長が決定したものであり、専ら、Ｘ２組合員

が会社における取締役（権利義務者）の地位を喪失したことを理由になされたも

のであって、Ｘ２組合員が組合員であることとは、全く関係がない。 

そもそも、Ｘ２組合員が、会社における取締役（権利義務者）の地位を喪失し

た以上､それに伴ってＸ２組合員の報酬が変動することは、至極当然のことであ

り、むしろ、取締役（権利義務者）でなくなったにもかかわらず、従前と同額の

報酬の支払いが継続されることの方が不自然であるというべきであって、Ｙ１社

長が、会社代表者に就任した後、上記理由をもってＸ２組合員の賃金減額をした

ことに、何ら不自然な点はない。 

そして、会社は、平成27年10月29日に組合からの通知によって、初めてＸ２組

合員が組合員になったことを知ったところ、Ｘ２組合員が取締役（権利義務者）

の地位を喪失したのは、これに先立つ同月18日であるから、Ｘ２組合員が組合に

加入したことと、取締役（権利義務者）の地位を喪失したこととの間には、何ら

因果関係は見出せない。そうすると、本件においては、Ｘ２組合員が組合に加入

していなくとも、取締役（権利義務者）の地位を喪失したことに伴って、賃金の

減額がなされていたというべきであるから、Ｘ２組合員が組合に加入したことと

賃金減額との間に因果関係（条件関係）を認めることはできないというべきであ

るし、会社の支配介入意思を認めることもできないというべきである。 

組合は、Ｘ２組合員の取締役就任について、取締役の選任は名目上のものに過

ぎなかった等と主張するとともに、取締役就任前後で賃金に変動はなかった等と

主張するが、明らかに事実に反する。 

Ｘ２組合員は、平成18年６月、会社の実質的な経営権が、従前の代表者個人か

ら取締役に移行する形で方針転換がなされたことに合わせて取締役に就任したも

のであり、現に、以後、Ｘ２組合員は、従前の調理部門に関することのみならず、

他部門に関する事項についても関与していたほか、当時、会社の株式まで保有し

ていたのであるから、Ｘ２組合員が、名目的取締役であったということはあり得

ない。 
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また、役員報酬についても、Ｘ２組合員が取締役に就任した平成18年当時こそ

据え置かれていたものの、同20年８月頃には、実際に増額改定がなされていたの

であるから、かかる観点からも、Ｘ２組合員の取締役就任が、名目的なものであ

ったということはできない。 

結局、Ｘ２組合員が組合に加入したことと賃金減額との間には因果関係を認め

ることはできないし、この点について、会社の支配介入意思を認めることもでき

ない。 

エ 救済命令制度は、使用者の不当労働行為によって生じた事実上の状態を命令に

よって是正することにより、正常な集団的労使関係秩序を回復させることを目的

とするものであって、もとより使用者に対し懲罰を科すること等を目的とするも

のではないから、不利益取扱いが解消された以上、被救済利益を欠くことになる。 

会社は、平成28年２月29日までに、Ｘ２組合員の自宅待機命令を解除するのと

併せて、同27年12月にした同月支給分以降のＸ２組合員の賃金減額措置を撤回し、

実際にそれまでの未払賃金をＸ２組合員に対し支払った。 

したがって、仮に、会社の行為が不当労働行為であったとの評価を受けること

があったとしても、本件においては、組合の救済の利益は既に消滅しているとい

うべきである。 

オ 以上より、Ｘ２組合員に対する賃金減額は、組合員であるが故の不利益取扱い

にも、組合に対する支配介入にも当たらないというべきであり、組合に対する不

当労働行為を構成しない。また、仮に構成することがあったとしても、現時点に

おいては、救済の利益は消滅しているから、この点に関する組合の請求は棄却さ

れるべきである。 

２ 争点２（元従業員ら３名が、Ｘ２組合員に対し、元従業員ら通知書を送付したこと

は、会社による組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たる

か。）について 

（１）申立人の主張 

ア Ｘ２組合員が、解雇予告を受け、自宅待機を命じられたことで組合に加入し、

組合が、会社に対し、平成27年10月29日にＸ２組合員らの組合加入を公然化し、

Ｘ２組合員への解雇予告の撤回と通常業務への復帰を要求したところ、会社は、

27.11.18団交において、会社の労使関係とは関係のなかった団体役員らを団交に

介入させるなど不誠実な交渉を行ってきたが、組合は、同人らを退席させて、会

社に謝罪させるなどしてきた。 

そうしたなか、会社は、元従業員ら３名を使って、Ｘ２組合員から暴言を吐か

れたとか暴行を受けたなどと虚偽の事実をでっち上げて、Ｘ２組合員を刑事告訴
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する、引き続き会社の従業員や元従業員からの事情聴取を続けていく、あらゆる

法的手段を用いてＸ２組合員の行為に対する責任を追及するなどとして、Ｘ２組

合員を脅迫する元従業員ら通知書を送付させた。加えて、会社は、Ｘ２組合員に

対する懲戒処分を行うとして、事実確認と弁明を求める28.1.21照会書を送付し

てきた。 

イ 元従業員ら通知書に記載された事実はいずれも虚偽であるが、特にＢ元従業員

については、Ｘ２組合員のパワハラに係る28.1.8Ｂ元従業員通知書の記載が、Ｂ

元従業員が退職後にＳＮＳでＸ２組合員の友達承認を受けて送信したメッセージ

と明らかに矛盾しており、28.1.8Ｂ元従業員通知書の内容が虚偽であることは明

らかである。 

また、元従業員ら通知書はいずれも、同一の代理人弁護士によるもので、記載

内容がでっち上げの事実であるとはいえ、弁護士による刑事・民事の責任を追及

するとの通告であるから、これらを受領したＸ２組合員にとって、きわめて重大

な精神的圧迫と心理的ストレスを与えるものであった。Ｘ２組合員の組合加入後

に、会社がこのような通知書を連続して送付させたことはＸ２組合員に対する嫌

がらせであって、Ｘ２組合員の組合活動を萎縮させるのみならず、職場の他の労

働者にも威嚇的効果をもたらすに十分な行為である。 

ウ 会社は、元従業員ら３名とＸ２組合員との間の紛争については何ら関知してい

ないと主張し、各元従業員ら通知書が会社の関与したものであることを否認する。

しかし、①27.11.18団交において、後に会社の取締役に就任するＹ４取締役が、

Ａ元従業員の名前を突然持ち出そうとし、その後、Ｙ４取締役の取締役就任直後

に、Ｘ２組合員に27.12.3Ａ元従業員通知書が送付され、また、その後の27.12. 

11団交において、Ｙ４取締役が、Ｘ２組合員には刑事事件になるようなことがあ

るなどと述べてＸ２組合員を脅していたこと、からすれば、会社が27.12.3Ａ元

従業員通知書に関与していることは優に推認できること、②会社がＸ２組合員に

送付した28.1.21照会書の記載が、Ｂ元従業員がＸ２組合員に送付した28.1.8Ｂ

元従業員通知書の記載と一致しており、会社が28.1.8Ｂ元従業員通知書をもとに

28.1.21照会書を作成していることはいうまでもないこと、③異なる時期に退職

した元従業員ら３名が、退職後相当な期間が経過しているにもかかわらず、同じ

時期に、同じ代理人弁護士を使って、Ｘ２組合員の不適切発言を告訴するという

同じような内容の通知書をＸ２組合員に送付していることは、極めて奇妙であり、

会社の働きかけがなければありえないこと、④元従業員ら通知書はいずれも「引

き続き他の従業員及び元従業員からの事情聴取も続けていく予定です」と述べて

いるが、元従業員ら３名個人がわざわざこのような予定を述べる必要もなく、こ
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のような予定を述べるのは会社以外にはありえないこと、⑤Ｘ２組合員が代理人

弁護士を通じ、元従業員ら３名に対し、主張されるような事実は一切ない旨を回

答するとともに、元従業員ら通知書の送付は、会社による嫌がらせであり、組合

に対する支配介入である旨警告したところ、以後、元従業員ら３名から何の連絡

もないこと、からすれば、会社の主張は虚偽であるといえる。 

むしろ、Ｘ２組合員が組合に加入するや、第１回の27.11.18団交においてＹ４

取締役がＡ元従業員に言及した上、Ｘ２組合員を脅迫する同じような内容の元従

業員ら通知書が相次いで送付され、さらに、会社から28.1.21照会書が送付され

たという一連の経緯からすれば、会社が元従業員ら通知書の作成・送付に関与し

ていることは合理的に推認できる。 

エ したがって、元従業員ら通知書の送付は、会社によるＸ２組合員に対する不利

益な取扱いに当たるとともに、組合活動に対する支配介入にも当たり、労働組合

法第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行為である。 

（２）被申立人の主張 

ア 組合は、元従業員ら３名がそれぞれＸ２組合員に対し通知書を送付したことが、

会社による組合員であるが故になされた不利益取扱いに当たるとともに、組合に

対する支配介入に当たると主張する。 

しかし、会社は、Ｘ２組合員と元従業員ら３名との間の紛争については、何ら

関知しておらず、元従業員ら３名がＸ２組合員に通知書を送付したことは、そも

そも、会社の行為とすらいえず、これらが、Ｘ２組合員に対する不利益取扱い又

は組合に対する支配介入と評価される余地はない。 

イ 前述のとおり、会社は、Ｘ２組合員と元従業員ら３名との間の紛争については

何ら関知しておらず、元従業員ら３名がＸ２組合員に通知書を送付した経緯につ

いても知る由はないが、少なくとも、Ａ元従業員については、レストランにおい

てＸ２組合員の部下として勤務していた際、Ｘ２組合員との間でトラブルが発生

し、配置換えになったという経緯があったようである。 

また、Ｘ２組合員も調査依頼書において、Ａ元従業員を名指しにした上で同人

に対する賃金支払を非難しており、かかる記載に照らせば、Ｘ２組合員が組合に

加入する以前から、Ｘ２組合員とＡ元従業員との間で何らかの紛争が発生してい

たものと推測される。 

これらの事情に照らすと、元従業員ら３名がＸ２組合員に対し元従業員ら通知

書を送付したのは、元従業員ら３名とＸ２組合員との間の個人的な紛争に端を発

するものであると考えるのが自然である。 

ウ 組合は、27.11.18団交において、Ｙ４取締役がＡ元従業員の名前を挙げたこと
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をもって、会社が元従業員ら通知書に関与していることの根拠としているが、か

かる主張には論理の飛躍がある。 

そもそも、Ｘ２組合員が自ら作成した調査依頼書において、Ａ元従業員に関す

る虚偽事実を摘示している以上、会社側から、Ａ元従業員の名前が挙がったから

といって、何ら不自然なことではない。 

したがって、本件においては、元従業員ら通知書の送付に会社が関与している

とは到底認めることはできない。 

エ なお、上記点は措くとしても、元従業員ら通知書はそれ自体、Ｘ２組合員に対

し何らかの効果を及ぼすものではなく、そもそもこれによってＸ２組合員が何ら

かの不利益を受けたということもできない。 

オ 以上より、元従業員ら３名が、Ｘ２組合員に対し、元従業員ら通知書を送付し

たことは、会社による不当労働行為には当たらない。 

３ 争点３（会社が、Ｘ２組合員に対し、28.1.21照会書を送付したことは、組合員で

あるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。）について 

（１）申立人の主張 

ア 会社は、元従業員ら通知書に加え、Ｘ２組合員に対する懲戒処分を行うとして、

①顧客からのクレームについてのＸ２組合員の責任、②従業員に対する不適切言

動、③従業員に対する退職そそのかし、④自己取引に関する事実確認及び弁明を

求める28.1.21照会書を送付してきた。 

イ しかし、28.1.21照会書の照会事項は、いずれも会社に既に報告され又は会社

の承諾を得て行われた過去の出来事であったにもかかわらず、Ｘ２組合員らが組

合に加入し分会を結成した後、会社は、分会長であるＸ２組合員に対し、それま

で特に問題とされていなかった事実や虚偽の事実を持ち出して、Ｘ２組合員に対

する懲戒に向けた手続を開始するために、28.1.21照会書を送付したものである。 

ウ 会社は、28.1.21照会書の送付はＸ２組合員に弁明の機会を与えるため、Ｘ２

組合員の権利保障のために行われたものであるから不当労働行為には該当しない

と主張する。 

しかし、28.1.21照会書に記載された各事項はいずれも虚偽の事実又は解決済

みの過去の問題について照会を求めるものであり、28.1.21照会書の送付はＸ２

組合員に対する嫌がらせ以外の何ものでもなかった。Ｘ２組合員が組合に加入す

るや、このような照会書を送付して懲戒処分の手続を開始するということ自体が

組合活動に対する萎縮効果を生むものである。 

エ 以上のような28.1.21照会書の送付は、元従業員ら通知書と同様、Ｘ２組合員

に対する嫌がらせであり、Ｘ２組合員の組合活動を萎縮させるのみならず、職場
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の他の労働者にも威嚇的効果をもたらすものである。したがって、照会書の送付

は、組合員であるが故の不利益取扱いに当たり、組合に対する支配介入にも該当

する。 

（２）被申立人の主張 

ア 会社においては、Ｘ２組合員が組合に加入する以前から、複数の会員や従業員

からＸ２組合員に関する苦言や意見が複数提示される等しており、Ｘ２組合員の

言動が問題視されており、28.1.21照会書の送付は、その調査の一環として、当

初からの予定どおり行われたものにすぎない。現に、会社は、Ｘ２組合員の組合

加入直後にも、組合に対し、他の従業員からＸ２組合員の言動に問題があった旨

の指摘が多数なされていること及びその調査のために自宅待機としていることを

説明していたのであって、当初から、組合に対しても、Ｘ２組合員の言動につい

て調査を行うことは予告していた。 

すなわち、Ｘ２組合員が組合に加入していなくとも、28.1.21照会書の送付は

行われていたのであるから、Ｘ２組合員が組合に加入したことと28.1.21照会書

の送付との間に因果関係を認めることはできないし、これを送付したことについ

て会社の支配介入意思を認めることもできない。 

イ 組合は、28.1.21照会書に記載された内容について、過去に解決済みの問題又

は虚偽である等と主張して、28.1.21照会書の送付自体に正当性がないかのよう

な主張をするが、これらの問題は解決済みでもなければ虚偽でもない。 

28.1.21照会書に記載されたＸ２組合員の問題言動は、複数の会員や従業員か

らのヒアリングの結果や関係資料の精査の結果、それぞれの事実について、その

疑いが強まったことから、本人に対する事実確認が必要と判断されたものである。

なお、Ｘ２組合員について、当時、種々の問題言動が存在していたことは、レス

トランにおけるアンケート、業務報告書等の現存する資料からも容易にうかがい

知れるのであって、28.1.21照会書の送付は、相当な根拠に基づいて行われたも

のである。その正当性が否定されるいわれは全くない。 

ウ 28.1.21照会書は、前述の従業員からの事情聴取等によって会社がその存在に

疑いを持ったＸ２組合員の問題言動について、Ｘ２組合員に対し、事実関係の確

認及び弁明を求めるために送付されたものであり、これ自体、Ｘ２組合員に対す

る何らかの処分という効果を発生させるものではない。 

むしろ､28.1.21照会書は、Ｘ２組合員に対し弁明の機会を与えることで、その

権利を保障しようとするものであるから、その送付によって、Ｘ２組合員が利益

を受けることはあっても、不利益を被ることはない。 

エ 結局、Ｘ２組合員の組合加入と28.1.21照会書の送付との間に因果関係（条件
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関係）を認めることはできないし、この点について、会社の支配介入意思を認め

ることもできないのであるから、28.1.21照会書の送付は、Ｘ２組合員に対する

不利益取扱いにも当たらなければ、組合に対する支配介入にも当たらない。 

４ 争点４（会社の以下の行為は、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する

支配介入に当たるか。①Ｘ２組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平成28

年３月１日以降の担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したこ

と。②Ｘ２組合員に対し、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかったこと。）に

ついて 

（１）申立人の主張 

ア Ｘ２組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平成28年３月１日以降の

担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したことについて 

（ア）Ｘ２組合員は、調理師の資格を有し、会社の親会社が経営するホテルにおい

て料理長として働いていたところ、会社のレストラン部門の立て直しのために

招へいされ、洋食部門の料理長として入社した。その後、和食部門の料理長が

退職したことから、両部門の総料理長として20年にわたって勤務してきた。こ

のようなＸ２組合員と会社との雇用関係の経緯からすれば、Ｘ２組合員と会社

との間には、雇用契約上、料理長として勤務するとの合意（職種の限定）があ

ったといえる。 

（イ）ところが、会社は、平成28年３月１日の自宅待機命令解除以降、レストラン

業務が存在しているにもかかわらず、外部業者に業務委託をしたことを口実に、

Ｘ２組合員を料理長に復職させない。それどころか、会社は、Ｘ２組合員に対

し、同日以降の担当業務として、清掃作業やマスター室勤務といった、Ｘ２組

合員の資格・技能とは全く無関係のこれまで従事したことのない単純作業に就

くことを提示してきた。 

（ウ）Ｘ２組合員に対するレストラン料理長への復帰拒否は、Ｘ２組合員と会社と

の雇用契約に反するものであって、違法と言わざるを得ず、また、清掃業務及

びマスター室業務への就労の提案は、Ｘ２組合員を精神的に追い込むことを狙

った嫌がらせのパワハラ以外の何ものでもない。会社がこのような行為を行っ

てきたのは、組合を嫌悪し、組合に加入して活動しているＸ２組合員を不利益

に取り扱い、組合に打撃を与えるためである。 

したがって、Ｘ２組合員に対するレストラン料理長への復帰拒否並びに清掃

業務及びマスター室業務への就労提案は、組合員であるが故になされた不利益

取扱いに当たるだけでなく、組合に対する支配介入にも当たるものであって、

労働組合法第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行為である。 
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イ Ｘ２組合員に対し、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかったことについ

て 

（ア）Ｘ２組合員が料理長としての復職を求めているにもかかわらず、会社は、Ｘ

２組合員の就労を拒否してきた。したがって、Ｘ２組合員は賃金請求権を失わ

ず、会社はＸ２組合員に対して賃金を支払う義務がある。それにもかかわらず、

会社は、自らの不当労働行為を棚に上げ、Ｘ２組合員が清掃作業やマスター室

勤務に応じないことを口実にして、平成28年３月１日以降の賃金を支払わない。 

（イ）会社は、平成28年３月１日以降、会社がＸ２組合員の就労を拒んだことはな

く、会社が最終的にはＸ２組合員を調理部門の「料理長」として配置すること

を受諾することを回答したにもかかわらず、Ｘ２組合員は一度も出社しなかっ

たばかりか、無断で別会社に就職して営業本部長として勤務していることから、

Ｘ２組合員が同日以降、会社の出社命令に応じなかったことに正当理由を見出

すことはできず、Ｘ２組合員が、同日以降、賃金請求権を有しているとは到底

考えることができない旨主張する。 

しかし、Ｘ２組合員が出社できなかったのは、Ｘ２組合員が料理長として復

帰することを申し出ているにもかかわらず、会社がこれを拒否した上、Ｘ２組

合員との労働契約に反し、Ｘ２組合員にとって嫌がらせ以外の何ものでない清

掃作業やマスター室の業務をさせようとしたからである。 

また、会社がＸ２組合員を調理部門へ配置することを組合に伝えてきたのは、

平成28年５月19日であり、しかも、その時点では、具体的な業務内容も全く明

らかにされていなかった。28.6.15団交においてでさえ、具体的な内容も定ま

っていなかった。その後、同年６月21日になって、Ｘ２組合員を業務委託中の

レストラン料理長として復職させることはできないが、自社調理部門を新たに

併設し、そこの料理長に就任することは可能であることを回答してきたので、

組合が詳細を確認したところ、新たに併設する自社調理部門とされる和食堂は

現時点で稼働しておらず、広さもレストランの３分の１程度しかなく、会社の

調理部門を統括する料理長の業務ができるような環境にはなかった。そのため、

この間の会社による執拗な不当労働行為を目の当たりにしてきた組合は、会社

の提示する「料理長」とは名ばかりで、Ｘ２組合員が仮に出社しても、和食堂

に一人隔離されることを怖れて直ちには応じられなかった。その後、28.8.8団

交において、会社は、Ｘ２組合員が一旦和食堂の料理長になった後、料理人を

集めることを前提に業務委託を打ち切り、全体の調理部門の料理長に就任する

案を示してきた。組合とすれば、ようやく検討に値する案が提示されたことか

ら、これを検討し、Ｘ２組合員の出社日も団交において回答することになった
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が、いまだ合意には達していなかったものである。このように会社の責めに帰

すべき事由によりＸ２組合員が欠勤せざるをえない状態はいまだに解消されて

いなかった。 

また、Ｘ２組合員が別会社に雇用された事実はなく、同社から業務委託を受

けて店舗のアドバイザーをしていたにすぎない。Ｘ２組合員がそのような業務

をせざるを得なかったのは、会社が３月１日以降の賃金を支払わなくなり、や

むなく生活費を稼ぐためであった。Ｘ２組合員は会社の料理長に復帰できるの

であれば、いつでも辞めることができる立場にあった。 

以上のとおり、平成28年３月１日以降、Ｘ２組合員が欠勤したのは、会社の

責めに帰すべき事由によるものであり、Ｘ２組合員は、同日以降の賃金請求権

を失わない。 

（ウ）以上のとおり、Ｘ２組合員に対する賃金不払は、組合の分会長であるＸ２組

合員に対する嫌がらせであり、組合の弱体化を企図したものであり、したがっ

て、組合員であるが故になされた不利益取扱いであり、かつ、組合に対する支

配介入にも当たり、労働組合法第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行

為である。 

（２）被申立人の主張 

ア Ｘ２組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平成28年３月１日以降の

担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したことについて 

（ア）会社は、平成９年、Ｘ２組合員との間で労働契約を締結したが、当時、会社

が経営するゴルフ場には、レストランは１つしかなく、料理長の肩書を持つ職

員も１人しかいなかった。Ｘ２組合員は､平成11年５月頃に前任の料理長が解

雇される以前は、同料理長の下で料理人として勤務していたにすぎなかった。

かかる経緯に照らせば、会社とＸ２組合員との間で平成９年に労働契約を締結

した際、Ｘ２組合員の職種について料理長に限定する旨の合意がなされたとは

到底いうことはできない。 

Ｘ２組合員が料理長に就任したのは、前任の料理長が解雇されたことに伴う

昇格人事によるものにほかならないのであって、この点に関する組合の主張に

は何ら理由がないというべきである。 

（イ）Ｘ２組合員は､組合加入に先立つ平成27年10月18日には既に会社から自宅待

機を命じられていたのであり、組合加入当時、料理長として稼働していなかっ

ただけでなく、会社における就労すら禁止された状態にあった。 

その後、会社は、組合との団交を経て、平成28年２月18日、同年３月１日付

けでＸ２組合員の自宅待機命令を解除することを決定するとともに、当面の就
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労場所の提案を行ったが、これらは、Ｘ２組合員の復職を求める旨の組合の要

求を受けて、これに一部応じる形でなされたものであり、正に、Ｘ２組合員の

利益のためになされた行為にほかならない。 

また、当面の就労場所として、清掃部門やマスター室勤務を提案したのも、

当時、調理部門は既に業務委託により運営しており、そこにＸ２組合員を配置

することが事実上極めて困難であったこと、従業員及びＸ２組合員自身の意見

等を考慮した結果である。もとより、当時、会社が行った提案はあくまでも暫

定的なものにすぎず、会社としては、Ｘ２組合員の最終的な配置場所について

は、以後の団交を踏まえて、組合及びＸ２組合員と協議しながら決定すること

を予定していた。 

（ウ）結局、会社は、Ｘ２組合員の組合加入以後、当時就労を禁止されていたＸ２

組合員を就労場所に関して更に不利益に扱ったことは一切ない。この点に関す

る会社の行為が、Ｘ２組合員に対する不利益取扱い又は組合に対する支配介入

等と評価される余地はない。 

イ Ｘ２組合員に対し、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかったことについ

て 

（ア）会社は、組合との団交を経て、平成28年２月18日、同年３月１日付けでＸ２

組合員の自宅待機命令を解除することを決定し、その旨、Ｘ２組合員に対し通

知するとともに、同日以降の出社を命令した。また、会社は、同月29日までに、

平成27年12月分以降のＸ２組合員の賃金減額措置を撤回するとともに、実際に、

同28年２月分までの未払相当額をＸ２組合員に支払った。しかし、Ｘ２組合員

は、同年３月１日以降、一度も、会社に出社しようとはしなかった。 

労働契約において、労務提供義務は、いうまでもなく労働者の最も基本的な

債務であって、労働者は、実際に労務を提供しない限り、使用者に対し賃金を

請求することはできない。 

（イ）平成28年３月１日以降、会社がＸ２組合員の就労を拒んだことはない。むし

ろ、会社は、同日以降、就労場所に関するＸ２組合員及び組合の要求を受けて、

再三、就労場所の検討等を行っていた。そして、最終的には、ほぼＸ２組合員

の要望どおり、調理部門の「料理長」として配置することを受諾するとともに、

Ｘ２組合員及び組合に対し、一定の謝罪を行う旨の回答も行う等して、積極的

に、Ｘ２組合員が出社に応じるよう説得を重ねてきた。それにもかかわらず、

Ｘ２組合員は、一度も、出社に応じなかったばかりか、会社に無断で別会社に

就職までして、営業本部長として継続的に勤務していた。 

Ｘ２組合員が平成28年３月１日以降、会社の出社命令に応じなかったことに
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ついて、正当理由を見出すこと等到底できないのであって、Ｘ２組合員が、平

成28年３月１日以降、賃金請求権を有しているとは到底考えることはできない。 

（ウ）結局、本件においては、Ｘ２組合員が組合に加入したことと３月１日以降の

賃金不払との間にも因果関係（条件関係）を認めることはできないし、この点

について、会社の支配介入意思を認めることもできない。 

以上より、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかった会社の対応は、組

合員であるが故の不利益取扱いにも、組合に対する支配介入にも当たらない。 

５ 争点５（平成28年８月30日が仮の日程とされ、同日に改めて組合が会社に対して開

催を求めた団交に係る会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たるか。）につ

いて 

（１）申立人の主張 

ア 会社は、平成28年７月21日付けの書面で、再び、復職条件が定まらないままＸ

２組合員の出社を要請し、復職の可否及び時期等について組合に回答を求めてき

た。組合は、Ｘ２組合員の復職問題は団交事項であることから、同日、会社の同

書面の内容については団交で協議の上回答したいとして団交開催を申し入れた。 

28.8.8団交では、Ｙ４取締役が、Ｙ３社長らが粉飾決算のようなことをしてお

り、同人らに非があったことを認め、Ｘ２組合員の復職問題について、会社は、

いったん和食堂の料理長になった後、Ｘ２組合員が料理人を集めることを前提に

業務委託を打ち切り、全体の調理部門の料理長に就任する案を示し、組合として

も会社側の譲歩があったと理解し、同案を検討することとした。また、会社の謝

罪文については、組合の方から案文を提出し、会社が検討することになった。 

次回団交の日程は、出席者が全員揃う日がなかなかなかったが、ようやく双方

の譲歩がみられたことからあまり先の日程は避けようということとなり、労働委

員会の調査期日の開催される同年８月30日が｢仮に」次回団交の開催日となった。 

このとき、組合と会社は、Ｘ２組合員の職場復帰の条件について話し合うため

に次回団交が必要であることを前提として、次の団交日を調整した結果、暫定的

な日程として、労働委員会の調査期日が開催される同日で合意したものであり、

別の候補日が指定されたということもないのであって、この日は、団交の候補日

ではなく、労使間において仮で決めた団交開催日であり、特段の変更がない限り、

この日に団交が開催されることになっていたものである。 

イ 平成28年８月10日、組合は、会社に対し、会社による賃金減額及び料理長とし

て復職させず清掃作業やマスター室勤務に従事することを求めたことが不当労働

行為であるとする謝罪文案を送付した。これに対し、会社は、同日、賃金減額の

不当労働行為を認めることは譲歩の余地はあるが、自宅待機命令の解除後のやり
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とりに関しては、不当労働行為性は認められないとして対案を示すとともに、出

社日を回答するよう求めてきた。 

組合は、会社の対案を受けて、同月18日、自宅待機命令の解除後のやりとりに

ついての不当労働行為性の自認部分を削除した譲歩案を提示するとともに、同月

30日に団交が予定されていることから、Ｘ２組合員の出社時期を団交で回答する

ことを連絡した。 

会社は、組合の譲歩案に対し、同月22日、自宅待機命令の解除後のやりとりに

ついて謝罪はできず、謝罪文の交付とＸ２組合員の出社は少なくとも同時に履行

されるべきであるとした上、それまでの会社の対応などを踏まえ、Ｘ２組合員の

欠勤に正当理由を見いだすことはできないとして、同月31日に出社するよう命じ

てきた。同月30日には第12回団交が開催されることとなっていたため、組合は、

この団交において、前回の団交で会社の提案した復職後の業務や謝罪文の内容に

ついて協議するとともに、会社の求める出社時期についても協議する予定でいた。 

ウ ところが、会社は、28.8.8団交において予定した平成28年８月30日の団交につ

いて、組合に対し何らの予告もなく開催しなかった。そして、当日、会社に抗議

した組合が改めて会社に団交を開催することを求めたにもかかわらず、会社はこ

れを無視し、Ｘ２組合員を解雇した上、Ｘ２組合員を解雇したことを理由にして

団交の開催を拒否した。 

会社は、場所の確認や時刻の確認もなされなかったことからすれば、そもそも、

組合と会社との間では、同日に団交を行うことは、最終決定はされていなかった

とみるべきであるとして、同日の団交が開催されることにはなっていなかった旨

主張する。 

しかし、そもそも、会社が同日を候補日にすぎなかったと考えることは、28.8.

8団交における経緯から不合理であり、仮にであれ、団交日として決めたのであ

るから、会社がその日に団交を開催しないというのであれば、少なくとも組合に

事前に連絡を入れるべきであるにもかかわらず、会社は組合に何らの連絡も入れ

ずに団交を開催しなかったことから、このような会社の対応は、正当な理由のな

い団交拒否に当たる。 

エ 会社は、組合の申し入れに応じて、平成28年９月15日に団交を実施している旨

主張する。 

しかしながら、①同日に開催された団交は、同年８月30日の団交を開催しなか

ったこと及びＸ２組合員の解雇撤回と復職条件に関するものであったが、会社が

解雇を撤回しないとの回答に終始したことで、組合の申し入れていたＸ２組合員

の復職問題に立ち入ることはできなかったこと、②会社は、組合が同年８月30日
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に申し入れたＸ２組合員の復職問題に係る団交について、Ｘ２組合員を解雇した

ことにより団交を行う実益がないとして拒否してきたところ、当時、組合と会社

との間では、同問題をめぐって、謝罪文の具体的内容と復職後の具体的業務内容

について労使間で実質的な交渉がようやくなされるようになった状況であったこ

とからすれば、会社は、Ｘ２組合員を解雇することにより、Ｘ２組合員の職場復

帰に関する団交を打ち切ることを企図したものと考えざるを得ないこと、から、

このような会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たる。 

オ 以上のような会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に該当するものであり、

労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

（２）被申立人の主張 

ア 28.8.8団交においては、次回開催日について、その場では確定的に最終決定さ

れず、謝罪文の内容が確定した場合に備えて、平成28年８月30日が仮の候補日と

されたにすぎなかった。そのため、同日については、開始時刻も定められず、既

に予定されていた労働委員会の調査期日終了直後に行うのか、改めて夕刻に行う

のかについても、何も決まってはいなかった。 

イ しかも、その後の組合と会社との間の交渉の結果、謝罪文の問題についても、

早期に解決する目途が立たなかったことから、会社は、平成28年８月22日、組合

に対し、これ以上の譲歩は不可能である旨伝えるとともに、Ｘ２組合員の欠勤に

ついて、これ以上の正当理由を見出すことは困難である旨を通告し、改めて、同

月31日までに出社することを命令しており、出社日について、先送りの意思がな

いことも十分伝えていた。そして、同月30日、会議室の予約を取ることも、申立

人に会議室の場所や開催時刻の通知をすることもしないまま、当日を迎えた。 

他方、組合は、会社の前記通告に対しては、以後、何らの返答もしないまま、

当日、労働委員会の調査期日において会社と顔を合わせた際も、団交については

一切触れることはなかった。 

ウ このように、平成28年８月30日が、あくまでも仮の候補日とされたにすぎず、

その後も、場所の確認や時刻の確認もなされなかったことからすれば、そもそも、

組合と会社との間では、同日に団交を行うことは、最終決定はされていなかった

とみるべきである。そうである以上、同日に団交が開催されなかったことは、至

極当然であって、この点につき、会社が団交を拒否したと評価されるいわれはな

い。 

エ また、その点は措くとしても、その後、組合と会社との間では、平成28年９月

15日に改めて団交が開催されているし、その後も、組合は、会社との間で団交を

繰り返していた。 
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したがって、かかる観点からも、会社には団交拒否がないというべきであるし、

他方、組合には救済を求める利益がないというべきである。 

オ 以上より、本件においては、会社が組合との団交を正当な理由なく拒否したこ

とはない。また、この点に関し、組合に保護されるべき救済の利益も存在しない

というべきである。 

６ 争点６（本件解雇は、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入

に当たるか。）について 

（１）申立人の主張 

ア 既に述べたとおり、Ｘ２組合員の出社後の業務についての協議がいまだ継続し

ている状況であったにもかかわらず、会社は、組合の提出した謝罪文の譲歩案に

応じられないこと等を口実にＸ２組合員に出社命令を出した上、予定されていた

団交を予告なく開催せず、出社命令に従わなかったＸ２組合員を解雇した。しか

も、解雇と同時に、会社は、組合の求める団交について、Ｘ２組合員を解雇した

ことにより実益がなくなったとして拒否してきた。 

イ 会社は、①Ｘ２組合員が平成28年３月１日に自宅待機命令を解除されてから半

年間にわたって出社に応じなかった、②会社がＸ２組合員を調理部門に配置する

ことを決定した後も、団交を欠席したりＹ４取締役の欠席を問題にしたり、調理

部門全体の統括や全面的な謝罪を求めたりといった過大な要求をし、出社日を先

送りしてきた、③会社に無断で別会社の幹部従業員として長期雇用を前提として

雇用され、職場近くの自宅を引き払って大阪に住居を構えるなど復職要求と相反

する行動に終始していたとして、Ｘ２組合員の欠勤に正当理由が存在しないこと

は明らかであると主張する。 

しかし、①そもそも職種限定のレストラン料理長として雇用したＸ２組合員に

対し、清掃作業やマスター室勤務といった、労働契約になくかつＸ２組合員の資

格・技能を無視した単純業務に就くことを提示してきた会社の対応は、違法な賃

金減額等に続くＸ２組合員に対する嫌がらせのパワハラであり、不当労働行為に

該当する違法行為であること、②（ⅰ）これまで執拗に嫌がらせのパワハラを繰

り返してきた会社が、出社したＸ２組合員を和食堂に隔離するだけで料理長の仕

事をさせないことも優に想定され、会社がそれまでの不当労働行為について真摯

に謝罪を行い、その後の団交を通じてＸ２組合員が従事する具体的業務内容が明

確になるまでＸ２組合員が出社しなかったのはやむを得ないことであるし、（ⅱ）

組合が調理部門を統括する立場に戻すことを求めたのはＸ２組合員を元の仕事に

戻すことを求めたにすぎず、また、謝罪を求めたのは会社がそれまで行ってきた

執拗な嫌がらせのパワハラ、すなわち不当労働行為を繰り返させないために不可
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欠なものであって、いずれも何ら過大な要求には当たらないこと、③Ｘ２組合員

が別会社で仕事をしたのは、会社がＸ２組合員に対し上記①のような嫌がらせの

パワハラを続けて出社できないようにしておきながら、賃金の支払を止めたから

であり、また、Ｘ２組合員は別会社に雇用されていたわけではなく、アドバイザ

ーをしているにすぎないことから、会社が料理長の業務に復職させるのであれば

いつでも会社に復帰できると団交で回答していること、からすれば、Ｘ２組合員

が会社に出社しなかったのは、会社の責に帰すべき事由によるものであって、会

社の主張は失当であり、これを理由にＸ２組合員を解雇することはできない。 

ウ 会社は、12回に及ぶ団交を開催し、その都度、組合の要求に応じ可能な限り譲

歩に努めた旨主張するが、①そもそも会社は違法な賃金カット等をしたのである

から、組合の抗議を受けてそれを元に戻したとしても、それは単に違法行為を撤

回したにすぎず、組合の要求に応じて譲歩に努めたとはいえないし、②組合は、

会社による賃金減額や清掃業務の提示など度重なる違法な不当労働行為の結果を、

ねばり強い団交によって少しずつ原状へ戻そうとしていた段階にすぎず、会社の

不当労働行為による違法な状況が元どおりに回復されたわけでは全くないのであ

り、でたらめも甚だしい。 

エ 会社がＸ２組合員を解雇したのは、組合を嫌悪し、組合に加入して会社による

不当労働行為と懸命に闘っているＸ２組合員を会社から放逐し、組合に打撃を与

えるためである。したがって、本件解雇は、組合員であるが故になされた不利益

取扱いに当たるだけでなく、組合に対する支配介入にも当たるものであって、労

働組合法第７条第１号及び第３号に該当する。 

（２）被申立人の主張 

ア 会社は、平成28年３月１日付けでＸ２組合員の自宅待機命令を解除し、Ｘ２組

合員に対し出社命令を行ったが、その後、Ｘ２組合員は、実に半年以上にわたり、

出社命令に一切応じることなく、労働契約上の自らの債務の履行はおろか、その

履行の提供すら一度もしなかった。 

いうまでもなく、雇用契約において、労務提供義務は労働者の最も基本的な債

務であり、その不履行は極めて重大な契約違反である。会社は、同年３月１日以

降、Ｘ２組合員が欠勤状態となった後も、当時、Ｘ２組合員の配置場所に関し組

合との間で団交が継続中であったことに鑑み、直ちにＸ２組合員の処分等を行う

ことまではしなかったが、Ｘ２組合員は、かかる会社の対応を奇貨として自らの

要求に固執し、自らの要求が満たされるまでは履行の提供すらしないという態度

に終始していた。そればかりか、会社がＸ２組合員を調理部門に配置することを

決定した以降は、団交を無断で欠席したり、Ｙ４取締役の団交欠席を殊更に問題
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にしたり、外部委託先も含めた調理部門全体の統括や会社の全面的な謝罪等とい

った過大な要求をしたりするなどして、出社日の回答を先送りする態度に終始し

ていた。 

イ しかも、Ｘ２組合員は、欠勤を続ける一方で、会社に無断で別会社の営業本部

長及び料理指導長に就任したり、職場近くの自宅を引き払って大阪市内に住居を

構えたりする等、会社への復職要求と相反する行動に終始していた。 

上記のような自宅待機命令解除後のＸ２組合員の言動に照らせば、Ｘ２組合員

の平成28年３月１日以降の出社拒否に何ら正当理由が存在しないことは明らかで

ある。 

ウ 本件解雇は、これまでの団交における会社の度重なる譲歩にもかかわらず、Ｘ

２組合員が、半年近くも不当な要求に固執するとともに、正当理由なく欠勤を継

続していた中で、会社が再度出社命令を行ったにもかかわらず、Ｘ２組合員がこ

れに応じなかったことから、やむを得ず行われたものである。 

しかも、会社は、平成28年８月22日には、組合に対し、これ以上の譲歩は不可

能である旨伝えるとともに、Ｘ２組合員の欠勤にこれ以上の正当理由を見出すこ

とは困難である旨を通告し、改めて、同月31日までに出社することを命令してお

り、出社日について、先送りの意思がないことも十分伝えていた。 

本件解雇にあたっての会社の判断や方法には何ら不合理な点はないのであって、

これを撤回すべき理由は全くない。 

エ 組合は、会社がＸ２組合員を解雇したのは、組合を嫌悪し、組合に加入して会

社による不当労働行為と懸命に闘っているＸ２組合員を会社から放逐し、組合に

打撃を与えるためであるなどと主張する。 

しかし、前述のとおり、自宅待機命令以降の会社の対応に照らせば、むしろ、

会社が、これまでＸ２組合員を受け入れるために努力を重ねてきたことは明らか

である。また、会社は、組合との間で、これまでにも実に12回にも及ぶ団交を開

催するとともに、その都度、組合の要求に応じて可能な限り譲歩に努める等、真

摯な対応を継続している。会社が組合を嫌悪しているとの組合の主張には、何ら

根拠がないと言わざるを得ない。 

結局、Ｘ２組合員が組合に加入したことと本件解雇との間に因果関係を認める

ことはできないし、この点について､会社の支配介入意思を認めることもできず、

会社がＸ２組合員を解雇したことは、組合員であるが故の不利益取扱いにも、組

合に対する支配介入にも当たらないというべきである。 

第５ 争点に対する判断 

１ 争点１から争点６について 



 

- 26 - 

（１）証拠及び審査の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 分会結成通知前の経緯について 

（ア）平成18年１月分から同27年10月分までのＸ２組合員の月額賃金は、次のとお

りであった。 

（単位：円） 

年月 

項目名 
平成18年１月分

～同20年７月分 

平成20年８月分

～同27年３月分 

平成27年４月分

～同27年10月分 

基本給 191,000 550,000 450,000 

役職手当 95,000 0 0 

付加給 8,000 0 0 

住宅手当 15,000 0 0 

家族手当 10,000 0 0 

職務手当 123,000 0 0 

特技手当 10,000 0 0 

調整給 47,110 0 0 

非課税通勤費 2,184 0 0 

課税支給合計 499,110 550,000 450,000 

支給合計 501,294 550,000 450,000 

なお、会社では、月額賃金及び役員報酬は、前月11日から当月10日までの期

間の分を当月25日に支払うことになっていた。 

（乙８の１～10、当事者 Ｙ１ ） 

（イ）平成18年６月、Ｘ２組合員は、会社の取締役に就任した。 

（乙38、証人 Ｙ２ ） 

（ウ）平成27年10月７日付けで、Ｘ２組合員は、会社の再生手続申立代理人に対し、

会社における不明な金額の支出等についての調査を取締役として依頼する旨記

載した27.10.7調査依頼書を送付した。 

27.10.7調査依頼書には、調査を依頼する項目として、平成24年７月から 同

26年９月までの会社での労働の実態のないＡ元従業員に対する給与支払等複数

の「不明瞭な金額の支出」が記載され、また、当時会社監査役であった者１名

（以下、組合加入前も含めて「Ｄ組合員」という。）が、Ｙ３社長からパワハ

ラ及び人権侵害を受け、うつ病の診断を受けてやむなく病気療養に徹しなけれ

ばならない状況になっており、この件も会社の再建に重大な影響を及ぼすと考

える旨の記載があった。 
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なお、Ａ元従業員は、平成24年頃、レストランから大阪市内にある会社の大

阪営業部に異動となって営業及び事務を担当し、同26年10月頃から同27年４月

頃までの間に、会社を退職した。 

（甲２、証人 Ｘ２ 、証人 Ｙ２ ） 

（エ）平成27年10月13日付けで、会社は、Ｘ２組合員に対し、「取締役会招集通知

書」（以下「27.10.13招集通知書」という。）を交付した。27.10.13招集通知

書には、①Ｘ２組合員が会社の再生手続申立代理人に27.10.7調査依頼書を送

付したとのことである、②Ｘ２組合員はＹ３社長のＤ組合員に対するパワハラ

の件をはじめ事実に反する記載内容を堂々と流布している、③取締役として述

べたいことがあるなら取締役会で開陳されたい、④同月18日午後４時から27. 

10.7調査依頼書を議題として取締役会を開催するので通知する、旨の記載があ

った。 

（甲３） 

（オ）平成27年10月16日付けで、会社の再生手続申立代理人は、会社に対し、①同

月７日付けでＸ２組合員から受領した27.10.7調査依頼書の内容について調査

したところ、Ｘ２組合員の主張が誤っており根拠に欠けることが判明したので

報告する、②27.10.7調査依頼書による指摘事項はもともと再生手続の帰趨に

は関係がなかったが、その指摘自体が誤りであるため、なおさら再生手続には

影響がないことを念のため付記する、旨記載した「報告書」を提出した。 

（乙１） 

（カ）平成27年10月18日午後２時頃、会社の顧問弁護士は、Ｘ２組合員と面談し、

１週間後に再度協議をするため、翌19日から１週間の自宅待機を命じる旨通知

した。Ｘ２組合員が、自分が休むと調理場が回らなくなるのでそれはできない

旨述べたところ、会社の顧問弁護士は、それは会社が準備しているから大丈夫

である旨述べた。 

同月18日午後４時頃、会社において、臨時取締役会及び臨時株主総会が開催

され、Ｘ２組合員は取締役に再任されなかった。なお、Ｘ２組合員は、取締役

会に出席しなかった。 

（甲68、乙38、証人 Ｘ２ 、証人 Ｙ２ ） 

（キ）平成27年10月19日頃、会社は、支援会社の関連会社（以下「支援会社関連会

社」という。）との間で、同日から２年間を契約期間として、レストラン厨房

における調理・給食業務の委託契約を締結した。 

（甲64、当事者 Ｙ１ ） 

イ 分会結成通知からＹ１社長就任までの経緯について 
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（ア）平成27年10月29日付けで、組合及び分会は、会社に対し、Ｘ２組合員及びＤ

組合員が組合に加入し分会が結成されている旨「労働組合加入通知書」で通知

するとともに、「団体交渉申入書」（以下「27.10.29団交申入書」という。）

及び「分会要求書」（以下「27.10.29分会要求書」という。）を提出し、同年

11月４日までに団交を行うよう申し入れた（以下、この団交申入れを「27.10.

29団交申入れ」という。）。27.10.29分会要求書には、要求の１つとして、

「会社は、本年10月18日付け、会社代理人の口頭による Ｘ２ 組合員の解雇予

告を撤回され、通常の業務に就かせること。」との記載があった。 

（甲４、甲５、甲６） 

（イ）平成27年10月30日、会社の代理人弁護士Ｚ２（以下「Ｚ２代理人」という。）

は、組合に対し、27.10.29団交申入書に対する「回答書」（以下「27.10.30回

答書」という。）を提出した。27.10.30回答書には、①団交を行うことには異

存ない、②団交開催場所は会社周辺の会館としたい、③団交日程については、

同年11月９日又は同月11日としたい、旨の記載があった。 

（甲７） 

（ウ）平成27年10月31日、組合は、Ｚ２代理人に対し、27.10.30回答書で会社が提

示した会館において同年11月９日に団交を開催することを了解する旨、ファク

シミリで通知した。 

（甲８） 

（エ）平成27年11月２日、Ｚ２代理人は、組合に対し、会社からの委任を解除され

たので同月９日の団交日程は一旦白紙にされたい旨、ファクシミリで通知した。 

同日、会社は、Ｙ３社長名で、組合に対し、組合からの団交申入れに対する

「回答書」（以下「27.11.2回答書」という。）を提出した。 

27.11.2回答書には、①団交を受けるが組合指定の日時は差し支える、②同

月10日又は同月18日のいずれかを指定されたい、③場所は、大阪市内会館の会

議室を予定しており、日程が決まり次第、会議室を予約して組合に連絡する、

④会社は、本件に関して代理人として弁護士Ｚ３（以下「Ｚ３代理人」とい

う。）を選任し、団交にも出席してもらう予定である、⑤組合からの要求事項

については別途書面で回答する、旨の記載があった。 

（甲９、甲10） 

（オ）平成27年11月４日付けで、組合は、会社に対し、同月18日に大阪市内会館の

会議室での団交を行うことを了解する旨、ファクシミリで送信した。 

（甲11） 

（カ）平成27年11月11日、会社は、組合に対し、団交を同月18日午後６時から大阪
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市内会館において行う旨、ファクシミリで通知するとともに、27.10.29団交申

入書記載の要求事項についての「回答書」及び27.10.29分会要求書記載の要求

事項についての「回答書」（以下、「27.11.11分会要求回答書」という。）を

提出した。27.11.11分会要求回答書には、27.10.29分会要求書の前記(ア)記載

の要求に対する回答として、①会社の代理人からＸ２組合員に対し口頭での解

雇予告を行った事実はない、②現状に鑑みれば、組合からの要求に応じること

はできないものと考える、③会社において、調理場の従業員の大半が退職する

という事態が生じており、会社として調理業務の維持継続に支障があるものと

判断し、安定的なゴルフ場経営のため、当該調理業務を外部の業者に委託する

こととしたため、今後、Ｘ２組合員を調理業務に従事させることはできない、

④Ｘ２組合員についてはその言動に問題があったとの指摘が他の従業員から多

数なされており、現在、調査のため自宅待機としている状態である、⑤Ｘ２組

合員の再配置可能先も検討しているが、以上の経緯に鑑みて、退職してもらわ

ざるを得ない事態も想定される、旨の記載があった。 

（甲12、甲13、甲14、乙37の１） 

（キ）平成27年11月17日、Ｚ３代理人は、組合に対し、①会社と組合との団交につ

いて、諸般の事情により会社の代理人を辞任することになった、②会社は新た

に代理人を選任の上、再度日程調整と共に組合に連絡すると聞いている、旨フ

ァクシミリで連絡した。 

（甲15） 

（ク）平成27年11月17日、書記次長が会社に電話で連絡したところ、Ｙ３社長及び

Ｙ２支配人は不在であった。同日後刻、Ｙ２支配人は、書記次長に対し、団交

を予定どおり開催する旨電話で連絡した。 

（甲71） 

（ケ）平成27年11月18日、組合と会社は、27.11.18団交を行った。27.11.18団交に

は、組合側から書記次長及びＸ２組合員が、会社側からはＹ２支配人、代理人

弁護士Ｚ４（以下「Ｚ４代理人」という。）及び、Ｙ４取締役を含む申立外団

体役員３名（以下「団体役員ら３名」という。）が出席した。なお、この時点

では、Ｙ４取締役はまだ会社の取締役には就任していなかった。 

27.11.18団交において、次のやり取りがあった。 

書記次長が、団体役員ら３名は団交に関係がない旨述べたところ、Ｙ２支配

人は、団体役員ら３名は大口融資先の顧問等である旨述べ、Ｙ４取締役は、自

分は会社の渉外担当に就任することになると思う旨述べた。書記次長が、Ｙ２

支配人は会社の代表者として出席しており、Ｚ４代理人は代理人であるから出
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席に問題はないが、団体役員ら３名は団交に関係がなく、退席しなければ団交

を形がい化したということで団交拒否の違法行為になる旨述べ、団体役員ら３

名の退出を求めたところ、Ｙ４取締役は、「一つだけ」と述べた後、「そちら

のね、Ｘ２さん、 Ｘ２ さんかな。その人がえぇ送った相手で、（Ａ元従業員

の氏名）さんという方がおられるねん」と述べた。書記次長が、Ｙ４取締役の

話を遮り、けんかを売らないよう述べたところ、Ｙ４取締役は、「けんか売っ

てへんがな。」、「売んねやったらいつでも売ったるがな。こら。」、「あん

まりなめとったらあかんぞ、こら」などと述べ、Ｚ４代理人は、「そういうこ

としたらいかんって。」、「穏やかに。」などと述べた。その後、Ｙ４取締役

が「後から外で。」と述べ、団体役員ら３名は退室した。 

書記次長が、会社に関係のない者が入った状況で正常な団交ができるとは思

えず、また、団交で団体役員ら３名の発言を許してよいのかどうかについてＺ

４代理人の見解を聞かなければ、このような団交があったことについてＺ４代

理人を弁護士会に糾弾しなければならず、告訴も含めて考えている旨述べたと

ころ、Ｚ４代理人は、自分が説得するので穏やかに、と述べた。書記次長が、

組合側出席者が脅されたことについて弁護士法第１条１項に照らしてどう考え

るのかと述べ、団体役員ら３名を団交に出席させたことについて謝罪するよう

求めたところ、Ｚ４代理人は、Ｙ４取締役がすべきでない発言をした点につい

ては容赦されたい旨述べ、Ｙ２支配人は、団体役員ら３名を出席させたことに

ついて謝罪する旨述べた。 

書記次長は、組合側出席者が初めての団交で脅されたことは、社会的にも皆

に聞いてもらわねばならず、それを許したＺ４代理人については、懲戒請求す

ることも含めて考える旨述べた。 

書記次長は、今日のことについては、謝罪並びに再発防止及び今後は円満な

労使交渉をしていくという約束が書面でなされなければ本題に入れない旨述べ、

改めて団交を設定するよう求めたところ、Ｙ２支配人は、謝罪等の書面の件も

含めて、持ち帰って改めて連絡する旨述べた。書記次長が、同月24日まで待つ

旨述べたところ、Ｚ４代理人は、期限を同月26日ぐらいまで伸ばすよう求めた。

書記次長が、「無理です。26日から粛々と進めていきます。」と述べたところ、

Ｚ４代理人は、同月24日を期限とすることを了承した。 

書記次長が、Ｘ２組合員はまだ自宅待機なのか尋ねたところ、会社は、現状

ではもうしばらく自宅待機としたい旨述べた。書記次長が、賃金は会社が保証

するのかと尋ねたところ、会社は、当然保証する旨述べた。 

（甲35の１、甲35の２、甲68） 
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（コ）平成27年11月20日、組合は、会社に対し、「抗議及び申入書」（以下「27. 

11.20抗議・申入書」という。）を提出した。27.11.20抗議・申入書には、①2

7.10.29団交申入れについて、一旦同月９日に決定した団交開催日が、会社が

代理人を解任したため先延ばしされ、その後同月18日に開催が決定した団交に

ついて、直前の17日になって会社の代理人から辞任及び再度の期日調整を示唆

する文書が届き開催が危ぶまれることになり、会社に問い合わせたところ、予

定どおり開催する旨の回答があった、②27.11.18団交は、会社が当事者ではな

い団体役員ら３名を出席させようとするなどした結果、要求事項に対する回答

などの議論ができずに終了せざるを得なかった、③以上のような会社の対応に

改めて強く抗議するとともに、会社に対し、（ⅰ）団交に当事者でない団体役

員ら３名を同席させようとして混乱を招いたことについて謝罪すること、（ⅱ）

今後は二度と当事者でない者を団交に同席させないことを誓約すること、（ⅲ）

今後の団交は誠実に行い、円満な労使関係を築くよう努めることを誓約するこ

と、を申し入れる、④組合は会社に対し上記３項目について文書で謝罪及び誓

約をすることを求めるとともに、団交日を早急に設定することを要求する、⑤

もし、会社が、本通知書が到着した日から５日以内に団交開催に応じないとき

は、労働組合法第７条第２号の定める団交拒否の不当労働行為に該当するので、

労働組合に保障されているあらゆる合法的な手段を用いて会社の責任を追及す

る考えであることを通告する、旨の記載があった。 

（甲17） 

（サ）平成27年11月24日付けで、会社は、組合に対し、「御通知」と題する書面

（以下「27.11.24通知書」という。）を提出した。27.11.24通知書には、①団

体役員ら３名は同月18日付けで役員及び社員として正式に会社と雇用契約を締

結した、②書記次長は、労働組合法第７条第２号を糧に、代理人である弁護士

に対し、懲戒請求を考えるとの脅迫的とも思われる発言をした、③監督省庁に

当たる労政担当参事官室及び大阪府総合労働事務所に27.11.18団交における経

緯を説明したところ、同弁護士が懲戒に当たるとの見解はないとのことであっ

た、④27.11.18団交の退室時に書記次長がＹ２支配人に対し「24日までに提出

しなければ動きますよ」、「来週からしゅくしゅくとやります」、「出さなか

ったら、Ｙ２さん覚悟してくださいね」と発言したことは脅迫に該当すると考

えられるので、この旨を大阪府警本部に通達する、⑤今後の会社との団交にお

ける連絡はＺ４代理人の事務所を通じてされたい旨申し添える、旨の記載があ

った。 

（甲19） 
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（シ）平成27年11月25日、会社は、Ｘ２組合員に、同月分の月額賃金として45万円

を、社会保険料、所得税及び住民税並びに食費（以下「社会保険料等」とい

う。）を控除して支給した。 

会社の月額賃金は、基本給、役職手当、付加給、住宅手当、家族手当、職務

手当、特技手当、調整給及び非課税通勤費の合計額であり、平成20年８月分か

ら同28年１月分まで、Ｘ２組合員の月額賃金は基本給だけであった。 

（甲25、甲27、乙８の１～10） 

（ス）平成27年11月27日、組合は、会社に対し、「抗議及び申入書」（以下「27. 

11.27抗議・申入書」という。）を提出した。27.11.27抗議・申入書には、① 

27.11.24通知書の事実を歪曲した内容について強く抗議する、②書記次長が27.

11.18団交の席でＺ４代理人及びＹ２支配人を脅迫した事実はない、③同月18

日に組合がＹ２支配人に対し、団交に当事者でない団体役員ら３名を同席させ

ようとして混乱を招いたことについての謝罪を求めたところ、Ｚ４代理人及び

Ｙ２支配人はこれを認め口頭で謝罪しており、さらに、今後は二度と当事者で

ない者を団交に同席させないこと及び今後の団交を誠実に行い円満な労使関係

を築くよう努めることについてもＹ２支配人が口頭で約束している、④27.11.

24通知書には団交の開催日時が記載されておらず、組合は、再度、会社に対し、

上記の３項目について文書で謝罪し誓約することを求めるとともに、団交日を

早急に設定することを要求する、⑤もし会社が、本通知書が到着した日から３

日以内に団交の開催に応じないときは、労働組合法第７条第２号の定める団交

拒否の不当労働行為に該当するので、労働組合に保障されているあらゆる合法

的な手段を用いて会社の責任を追及する考えであることを通告する、旨の記載

があった。 

（甲20） 

（セ）平成27年11月30日、Ｙ１社長が会社の代表取締役に就任し、会社の代表取締

役は、Ｙ３社長とＹ１社長の２名となった。 

Ｙ１社長は、支援会社の元社員であり、会社の代表取締役に就任する以前は、

支援会社関連会社の代表取締役及び支援会社関連会社が石川県内で経営する温

泉旅館の総支配人の職にあった。 

同日、Ｙ４取締役も会社の取締役に就任した。 

同日、Ｚ１代理人は、組合に対し、「ご連絡」と題する同日付けの書面（以

下「27.11.30連絡書」という。）を提出した。27.11.30連絡書には、①組合が

会社に団交を申し入れている件について委任を受けた、②今後、本件について

は当職がＺ４代理人とともに会社の代理人として対応するので、その旨連絡す
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る、③組合から申入れのあった団交は同年12月10日又は11日のいずれかで受け

たく、場所は大阪市内会館の会議室を想定しており、日時が決まり次第会議室

を予約するので、都合のよい日時を指定されたい、④当職が会社代理人に就任

したことに伴い、今後の組合との連絡窓口は当職に一本化したいので、以後の

連絡は全て当職宛てとされたい、旨の記載があった。 

（甲１、甲21、乙39、当事者 Ｙ１ ） 

ウ Ｙ１社長就任後、自宅待機命令解除通知までの経緯について 

（ア）平成27年12月３日、元従業員ら代理人弁護士２名は、Ｘ２組合員に対し、27.

12.3Ａ元従業員通知書を送付した。27.12.3Ａ元従業員通知書には、①当職ら

はＡ元従業員の委任を受け、その代理人として27.12.3Ａ元従業員通知書を呈

する、②Ｘ２組合員は、会社のゴルフ場で料理長として勤務していたとき、暴

言を吐いたり本来の職務に関係のない草刈りや掃除をさせたりすることでＡ元

従業員を精神的に追い込み、職務上の地位を濫用した言動により職場環境を悪

化させ、③Ａ元従業員は、Ｘ２組合員の言動により恫喝され精神的苦痛を被っ

た結果、うつ病をり患し、また、その後のＸ２組合員の言動により更なる精神

的ショックを受け、Ｘ２組合員のいる厨房で働くことができなくなり、職場を

移らざるを得なくなった、④Ｘ２組合員の職権を濫用したパワハラ行為は刑法

第230条第１項の名誉棄損罪又は刑法第231条の侮辱罪に該当するので、当職ら

はＡ元従業員の依頼を受け、Ｘ２組合員を刑事告訴する準備を進めている、⑤

今後、Ａ元従業員を侮辱する言動を一切取りやめるよう警告し、また、Ａ元従

業員への直接の連絡は一切禁止する、⑥Ａ元従業員以外の会社の従業員及び元

従業員からも事情を聴取し、複数名から、Ｘ２組合員から暴力や暴言を受けた

との被害申告を受けており、これらについても、今後、受任予定である、⑦Ａ

元従業員は、あらゆる法的手段を用いてＸ２組合員の言動に対する責任を追求

する所存であることを念のため申し添える、旨の記載があった。 

（甲22） 

（イ）平成27年12月４日付けで、Ｚ１代理人は、組合に対し、団交の日程について、

組合の指定どおり、同月11日午前10時からの予定で大阪市内会館の会議室を予

約した旨、書面で連絡した。 

（乙37の２） 

（ウ）平成27年12月11日、組合と会社は、27.12.11団交を行った。27.12.11団交に

は、会社側からＹ１社長、Ｙ４取締役及びＺ１代理人が出席した。27.12.11団

交において、次のやり取りがあった。 

会社は、27.10.29分会要求書の「会社は、本年10月18日付け、会社代理人の
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口頭による Ｘ２ 組合員の解雇予告を撤回され、通常の業務に就かせること」

との要求に関連して、会社としては解雇の意思表示をしたという認識はしてお

らず、他の従業員との間でいざこざがあったこと及び仕入の関係で不適正なこ

とがあった疑いがあることについて調査を行っており、調査の必要性から現時

点では自宅待機をしてもらっている状態だと認識している旨述べた。 

組合が、会社の調査はどのような形で考えているのか尋ねたところ、会社は、

基本的に照会書等の文書で事実関係の照会を行い、それに対してＸ２組合員に

回答してもらう形でもよいのではないかと考えている旨述べた。組合が、要望

は職場復帰であるが、調査をした上でなければ復帰できないということなので

組合としても協力せざるを得ず、文書を出してもらってもよい旨述べたところ、

会社は、調査の一環としてＸ２組合員に対する照会書のようなものを用意する

旨述べた。会社が、照会書はＸ２組合員本人と組合のいずれに送付すればよい

か尋ねたところ、組合は、団交の場での確認なので組合に送付するよう述べた。

会社が、どの程度の期間で回答できるか尋ねたところ、組合は、それほど時間

はかからない旨述べた。Ｙ４取締役は、調査については、刑事罰に当たるよう

な行為がなされている恐れがあるので、慎重に行いたい旨述べた。組合と会社

は、次回団交の日程を調整し、同28年１月28日午前11時に団交を行うことで合

意した。 

（甲36の１、甲36の２） 

（エ）平成27年12月14日、Ｘ２組合員の代理人弁護士は、元従業員ら代理人弁護士

２名に対し、27.12.3Ａ元従業員通知書に対する同日付けの「回答書」（以下

「27.12.14回答書」という。）を送付した。27.12.14回答書には、①Ｘ２組合

員が、貴職が主張するような行為をしたことはなく、Ａ元従業員が厨房を去っ

たのがＸ２組合員のパワハラによるかのような貴職らの主張は事実無根と言わ

ざるを得ない、②もしもＡ元従業員が刑事告訴をした場合は、虚偽告訴罪に該

当するばかりか、不法行為にも該当することを指摘しておく、③そもそもＡ元

従業員が会社を平成24年６月に退職してからは、Ｘ２組合員がＡ元従業員に連

絡を取ったこともなく、連絡を取る理由もない、④Ａ元従業員以外の従業員複

数名からも、暴力や暴言を受けたとの被害申告を受けているとのことだが、そ

のような事実もない、ことを回答する旨の記載があった。 

（甲23の１、甲23の２） 

（オ）平成27年12月25日、会社は、Ｘ２組合員に、同月分の月額賃金として25万円

を、社会保険料等を控除し、年末調整還付金を加算して支給した。 

（甲26） 
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（カ）平成28年１月８日、元従業員ら代理人弁護士２名は、Ｘ２組合員に対し、28.

1.8Ｂ元従業員通知書を送付した。28.1.8Ｂ元従業員通知書には、①当職らは

Ｂ元従業員の委任を受け、Ｂ元従業員の代理人として28.1.8Ｂ元従業員通知書

を呈する、②Ｘ２組合員は、会社のゴルフ場で料理長として勤務していたとき、

予約係のマネージャーであったＢ元従業員に対し、多数の従業員の面前におい

て大声で「お前、何、勝手なことしてんねん、アホ、ボケ、死ね！」、「土下

座せい！」、「俺に逆らったらどうなるか分からせてやる」などと怒鳴り、精

神的な損害を与えた、③Ｂ元従業員は、会社で一生働くつもりで入社したため、

Ｘ２組合員のパワハラ行為に耐えて業務に励んできたが、毎日恐怖におびえて

不安が高まり、やむを得ず退職した、④Ｂ元従業員は、退職により安定した生

活を失っただけでなく、退職後も何をされるかと毎日恐怖と不安を感じながら

生活しているため、体調不良の状態が続いている、⑤Ｘ２組合員の職権を濫用

したパワハラ行為は刑法第230条第１項の名誉棄損罪又は刑法第231条の侮辱罪

に該当するので、当職らはＢ元従業員の依頼を受け、Ａ元従業員の件と併せて

Ｘ２組合員を刑事告訴する準備を進めている、⑥今後、Ｂ元従業員への直接の

連絡は一切禁止する、⑦引き続き、他の従業員及び元従業員からも事情聴取を

続けていく予定である、⑧Ｂ元従業員は、あらゆる法的手段を用いてＸ２組合

員の言動に対する責任を追求する所存であることを念のため申し添える、旨の

記載があった。 

（甲28） 

（キ）平成28年１月20日、Ｘ２組合員の代理人弁護士は、元従業員ら代理人弁護士

２名に対し、28.1.8Ｂ元従業員通知書に対する同日付けの「回答書」（以下

「28.1.20回答書」という。）を送付した。28.1.20回答書には、①Ｘ２組合員

が、貴職が主張するような行為をしたことは一切なく、Ｂ元従業員の退職がＸ

２組合員のパワハラによるかのような貴職らの主張は事実無根と言わざるを得

ない、②もしもＢ元従業員が刑事告訴をした場合は、虚偽告訴罪に該当するば

かりか、不法行為にも該当するので改めて指摘しておく、③貴職らは、Ａ元従

業員に引き続いてＢ元従業員について虚偽の事実主張を基にＸ２組合員に対し

て刑事告訴をするなどと述べ、更に他の従業員からの事情聴取を続けていくと

しているが、これらの行為は、会社によるＸ２組合員に対する嫌がらせであり、

組合に対する支配介入にも当たるので、このような行為を行わないよう申し入

れる、旨記載されていた。 

（甲29の１、甲29の２） 

（ク）平成28年１月21日、会社は、28.1.21照会書を、組合にファクシミリで送信
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した後、Ｘ２組合員に送付した。28.1.21照会書には、次の記載があった。 

「 当社は、貴殿に対し、当社業務に関する下記の事項について、事実関係の

確認及び弁明を求めます。弁明等がある場合には、本書到着後２週間以内に

書面にて回答してください。 

１ レストランにおけるクレームに対する対応について 

   Ｙ５   のレストランにおいては、貴殿在職中、お客様に対し

調理不十分な冷凍食品やカビの付着したパン、賞味期限の過ぎた牛乳等が

提供される等といった問題が複数発生しており、お客様からのクレームも

頻発しておりました。当社は、このような問題が発生する都度、貴殿に対

し、注意指導を行い、改善を求めておりましたが、問題が改善されること

はなく、むしろ、平成27年春以降、状況は悪化しておりました。 

上記問題の発生を受けて、貴殿が、上記問題の改善及び再発防止のた

め、どのような対応を実施していたのかについて、具体的に回答くださ

い。 

２ 従業員に対する不適切言動について 

当社においては、平成27年10月から11月にかけて、   Ｙ５   で

レストラン業務に従事する従業員のほぼ全員が退職するという事態が発生

しました。かかる事態を受けて、当社において、各従業員等に対するヒア

リング調査を行ったところ、複数の従業員より、貴殿が、従業員に対し、

大声で『お前なんか何時でも俺が首にしたる』『土下座せえ』『アホ、ボ

ケ、死ね』等、パワハラまがいの言動を繰り返していたとの申告がありま

した。 

貴殿において、上記言動につき身に覚えがあるか否か、あるとすれば、

上記言動を行った理由について、具体的に回答ください。 

３ 従業員に対する退職のそそのかしについて 

同様に、各従業員等に対する前記ヒアリングの結果、貴殿が、平成27年

秋頃より、複数の従業員に対し、当社を退職することや、当社に金銭請求

を行うこと等を積極的に働きかけていたとの申告がありました。 

貴殿において、従業員に対し、これらの働きかけをした事実があるか否

か、あるとすれば、かかる働きかけをした理由について、具体的に回答く

ださい。 

４ 仕入取引業者について 

現在、当社が、従前、貴殿を通じて継続的に仕入取引を行っていた『 

Ｚ５      』について、貴殿が同社の経営に関与していたとの疑い
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が生じております。同社に関する以下の各点について回答ください。 

(１)     Ｚ５    と貴殿との関係について回答ください。特に、

貴殿において、同社の経営に関与している事実があるか否か、同社か

ら給与等の利益を得ている事実があるか否かにつき、回答ください。 

なお、同社の経営等に貴殿が関与していない場合には、同社の経営

者ないし担当者の氏名及び連絡先を回答ください。 

(２)     Ｚ５    と取引を開始することになった経緯について、

具体的に回答ください。 

(３)     Ｚ５    と貴殿との間に何らかの関係が存在する場合、

当社が    Ｚ５    との取引開始に際し、当社に同社との関係

を説明していたか否かについて、回答ください。 

以 上」 

（甲30、甲31、甲68） 

（ケ）平成28年１月25日、会社は、Ｘ２組合員に、同月分の月額賃金として25万円

を、社会保険料等を控除して支給した。 

同日、元従業員ら代理人弁護士２名は、Ｘ２組合員の代理人弁護士に対し、

28.1.25Ｃ元従業員通知書を送付した。28.1.25Ｃ元従業員通知書には、①当職

らはＣ元従業員の委任を受け、Ｃ元従業員の代理人として28.1.25Ｃ元従業員

通知書を呈する、②Ｘ２組合員は、会社のゴルフ場で料理長として勤務してい

たとき、Ｃ元従業員に暴行を加えた、③平成18年11月頃、Ｃ元従業員がやむを

得ない事情で一時的に職場を離れなければならなくなり、その旨Ｘ２組合員に

申し出たところ、Ｃ元従業員を厨房の外に連れ出し、胸ぐらをつかんで頬を殴

打した結果、Ｃ元従業員は出血を伴う負傷をした、④Ｃ元従業員は、精神的に

も深く傷つき、退社せざるを得なくなった、⑤以上のＸ２組合員の行為は刑法

第204条の傷害罪に該当するので、当職らはＣ元従業員の依頼を受け、Ａ元従

業員及びＢ元従業員の件と併せてＸ２組合員を刑事告訴する準備を進めている、

⑥今後Ｃ元従業員に対する接触を一切禁止する、⑦今後、引き続き、他の従業

員及び元従業員からの事情聴取も続けていく予定である、⑧Ｃ元従業員は、あ

らゆる法的手段を用いてＸ２組合員の行為に対する責任を追求する所存である

ことを念のため申し添える、旨記載されていた。 

（甲27、甲32） 

（コ）平成28年１月28日、組合と会社は、28.1.28団交を行った。28.1.28団交には、

会社側からＹ１社長、Ｙ４取締役及びＺ１代理人が出席した。28.1.28団交に

おいて、次のやり取りがあった。 
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組合が、会社代理人からＸ２組合員に対し口頭で解雇予告通知を行った事実

はないとの27.11.11分会要求回答書の記載について、解雇予告通知は実際にあ

ったが今回の会社側出席者３名は当時のことが分からないと思うので、Ｘ２組

合員本人の口から聴いた上で再検討してほしい旨述べ、Ｘ２組合員は、平成27

年10月18日に会社の顧問弁護士との間でなされたやり取りを説明した。組合が、

Ｙ３社長、会社の顧問弁護士及びＹ２支配人に事実確認をし、検証して再回答

するよう求めたところ、会社は、これを了承した。 

組合が、組合結成を通知して団交を申し入れた後に給与が減額されたのは組

合員であることを理由とする不利益取扱いである旨述べ、減額分を直ちに回復

するよう求めたところ、会社は、Ｘ２組合員の給料には、平成27年10月18日に

取締役を退任するまで取締役としての役員報酬が含まれており、100パーセン

ト使用人としての地位になったのが同年12月分給料からであるという認識でそ

の分を減額したものであり、組合に加入したことによる不利益取扱いではない

というのが回答である旨述べた。組合が、組合にも本人にも話をすることなく、

会社の認識だけでＸ２組合員の同月分給与を減額したことは、どう考えても違

法行為であり、不当労働行為であると組合は認識しているが、本日団交があっ

たので、減額を撤回し直ちに給与を回復するのであれば、大きな問題にするつ

もりはない旨述べたところ、会社は、会社としては役員でなければ当然役員報

酬を支給する理由がないという認識なので、現時点では撤回できない旨述べた。

これに対し、組合は、今回の給与減額は一方的であり強く抗議する旨述べた。 

会社が、28.1.21照会書については団交で話し合わないということでよいか

尋ねたところ、組合は、議題と関係ないので話し合わない旨述べた。会社が、

Ｘ２組合員は28.1.21照会書に回答するつもりがあるのか尋ねたところ、組合

は、Ｘ２組合員と相談するが、今日の議題に沿うものではなく、会社側がする

ことについて組合が問えるものではない旨述べた。会社が、Ｘ２組合員に対し、

28.1.21照会書の内容自体は理解できているか尋ねたところ、Ｘ２組合員は、

理解している旨述べた。 

Ｘ２組合員が、「ちゃんとあのう。まぁ組合の方にもね、あの、先生送って

いただいたんですね」と述べたところ、会社は、組合側出席者がいる中で明確

に伝えておくとして、①28.1.21照会書記載のＸ２組合員の行為は問題のあっ

た行為と認識しており、基本的には懲戒の対象にもなり得る話であると思って

いる、②28.1.21照会書は、懲戒の前提として、Ｘ２組合員に与えなければな

らない弁明の機会という位置付けで送付したものである、旨述べた。Ｘ２組合

員が、弁明になるのかと尋ねたところ、会社は、手続の話として弁明の機会を
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与えるという位置付けで送付した旨述べた。 

組合は、28.1.21照会書の送付については、今日の段階では議題にする必要

はないと考えているが、組合ができてからこのようなことをするのは支配介入

に当たるのではないかとも考えており、組合として検討する旨述べた。 

組合が、今日は、問題の解決には至っていないが、組合としてはキャッチボ

ールができたつもりであり、このような団交を望んでいる旨述べたところ、会

社は、組合の街宣活動が問題だというつもりはないが、Ｙ３社長が団交に出席

できなくなったのは、個人宅への街宣活動が影響している部分もあるので、節

度だけは守られたい旨述べた。 

組合と会社は、次回団交の日程を調整し、同28年２月18日午前11時に、予約

が取れないという事情がなければ今回と同じ大阪市内会館の会議室で団交を行

うことで合意し、Ｚ１代理人は、組合に連絡する旨述べた。 

（甲37の１、甲37の２） 

（サ）平成28年２月４日付けで、組合は、会社に対し、「抗議及び要求書」（以下

「28.2.4抗議・要求書」という。）を提出した。28.2.4抗議・要求書には、①

Ｘ２組合員が会社から解雇予告及び自宅待機命令を受けたことから組合に加入

し、組合が会社に対して解雇予告の撤回、通常業務への復帰等を求め団交を申

し入れたところ、会社は、Ｘ２組合員に対し、元従業員ら３名を使って、虚偽

の事実を基に、「今後、引き続き他の従業員及び元従業員からの事情聴取を続

けていく」とか「あらゆる法的手段を用いて、Ｘ２組合員の行為に対する責任

を追及する所存です」とする同一内容の元従業員ら通知書を送りつけてきた、

②元従業員ら通知書は記載内容がいずれも事実無根であり、会社によるＸ２組

合員に対する嫌がらせ以外の何ものでもない、③会社は、27.11.18団交におい

て会社と関係のない団体役員ら３名を同席させて、交渉を混乱させるなどの不

誠実交渉を行ってきた、④以上のような会社の一連の対応は、Ｘ２組合員に対

して違法かつ不正な攻撃を加えて、組合の弱体化を図ろうとする支配介入に当

たる、⑤こうした中、会社は、28.1.21照会書をＸ２組合員及び組合に送り付

けて、Ｘ２組合員に対し、（ⅰ）レストランにおけるクレームに対する対応、

（ⅱ）従業員に対する不適切言動、（ⅲ）従業員に対する退職そそのかし、

（ⅳ）仕入取引業者、の４点について事実確認及び弁明を求めるとし、さらに、

28.1.28団交において、28.1.21照会書の送付はＸ２組合員に対する懲戒処分を

するためであると明言している、⑥Ｘ２組合員は、上記（ⅰ）については、顧

客からのクレームに関してその都度会社の指示に従って報告済であり、（ⅱ）

及び（ⅲ）については行ったことはなく、（ⅳ）についてはＹ３社長及びＹ２
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支配人に説明済であるとのことであり、今になって会社から照会を受けるよう

なものではない、⑦それにもかかわらず、会社が28.1.21照会書をこの時期に

送り付けてきたことは、Ｘ２組合員に対する違法な懲戒処分をすることにより

組合を弱体化することを狙った不当労働行為に当たると言わざるを得ない、⑧

組合は、違法な28.1.21照会書について強く抗議するとともに、これを撤回す

ることを重ねて要求する、旨が記載されていた。 

（甲34） 

（シ）平成28年２月５日、Ｘ２組合員の代理人弁護士は、元従業員ら代理人弁護士

２名に対し、28.1.25Ｃ元従業員通知書に対する同日付けの「回答書」（以下

「28.2.5回答書」という。）を送付した。28.2.5回答書には、①Ｘ２組合員が、

貴職らが主張するような行為をしたことは一切ない、②Ｃ元従業員の退職は自

らの素行不良が招いた結果であり、Ｘ２組合員がＣ元従業員に傷害を負わせた

ことはなく、事実は正反対であり、Ｘ２組合員の方がＣ元従業員に殴打されて

負傷している、③貴職らの主張は、Ａ元従業員やＢ元従業員と同様全くの事実

無根の言いがかりと言わざるを得ず、このような虚偽の事実主張の下で、傷害

罪で刑事告訴するとか、あらゆる法的手段を用いて責任を追及するなどと述べ

ていることは、虚偽告訴罪及び不法行為に該当するので改めて指摘する、④28.

1.20回答書で述べたとおり、貴職らの行為は、会社によるＸ２組合員に対する

嫌がらせであり、組合に対する支配介入にも当たるので、こうした違法行為を

繰り返さないよう改めて警告する、旨記載されていた。 

（甲33の１、甲33の２） 

（ス）平成28年２月15日、組合は、当委員会に対し、28-8号事件申立てを行った。 

（セ）平成28年２月18日、組合と会社は、28.2.18団交を行った。28.2.18団交には、

会社側からＹ１社長、Ｙ４取締役及びＺ１代理人が出席した。28.2.18団交に

おいて、次のやり取りがあった。 

会社は、前回の28.1.28団交において組合から求めのあった同27年10月18日

の経緯についての事実確認について、当時の会社の顧問弁護士に確認したとこ

ろ、同日には取締役退任の話をしたのであり解雇予告はしていないとのことで

あったことを確認したので、従前の回答に変更はなく、現時点では会社として

解雇の意思表示はしていないと考えている旨述べた。組合が、その説明は、同

月19日にＹ２支配人が出入り業者に対してＸ２組合員を解雇したと発言した事

実と矛盾する旨述べたところ、会社は、Ｙ２支配人はそのような発言はしてい

ないと言っている旨述べた。 

会社は、①28.1.21照会書で照会した事項については、組合からは28.2.4抗
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議・要求書を受領しているものの、Ｘ２組合員からはきちんとした回答はなさ

れていないと認識しており、Ｘ２組合員の言動に係る調査の最終的な結論は保

留にしている、②一方で、自宅待機の取扱いについて早期に結論を出さなけれ

ばならないと考えており、Ｘ２組合員に対する自宅待機を平成28年２月いっぱ

いで解除し、同年３月１日からの出社を求める、旨述べた。 

組合が、同日から復職するのであれば、その前提として、賃金を元に戻して

もらわなければならない旨述べたところ、会社は、月額賃金の減額について問

題はないと認識しているが、暫定的な措置として、減額を任意に撤回して当面

35万円とし、25万円で支給した２か月分の差額分を含めて支払う旨述べた。 

組合が、Ｘ２組合員の給与減額は組合加入後のことで不当労働行為と認識し

ており、会社の提案では話にならない旨述べたところ、会社は、会社としては

不当労働行為ではないことが前提であり、とりあえず暫定的な措置として10万

円の減額を任意に撤回するものである旨述べた。 

会社は、Ｘ２組合員の処遇については最終的な結論が出ていないが、自宅待

機が長期化するのは会社としても不本意であり、人手も必要なので、一度働い

てもらう方が会社としても助かる旨述べた。組合が、人手が足りないと言われ

ればＸ２組合員もやる気になるかも知れないが、Ｙ３社長及びＹ２支配人が現

場にいるのだろうと述べたところ、会社は、Ｘ２組合員はＹ３社長及びＹ２支

配人といろいろあり関係を気にするかもしれないので、そのことを配慮して、

Ｙ１社長の下で働いてもらうことを考えている旨述べた。 

組合が、Ｘ２組合員は料理長として職場に復帰するのか尋ねたところ、会社

は、レストラン調理場を業務委託しているので調理場での就労は無理であり、

Ｙ１社長の下で共用部の清掃業務を担当してほしい旨述べた。組合が、それは

いじめではないのかと述べたところ、会社は、現時点ではその方向で考えてい

るが、最終決定ではないので、職場復帰時に改めて指示を出す旨述べた。 

組合と会社は、次回団交の日程を調整し、平成28年３月10日に、大阪市内会

館の会議室予約時間により午後５時又は午後６時に団交を行うこと及び団交の

時間についてはＺ１代理人が組合に連絡することで合意した。 

（甲55、乙23） 

エ 自宅待機命令解除通知以降、本件解雇に至る経緯について 

（ア）平成28年２月18日付けで、会社は、Ｘ２組合員に対し、同年３月１日付けで

自宅待機命令を解除し、同日午前９時からの出社を命じる旨記載した28.2.18

辞令を送付した。 

（乙２） 
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（イ）平成28年２月22日付けで、組合は、会社に対し、「抗議及び要求書」（以下

「28.2.22抗議・要求書」という。）を提出した。28.2.22抗議・要求書には、

①会社が行ったＸ２組合員に対する平成27年12月分以降の賃金減額について強

く抗議し、減額した賃金の基本給45万円への回復並びに平成27年12月分及び同

28年１月分の実損の回復を要求する、②会社が、28.2.18団交において、Ｘ２

組合員の自宅待機命令を解除し、同年３月１日から本来の料理長の職務ではな

く清掃業務に就く辞令を発すると回答したことに強く抗議するとともに、同日

からの出社に当たってはＸ２組合員を料理長として職務に就かせることを要求

する、旨の記載があった。 

（甲39） 

（ウ）平成28年２月25日、会社は、Ｘ２組合員に対し、同月分の月額賃金として、

基本給35万円に調整給20万円を加算した55万円を、社会保険料等を控除して支

給した。 

（乙５） 

（エ）平成28年２月25日、組合と会社は、事務折衝（以下「28.2.25事務折衝」と

いう。）を行った。28.2.25事務折衝において、次のやり取りがあった。 

組合が、Ｘ２組合員の月額賃金を45万円に戻すべきである旨述べたところ、

会社は、この場で直ちに45万円に戻すとは言えないが、引き続き検討する旨述

べた。 

組合が、月額賃金35万円で清掃業務に従事するとの会社の提案ではＸ２組合

員も納得できないと思う旨述べたところ、会社は、今回の提案については最終

回答にするつもりはなく、あくまでも暫定的措置として理解してもらって構わ

ない旨述べた。組合が、同年３月１日にＸ２組合員が出社しなければ懲戒処分

になるのかと尋ねたところ、会社は、それは分からない旨述べた、 

（甲56、乙24） 

（オ）平成28年２月26日、組合は、会社に対し、同日付けの「通知及び団体交渉申

入書」（以下「28.2.26通知・団交申入書」という。）を提出した。28.2.26通

知・団交申入書には、①Ｘ２組合員に対する同年３月１日からの出社命令は、

業務が本来の料理長ではなく清掃業務であることから、Ｘ２組合員に対するパ

ワハラに該当するので、出社には応じられないこと、②Ｘ２組合員の業務につ

いて、会社でのＸ２組合員の職歴に応じた適切な業務配置を決定するための団

交を申し入れること、③Ｘ２組合員の賃金減額分について、10万円ではなく20

万円を回復して、賃金額を本来の基本給45万円にすること及び同27年12月分及

び同28年１月分の実損を回復することを要求すること、を通知する旨記載され
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ていた。 

（甲40、乙３） 

（カ）平成28年２月26日、会社は、組合に対し、28.2.26通知・団交申入書に対す

る同日付けの「回答書」（以下「28.2.26回答書」という。）を提出した。28.

2.26回答書には、①会社は、現在、調理部門を外部委託しており、Ｘ２組合員

に調理業務に従事してもらうことが不可能であることから、最終的な配置が決

定するまでの暫定的な配置先の一例として、人手が不足している清掃業務部門

においてＹ１社長とともに勤務してもらうことを提案したにすぎず、28.2.18

辞令をパワハラと主張するのは組合の独自の見解と言わざるを得ず、万一、Ｘ

２組合員が同年３月１日から出社しない場合、会社としては自己都合による欠

勤又は休職と判断せざるを得ないので、その旨本書面をもって連絡する、②今

後のＸ２組合員の業務配置について団交等を行うことはやぶさかでない、③Ｘ

２組合員の給与を会社で再検討の上で一旦45万円に戻すこととした、旨の記載

があった。 

（甲41、乙４） 

（キ）平成28年２月29日、会社は、Ｘ２組合員の銀行口座に、平成27年12月分、同

28年１月分及び同年２月分の月額賃金の差額分として合計30万円を、社会保険

料等を控除して振り込んだ。 

（甲42、甲43、乙６、乙７） 

（ク）平成28年２月29日、組合は、会社に対し、28.2.29通知書を提出した。28.2.

29通知書には、前記(カ)記載の28.2.26回答書の①について、①会社は、28.2.

18団交において、Ｘ２組合員の自宅待機命令を解除し、同年３月１日から本来

の料理長の業務ではなく清掃業務に就く辞令を出すと一方的な決定事項を申し

述べ、組合の回答も待たず、28.2.18団交の当日に28.2.18辞令をＸ２組合員に

送付している、②Ｘ２組合員は、自宅待機命令がある前は料理長の地位にあっ

たことから、組合結成後に自宅待機を解除して清掃業務に就かせることは見せ

しめ的なパワハラに当たることを再度通知する、③したがって、団交でＸ２組

合員の業務配置を協議して決定するまでは出社に応じられないことを通知する、

旨の記載があった。 

（甲44、乙10） 

（ケ）平成28年３月１日、会社は、組合に対し、28.3.1回答書を提出した。28.3.1

回答書には、①28.2.29通知書における組合の見解には理由がなく、本日以降

のＸ２組合員の不就労についても法的根拠がないものと考えている、②団交中

であることに鑑み、本日以降のＸ２組合員の不就労について直ちに法的責任を
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追及することまでは考えていないが、既に自宅待機命令を解除している以上、

本日以後の不就労期間については賃金を支払いかねるので念のため連絡する、

旨の記載があった。 

同日以降、Ｘ２組合員は会社において就労しておらず、また、会社は、Ｘ２

組合員に対し、同日以降分の賃金を支払っていない。 

（甲45、甲68、乙11、証人 Ｘ２ ） 

（コ）平成28年３月２日、組合は、会社に対し、28.3.1回答書に対する同日付けの

「通知書」（以下「28.3.2通知書」という。）を提出した。28.3.2通知書には、

①Ｘ２組合員が同月１日からの出社命令に応じない理由は28.2.29通知書記載

のとおりであることを再度通知する、②したがって、団交でＸ２組合員の業務

配置が決定するまではＸ２組合員の賃金を保障することを強く要求する、旨の

記載があった。 

（甲46、乙12） 

（サ）平成28年３月３日、会社は、組合に対し、28.3.2通知書に対する同日付けの

「回答書」（以下「28.3.3回答書」という。）を提出した。28.3.3回答書には、

①会社としては、Ｘ２組合員が出社しない以上、同月１日以降のＸ２組合員の

賃金を保障せよとの組合の要求には応じられない、②会社が民事再生手続中で

ある状況に鑑み、現在、会社の清掃部門はＹ１社長が従事している状況であり、

清掃部門における業務に対する極端な偏見に基づく組合の主張については到底

承服することができない、旨の記載があった。 

（甲47、乙13） 

（シ）平成28年３月１日から同月４日頃まで、Ｙ１社長は、ホテルの共用部分の清

掃業務に従事した。 

なお、その後、会社は、当該部分の清掃業務については、申立外清掃会社に

業務委託をした。 

（当事者 Ｙ１ ） 

（ス）平成28年３月10日、組合と会社は、28.3.10団交を行った。28.3.10団交にお

いて、次のやり取りがあった。 

組合は、本日の議題は、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除に基づく担当業務で

ある旨述べた。 

組合が、会社が提案した清掃業務は、厚生労働省が出している職場のいじめ

嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキンググループ報告にある、業務上の合理

性なく能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じること又は仕事を与えな

いことという類型に当たるというのが組合の主張である旨述べ、また、Ｘ２組
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合員の就業場所について、清掃業務以外の要求として、例として、副支配人、

マスター室勤務及びフロントの責任者を挙げて検討するよう求め、その後、Ｘ

２組合員の個人的要望としては料理長以外の業務は一切するつもりはない旨述

べた。これに対し、会社は、①調理部門は既に完全に外部委託しているので、

Ｘ２組合員を料理長として復職させるのは現実的に困難であり、会社の現状を

見たときに最も手伝ってほしい清掃業務を暫定的な措置として提示したもので

ある、②今後の正式な業務配置については団交の中で協議することもやぶさか

でなく、Ｘ２組合員の側から具体的な要望が聞けるのではないかと思っており、

Ｘ２組合員が調理部門に戻りたいというのであれば業務委託先と連携する形で

調理部門に入ることも検討している、旨述べた。これに対し、組合は、調理業

務であれば考える旨述べた。 

会社が、調理部門に従事する権利がＸ２組合員に必ずしもあるわけではない

というのが会社の意見であるが、Ｘ２組合員の希望及び組合要求をある程度聴

いたので検討はする旨述べ、Ｘ２組合員に対し、あくまでも調理部門に関連す

る業務を希望するのか尋ねたところ、Ｘ２組合員は、自分は調理業務しかでき

ず、調理場に帰してもらえるのであればよいが、それ以外であればレストラン

に関連する業務を希望しており、副支配人でもよい旨答え、組合は、Ｘ２組合

員の職歴をもう少し踏まえて検討してもらえるのであれば業務管理課でもよい

が、マスター室に係る要求を撤回する旨述べた。 

会社は、自宅待機を解除して、いつでも出社するようにという状態にしてあ

るにもかかわらずＸ２組合員が出社しないことについて、団交中でもあり、出

社しないから直ちに無断欠勤と判断するつもりはないが、ノーワーク・ノーペ

イが原則であると考える旨述べた。組合が、会社の考えを重々承知した上で、

Ｘ２組合員について、職場復帰までの間、賃金を保障するよう求めたところ、

会社は、賃金の保障を約束することはできない旨述べた。 

組合と会社は、次回団交の日程を調整し、同年３月31日午後６時に団交を行

うことで合意した。 

（甲57） 

（セ）平成28年３月25日、会社は、組合に対し、28.3.25連絡書を提出した。28.3.

25連絡書には、①同月１日付けでＸ２組合員の自宅待機命令を解除した後も、

Ｘ２組合員が出社を拒否するという状態が継続している、②28.3.10団交にお

いて、組合から会社に対し、Ｘ２組合員の暫定的な配置場所について清掃部門

以外の部署への配置を検討するよう申入れがなされるとともに、Ｘ２組合員本

人から調理部門での就労を希望するとの要望があった、③上記要望について検
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討したところ、現時点ではＸ２組合員の調理部門への復帰については困難であ

ると回答せざるを得ないが、清掃部門に代わる当面の就労場所としてマスター

室勤務を提示する、④改めてＸ２組合員に対して出社を求めるので、出社に応

じられない理由がある場合はその理由を文書で回答されたい、⑤28.1.21照会

書に関しても、既に照会から２か月以上が経過しているので、回答の可否を含

めて早期に回答されたい、旨の記載があった。 

（甲48、乙14） 

（ソ）平成28年３月29日、組合は、会社に対し、28.3.25連絡書に対する同日付け

の「回答書」（以下「28.3.29組合回答書」という。）を提出した。28.3.29組

合回答書には、①Ｘ２組合員が同月１日からの出社に応じない理由は、28.2. 

29通知書記載のとおりであることを再三通知する、②Ｘ２組合員が出社に応じ

ないことについて、会社は組合及びＸ２組合員に責任があるように述べている

が、この間の会社の不誠実な対応が原因で会社に責任があり、強く抗議する、

③会社がＸ２組合員の当面の就労場所としてマスター室勤務を提示すると一方

的に通知していることに強く抗議する、④28.3.10団交では、会社から調理部

門の就労の提案があり、同提案で取締役会の承認を得るとのことで、同月31日

に予定されている団交で回答することになっていたにもかかわらず、何ら理由

の説明もなく28.3.25連絡書で通知してきたことは誠実団交義務違反の団交拒

否に当たることを通告する、⑤会社はＸ２組合員の出社を求め、出社に応じら

れない理由について文書回答を求めているが、この間に書面及び団交で説明し

ているとおりである、⑥28.1.21照会書の回答については既に回答していると

おりである、旨の記載があった。 

（甲49、乙15） 

（タ）平成28年３月30日、会社は、組合に対し、28.3.29組合回答書に対する同日

付けの「ご連絡」と題する書面（以下「28.3.30連絡書」という。）を提出し

た。28.3.30連絡書には、①マスター室勤務の提示は、28.3.10団交においてＸ

２組合員の当面の配置先について清掃部門以外の部門を検討するよう組合から

申し入れがあったことを受けて行ったものであり、不誠実と指摘されるいわれ

は全くない、②28.3.10団交において調理部門への就労を会社から提案も約束

もしたことはなく、この点に関する組合の主張は全く事実に反するものである、

③Ｘ２組合員の意向を受けて、調理部門への配置も視野に入れて役員間で協議、

検討を行ったが、調理部門について外部業者に業務委託を行っている現状の下

では、Ｘ２組合員を直ちに調理部門に配置することは不可能であるとの結論に

達したことから、今回の提示となった、④仮に、Ｘ２組合員が調理部門以外の
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就労には一切応じる意向がないということであれば、Ｘ２組合員の不就労につ

いて正当理由を認めることはできない、⑤28.1.21照会書について、少なくと

も第４項「仕入取引業者について」については、Ｙ３社長及びＹ２支配人に説

明済であること以上の回答が組合及びＸ２組合員からなされていない以上、Ｘ

２組合員には上記以上の回答をする意思がないものと判断せざるを得ない、旨

の記載があった。 

（甲50、乙16） 

（チ）平成28年３月31日付けで、組合は、会社に対し、28.3.30連絡書に対する

「抗議及び回答書」（以下「28.3.31抗議・回答書」という。）を提出した。 

28.3.31抗議・回答書には、①この間の会社の対応について強く抗議する、②

Ｘ２組合員の業務については、28.3.10団交において、清掃部門の業務がパワ

ハラに当たる理由について判例等を組合が会社に示したことから、会社の取締

役と議論の上で、調理部門を検討することになった、③Ｘ２組合員の業務配置

については、同月31日に予定されている団交で協議して決定する義務を会社が

負っている、④Ｘ２組合員が出社に応じられない理由はこの間書面及び団交で

説明しているとおりであり、会社のいう不就労には当たらない、⑤この間の会

社の対応は誠実団交義務違反に当たることを再度通告する、⑥28.1.21照会書

の回答については、28.2.4抗議・要求書だけでなく、28.3.10団交でも回答し

ている、旨の記載があった。 

同日、組合と会社は、28.3.31団交を行った。28.3.31団交において、次のや

り取りがあった。 

組合が、前回団交で会社はＸ２組合員が業務委託先と連携する形で調理部門

に入ることを検討していると言っていたが、これができないことになったのは

なぜかと尋ねたところ、会社は、役員で話し合った結果、業務委託先との契約

を変更しなければならないので、現時点では無理であるとの結論になった旨答

えた。組合が、それがなぜマスター室勤務の提案となったのかと尋ねたところ、

会社は、清掃業務以外に直ぐに就労できる部門がマスター室であった旨答えた。 

会社が、マスター室勤務がだめな理由を尋ねたところ、組合は、マスター室

勤務の話は前回団交で撤回した旨述べた。会社が、そのような仕事はしたくな

いと理由なく言われても、会社組織として許すわけにはいかない旨述べたとこ

ろ、組合は、組合としては、まず調理部門に戻した上で、そこから話合いをす

べきであると主張している旨述べた。会社が、会社にはＸ２組合員を調理部門

で働かせるべき義務はないと思っている旨述べたところ、組合は、組合がマス

ター室の話を撤回しているにもかかわらず会社がこの話を出してきたのは嫌が
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らせとしか考えられない旨述べた。 

会社が、とりあえず二、三日でも１週間でも出社して、業務が自分に合わな

いと思うのであれば話し合えばよい旨述べたところ、組合は、Ｘ２組合員には

会社に戻りたい気持ちはあるが、自宅待機の理由とされた事実の白黒がいまだ

つかない中でとりあえず帰ってこいというのであれば、調理業務への復帰が当

然であり、Ｘ２組合員が調理業務に復帰できるように会社がするまで待つ旨述

べた。会社が、Ｘ２組合員は、会社が調理部門に戻すという結論を出すまでは

会社に戻るつもりはないのかと尋ねたところ、組合は、そのとおりである旨答

えた。 

組合が、会社が自宅待機命令を解除したことを理由にＸ２組合員の出社を求

めるのに対し、組合は出社できないのは会社に責任があることを理由に配置が

決まるまで賃金を保障するよう求めており、話合いが決裂しているわけではな

いが、Ｘ２組合員は経済封鎖をされて打撃を受けている旨述べたところ、会社

は、出社すれば当然賃金を支払う旨述べた。組合は、そこは争いが残るところ

である旨述べた。 

組合と会社は、次回団交の日程を調整し、同年４月21日午後６時に団交を行

うことで合意した。 

（甲51、甲58、乙40） 

（ツ）平成28年４月16日、Ｘ２組合員は、和歌山県田辺市内から大阪市内へ転居し

た。そして、同月18日頃から同年10月31日頃までの間、Ｘ２組合員は、申立外

      Ｚ６      （以下「 Ｚ６ 」という。）において、営業本

部長及び料理指導長の肩書で、調理師・スタッフの教育指導、メニュー考案、

店舗の管理指導等の業務を担当し、大阪市内に所在する本社及び京都府内、奈

良県内等に所在する店舗に赴き、報酬として月額45万円を受け取っていた。 

（甲72、乙22、乙49の１～５、証人 Ｘ２ ） 

（テ）平成28年４月21日、組合と会社は、28.4.21団交を行った。28.4.21団交にお

いて、次のやり取りがあった。 

組合が、Ｘ２組合員は料理長として職場に戻るのが当然であり、料理長の職

であれば、明日にでも職場に復帰する旨述べたところ、会社は、会社の対応に

問題があったと思っていない中で、話合いをしてお互いが納得できる落としど

ころに持って行けないかと検討し続けて、できる限りの譲歩をしてきており、

これまで会社が問題視してきたことをうやむやにして、Ｘ２組合員を直ぐに料

理長に戻すことはできない旨述べた。 

会社が、Ｘ２組合員を調理部門に戻すための話が会社の中でしやすくなるよ
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うに、とりあえずＸ２組合員を出社させるよう前回の団交でもずっと言ってき

た旨述べ、これに対する回答を改めて確認したところ、組合は、会社が譲歩し

てきたとは考えておらず、とりあえず帰ってこいと言うのであれば、料理長と

して帰ってくるよう言うのが筋だと思っている旨述べた。これに対し会社は、

組合の回答を踏まえて検討する旨述べた。 

組合と会社は、次回団交の日程を調整し、同年６月２日午後６時に団交を行

うことで合意した。 

（甲59、乙41、証人 Ｘ２ ） 

（ト）平成28年５月16日、組合は、当委員会に対し、28-20号事件申立てを行った。 

（ナ）平成28年５月19日、会社は、組合に対し、同日付けの「ご連絡」と題する書

面（以下「28.5.19連絡書」という。）を提出した。28.5.19連絡書には、①28.

4.21団交での組合の申入れを再検討した結果、Ｘ２組合員の調理部門への配置

を受諾することにした、②同年６月２日の団交においてＸ２組合員の出社再開

日について具体的な協議を行うことを希望するので、当日、この点に係るＸ２

組合員の希望を伝えられたい、旨の記載があった。 

（甲60、乙21、乙39） 

（ニ）平成28年６月２日、組合と会社は、28.6.2団交を行った。28.6.2団交には、

組合側から書記次長が、会社側からＹ１社長、Ｙ４取締役及びＺ１代理人がそ

れぞれ出席した。28.6.2団交において、次のやり取りがあった。 

組合が、①28.5.19連絡書において会社が受諾したという調理部門への配置

の具体的内容、②組合の主張する料理長としての復帰ができない理由、が団交

の議題になる旨述べたところ、会社は、Ｘ２組合員の調理部門への復帰につい

て前向きに検討しており、まず出社した上で、腕前が発揮できればそれなりに

対応していくと述べたはずであるが、出社しなければ、話を前に進められない

旨述べた。組合が、Ｘ２組合員が来られなかったことについては後で報告する

旨述べ、会社は、Ｘ２組合員が出席していなければ話合いはできない旨述べ、

次回団交の日程調整が行われ、同月15日午後６時に団交を行うことで合意した。 

同月13日、組合は、Ｚ１代理人に対し、28.6.2団交にＸ２組合員が出席しな

かった理由は、体調不良のため床に臥せていたためである旨、書面で連絡した。 

同日、Ｘ２組合員は、緊急に開催された Ｚ６ の会議に出席した。 

（甲61の１～２、乙25、乙42、証人 Ｘ２ ） 

（ヌ）平成28年６月15日、組合と会社は、28.6.15団交を行った。28.6.15団交には、

会社側からＹ１社長及びＺ１代理人が出席した。28.6.15団交において、次の

やり取りがあった。 
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会社が、Ｙ４取締役が所用により欠席する旨述べたところ、組合は、Ｙ４取

締役が欠席するのであれば、団交の日程を改めるべきである旨述べ、これに対

し、会社は、代表者が出席しているので、予定通り団交を開催すべきである旨

述べた。 

会社が、Ｘ２組合員には会社に戻る気持ちがあるのか尋ねたところ、組合は、

会社がこれまでの間のＸ２組合員に対する行為について謝罪し、Ｘ２組合員を

料理長に戻すのであれば、すぐにでも戻る旨述べた。 

会社が、Ｘ２組合員は、現在、別のところで働いているのではないかと尋ね

たところ、組合は、働いてはいないがアドバイザーをしている旨述べた。 

組合が、Ｘ２組合員が調理部門に復帰した場合に担当する業務の具体的な内

容を尋ねたところ、会社は、和食堂での勤務を考えている旨述べた。組合は、

検討して、次回の団交で回答する旨述べた。 

組合が、次回の団交日時について調整して連絡するよう求めたところ、会社

は、調整して後日連絡する旨述べた。 

同月27日付けで、会社は、組合に対し、次回団交に関して、同月30日午後１

時30分からで大阪市内会館の会議室を予約している旨書面で通知した。 

（甲62、乙37の10、乙43、証人 Ｘ３ 、当事者 Ｙ１ ） 

（ネ）平成28年６月21日付けで、会社は、組合に対し、「ご連絡」と題する書面

（以下「28.6.21連絡書」という。）を提出した。28.6.21連絡書には、①業務

委託先に対して会社が直接指揮命令を行うことができないので、Ｘ２組合員を、

委託先も含めた調理部門全体を統括する立場という意味での料理長に就任させ

ることはできない、②Ｘ２組合員の調理部門への復職に当たっては外部委託中

の調理部門とは別に新たに自社調理部門を併設し、その統括をしてもらう予定

であるので、自社調理部門を統括する立場という意味であれば、Ｘ２組合員を

料理長に任命することは可能である、③28.6.15団交でも伝えたとおり、Ｘ２

組合員には復職後、和食堂の調理場において料理長として就労してもらう予定

である、④Ｘ２組合員が謝罪を求める事項の大半は大阪府労働委員会に判断を

仰いでいるところであり、現時点で全てを謝罪することはできないが、給与の

実質減額については、会社が自ら取扱いを撤回した経緯も踏まえ、謝罪する方

向で検討中である、⑤会社として、人事配置の最適化の観点からもＸ２組合員

には一刻も早く復職してほしいので、同年７月１日までに出社するよう改めて

要請する、⑥同日までの出社が困難な場合は、その理由、復職に当たっての具

体的条件及び具体的な復職可能日等について回答されたい、旨の記載があった。 

（乙26） 
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（ノ）平成28年６月30日、組合と会社は、26.6.30団交を行った。26.6.30団交には、

会社側からＹ１社長、Ｙ４取締役及びＺ１代理人が出席した。26.6.30団交に

おいて、次のやり取りがあった。 

組合が、Ｘ２組合員が料理長として戻ることになった和食堂について、稼働

状況があまり良くないと聞いている旨述べ、過去１年間の稼働状況について資

料を示して説明するよう求めたところ、会社は、重要顧客等の宴会場としてレ

ストランの食事を運搬して提供していたので、和食堂単体では稼働していなか

った旨述べた。Ｘ２組合員は、自分は和食堂の過去の状態を知っているので、

そこに戻れというのは不可解な話だと思う旨述べた。会社が、料理長という肩

書で実際は仕事がないかもしれないと心配しているのかと尋ねたところ、Ｘ２

組合員は、そのとおりである旨述べた。会社は、会社に戻って料理長としての

権限で改善してもらえばよいのであり懸念する必要はないし、また、Ｘ２組合

員が一番敵視しているＹ３社長及びＹ２支配人についても、一方の意見しか聞

いていない点で落ち度があるのではないかという見方に会社の考え方が変わり

つつあり、処遇を検討している段階である旨述べた。Ｘ２組合員が、民事再生

手続の中で誤りを問い質したら一方的に攻撃が始まった旨述べたところ、会社

は、そのことは理解しており、謝罪することもやぶさかではない旨述べた。組

合が、28.6.21連絡書記載の給与減額に係る謝罪文について案文を提示するよ

う求めたところ、会社は、これを了承した。 

組合が、調理部門を業務委託しているからＸ２組合員を料理長に戻せないと

いうのであれば、業務委託の内容を詳しく説明し、新設する自社調理部門につ

いて組織図等の書面で説明するよう述べたところ、会社は、調理業務は全て委

託しているので、和食堂に調理部門を新設することを考えている旨述べた。 

会社が、Ｘ２組合員が会社以外の場所で働いていると聞いた旨述べたところ、

組合は、Ｘ２組合員には、生活をしていかなければならないので、アルバイト

をするよう指示した旨述べた。会社が、明日は７月１日で切りがよいので、そ

この仕事を辞して明日からでも出社できるのかと尋ねたところ、組合は、Ｘ２

組合員は早く出社したいと思っているが、最初の出足があまりにもひどかった

ので、問題を一つ一つ詰めていかねばならず、会社の側から今後の業務の進め

方を示した上で出社の提案があってしかるべきと考える旨述べた。会社が、Ｘ

２組合員に本当に会社に戻る気があるのであれば、明日からでも来てほしいと

考えており、問題があれば指摘すればよい旨述べたところ、組合は、そこにな

ると話が堂々巡りになる旨述べた。 

組合が、和食堂は、現状では重要顧客等の宴会場として運用しているという
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ことであり、そこでの就労については仕事を与えられるかどうかが心配である

旨述べ、その運営方針及び役割について資料を提示して説明するよう求めたと

ころ、会社は、和食堂は、外部委託しているレストランだけで足りるところを、

Ｘ２組合員の就労場所を確保するために別に用意したものであり、過去の経営

状態等を云々するのは理解しがたい旨述べた。 

会社が、どのようにすればＸ２組合員は会社に戻るのかと尋ねたところ、組

合は、会社が謝罪して、Ｘ２組合員を料理長に戻してからの話であり、会社が

Ｘ２組合員にあまりにひどいことをしてきたので、帰って来いという一言だけ

では会社に戻ることはできない旨述べた。 

組合が、次回団交の日程を調整して連絡するよう求めたところ、会社は、こ

れを了承した。 

同年８月６日付けで、会社は、組合に対し、次回団交に関して会議室を同月

８日午後６時からで予約している旨書面で連絡した。 

（甲65の１～２、乙37の11、乙44） 

（ハ）平成28年７月５日、会社は、組合に対し、28.6.30団交における組合及びＸ

２組合員からの質問に対して回答するとして「ご連絡」と題する書面（以下

「28.7.5連絡書」という。）を提出した。28.7.5連絡書には、①和食堂は、現

在は日常業務を行っていないが、Ｘ２組合員の復帰後、速やかに日常業務を再

開する予定であり、具体的な営業再開日及び営業内容等の詳細に関しては、Ｘ

２組合員の復帰後、Ｘ２組合員と協議した上で、Ｘ２組合員の意向も踏まえて

決定する予定である、②本件について引き続き団交を行うことはやぶさかでは

ないが、団交を円滑に進めるという観点からもＸ２組合員が早期に復職する必

要があると考えている、③改めて、Ｘ２組合員に対し、同月15日までに出社す

るよう要請するので、出社の可否について検討し回答されたい、旨の記載があ

り、また、会社が考える謝罪文案として次の記載があった。 

「 会社は、 Ｘ２ 殿に対し、平成27年11月分まで、月額45万円の役員報酬の

支払を行っておりましたが、平成27年12月分以降、何らＸ２氏との事前協議

等を経ないまま、Ｘ２氏の賃金を月額25万円と決定し、平成28年２月29日ま

でこれを是正しませんでした。 

当社は、本書をもって、上記点に関する当社の決定が軽率であったことを

認め、貴組合及びＸ２殿に対し、謝罪いたします。          」 

（乙27） 

（ヒ）平成28年７月21日、会社は、組合に対し、「ご連絡」と題する書面（以下

「28.7.21連絡書」という。）を同日付けで提出した。28.7.21連絡書には、①
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会社は28.7.5連絡書で28.6.30団交における組合及びＸ２組合員からの質問に

回答するとともに、Ｘ２組合員に対する再度の出社要請をしたが、同日現在、

出社の可否について連絡がない、②本件については、Ｘ２組合員に復職しても

らい、現場を見てもらった上で協議する方がふさわしい事項が多数あると考え

ており、今後の団交を円滑に進めるためにも、まずは早期にＸ２組合員に復職

してもらった方がよいと考えている、③改めて、Ｘ２組合員の早期出社を要請

するとともに、復職の可否及びその時期等について、その理由とともに回答さ

れたい、旨の記載があった。 

（甲66、乙28） 

（フ）平成28年７月21日、組合は、会社に対し、「団体交渉申入書」（以下「28.7.

21団交申入書」という。）を同日付けで提出した。28.7.21団交申入書には、

①28.7.21連絡書の内容については、団交で会社と協議の上で回答したいと考

えている、②団交の日等については、次回の労働委員会の期日の際に会社と調

整の上決定したい、旨記載されていた。 

（甲67、乙29） 

（ヘ）平成28年８月８日、組合と会社は、28.8.8団交を行った。28.8.8団交には、

会社側からＹ１社長、Ｙ４取締役及びＺ１代理人が出席した。28.8.8団交にお

いて、次のやり取りがあった。 

組合が、会社が組合に提出する謝罪文について、案文をＺ１代理人に送付す

る旨述べたところ、会社は、これを了承した。 

組合が、Ｘ２組合員に対する出社要請については、謝罪と元の役職への復帰

という条件さえ揃えばいつでも出社する用意がある旨述べたところ、会社は、

料理長としての復職については28.6.21連絡書で了承の返答をし、謝罪文につ

いても検討して案文を提出し、復帰後の業務内容については全て会社側から提

案している旨述べた。会社が、会社の現時点の提案では不十分なのかと尋ねた

ところ、組合は、謝罪文の内容が不十分である旨述べた。これに対し、会社は、

要求水準が当初からどんどん上がっている旨述べた。 

会社が、Ｘ２組合員は、現時点で料理長になって、調理人を四、五人直ちに

連れて来ることができるかと尋ねたところ、組合は、期限によるが可能である

旨答えた。これに対し、会社は、３か月ぐらいで可能であれば、レストランの

業務委託を中止することも視野に入れている旨述べた。 

会社は、Ｘ２組合員が戻ってくることを前提に準備をしており、Ｘ２組合員

が戻らなければ人員配置が確定できないという観点から、早く戻ってきてほし

いということを何度も書面で伝えているところであり、一旦戻ってみて問題点
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があれば指摘してほしい旨述べた。 

会社が、Ｘ２組合員は別会社において幹部として経営にかかわっている中で

会社に戻る気があるのかと尋ねたところ、組合は、Ｘ２組合員も生活をしてい

かなければならない旨述べた。会社が、生活は会社で何とかするから出社する

ようにと言っている旨述べたところ、組合は、会社が同年３月１日以降賃金を

止めており、いまだ会社の言うことを信用するには至ってない旨述べた。会社

が、Ｘ２組合員のことをどうのこうの思っているわけではなく、働いてもらう

ことだけを考えている旨述べ、別会社での就労を断って会社に戻る気があるの

かと尋ねたところ、組合は、その答えを出すには、もう少し筋道を立てて考え

る必要があり、会社自らが変わるというのであれば、なおさらＸ２組合員の考

え方を聴いてほしい旨述べた。 

会社が、現時点で気になっているのは謝罪文のことだけかと述べ、組合が謝

罪文案を作成して会社が謝罪文を提出することになれば、問題が一つ解決した

ということであるので、出社日を提示するのが筋である旨述べ、組合の謝罪文

を会社が受け入れた時に日程を入れるよう求めたところ、組合は、謝罪文が翌

日か翌々日にはできるので、そこからはＺ１代理人とのやり取りになる旨述べ

た。会社は、これを了承し、Ｘ２組合員の問題については次が最後の日程にな

ると解釈しており、その時は何の譲歩もできない旨述べた。会社が、Ｘ２組合

員の認識では、現状では謝罪文の問題だけと聞いてよいかと尋ねたところ、組

合は、これから和食堂を含めてレストランを作っていこうという提案なので、

これからである旨述べた。会社が、それについてはＸ２組合員が出社してから

の話ということでよいかと尋ねたところ、組合は、「もちろん」と述べた。 

その後、次回団交の日程調整が行われた。書記次長が、労働委員会の期日が

あるので同年８月30日はどうかと述べたところ、Ｙ４取締役は、同日は自分が

出席できないので、同期日が終わって一、二日後ではどうかと述べた。組合が、

同月30日を暫定の日程にするよう述べたところ、Ｙ１社長は、謝罪文を組合か

ら受け取って出社日を確定するので、もっと早い日程にして、Ｘ２組合員に早

く出社してほしい旨述べた。同月19日、同月22日の週、同月31日及び同年９月

１日及び同月２日について日程調整が行われたところ調整がつかなかった。書

記次長が、「ちょっと、30、30、30をとりあえず仮でいれときましょうや」と

述べたところ、会社は、「あ、あ、仮で。はい」、「仮でね」と述べた。書記

次長が、「30ちょっと、ね。なんぼでも伸びたらこっちもアレやわ」と述べた

ところ、Ｙ４取締役が、「でも、謝罪文飲めて、ええ話やったら僕がおらんで

も。後に日にち決めるだけのことやから」、Ｚ１代理人は、「うん、それやっ
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たらね」、Ｙ１社長は、「まあ、日にちいただけるんですよね、謝罪文と」と

それぞれ述べた。また、書記次長が、Ｙ１社長の最後の発言と同時に、同発言

に重なる形で、「それと、先生、すみません、最後に、社長も聞いてくれる」

と述べた後、Ｄ組合員の未払賃金についてのやり取りがあった。 

（甲69の１～２、乙45） 

（ホ）平成28年８月10日、組合は、会社に対し、謝罪文の案（以下「28.8.10組合

謝罪文案」という。）を送信した。28.8.10組合謝罪文案の内容は、次のとお

りであった。 

「 当社が、貴組合の Ｘ２ 組合員に対して支払った2015年12月分以降の賃金

について同年11月分の金額よりも減額したこと、貴組合員のＸ２組合員を料

理長として復職させず、 Ｘ２ 組合員に対して清掃作業やマスター室勤務の

業務に従事することを求めたことは、労働組合法第７条１号及び３号に該当

する不当労働行為であります。 

当社は、上記行為について深く反省し、貴組合及びＸ２組合員に対して謝

罪するとともに､今後このような行為を一切行わないことを誓約いたします｡」 

（乙30） 

（マ）平成28年８月10日、会社は、組合に対し、「ご連絡」と題する書面（以下

「28.8.10連絡書」という。）を提出した。28.8.10連絡書には、28.8.10組合

謝罪文案について、①平成27年11月以降の賃金減額に関して、会社が不当労働

行為性を自認することについては譲歩の余地はまだあるものの、同28年３月１

日以降の自宅待機命令解除に関して不当労働行為性を認めることまではできな

い、②もっとも、自宅待機命令解除に関する一連のやり取りについて組合及び

Ｘ２組合員が会社の対応に不満を持っていることは理解しているので、添付し

た対案の限度であれば言及することも可能であると考える、③ついては対案を

再提案するので確認されたい、④会社としては添付した対案の内容が提案でき

る限界の案であると考えている、⑤謝罪文は、Ｘ２組合員が出社したときに交

付する予定である、⑥28.8.8団交では、謝罪文案とともに、謝罪文の問題が解

決した後にＸ２組合員の出社時期を回答してもらうことになっていたと認識し

ているので、早急にＸ２組合員の出社日を回答するよう申し入れる、旨の記載

があった。 

会社が28.8.10連絡書に添付した謝罪文案の対案（以下「28.8.10会社対案」

という。）の内容は、次とおりであった。 

「 当社が､貴組合の Ｘ２ 組合員に対して支払った2015年12月分以降の賃金

について同年11月分の金額よりも減額したことは､労働組合法第７条１号及
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び３号に該当する不当労働行為であります。 

また、当社が、Ｘ２組合員の意向を確認しないまま、清掃作業やマスター

室の業務に従事することを求めたことは､Ｘ２組合員に対する配慮を欠く対

応であったと考えます。 

当社は、上記不当労働行為について深く反省し、貴組合及びＸ２組合員に

対して謝罪の上、今後このような行為を一切行わないことを誓約するととも

に、上記対応についても今後、善処することを誓約いたします。    」 

（乙31） 

（ミ）平成28年８月18日、組合は、会社に対し、組合による謝罪文の案（以下「28.

8.18組合謝罪文案」という。）を記載した「ご連絡」と題する書面（以下「28.

8.18組合連絡書」という。）送信した。 

28.8.18組合謝罪文案の内容は、次のとおりであった。 

「 当社が、貴組合の Ｘ２ 組合員に対して支払った2015年12月分以降の賃金

について同年11月分の金額よりも減額したことは、労働組合法第７条１号及

び３号に該当する不当労働行為であります。 

また、貴組合の Ｘ２ 組合員を料理長として復職させず、 Ｘ２ 組合員に

対して清掃作業やマスター室の業務に従事することを求めたことについて謝

罪します。 

当社は、上記行為について深く反省し、貴組合及び Ｘ２ 組合員に対して

謝罪するとともに、今後このような行為を一切行わないことを誓約いたしま

す。                               」 

また、28.8.18組合連絡書には、「なお、謝罪文の問題が解決した後、組合

に謝罪文が提出されてから、Ｘ２組合員の出社時期を団体交渉にて回答しま

す。」との記載があった。 

（乙32） 

（ム）平成28年８月22日、会社は、Ｘ２組合員に対し、28.8.22出社命令書を送付

した。28.8.22出社命令書には、①自宅待機命令を同年３月１日付けで解除し

て、同日からの出社を、再三、命じているが、出社はおろか出社の時期につい

ての回答すら受けていない、②ついては、再度、出社を命じるので、遅くとも

同年８月31日までに出社されたい、旨の記載があった。 

同日付けで、会社は、組合に対し、「ご連絡」と題する書面（以下「28.8. 

22連絡書」という。）を提出した。28.8.22連絡書には、①28.8.18組合連絡書

を受領した、②会社としては自宅待機命令解除並びにそれに伴う出社指示及び

配置の提案については不当労働行為であると認めることはできないので、謝罪
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を行うこともできない、③謝罪文案に関しては28.8.10会社対案が会社の応諾

できる限界の案と考えている、④これまでの経緯に照らせば、謝罪文の交付と

Ｘ２組合員の出社は少なくとも同時に履行されるべきものであると考えており、

Ｘ２組合員の出社日を組合に謝罪文が提出されてから団交において回答すると

の28.8.18組合連絡書の提案には到底応じることはできない、⑤会社は、Ｘ２

組合員に対し、自宅待機を解除して出社を命じた後、就労場所に係る組合及び

Ｘ２組合員の要望を受けて、再三、配置場所の検討を行うとともに、最終的に

は、Ｘ２組合員をほぼ要望どおり料理長として配置することを受諾する回答を

した、⑥謝罪についても、一定の事項について団交の場でＹ１社長から口頭で

行っている、⑦しかるに、その後２か月が経過した現在もなお、Ｘ２組合員か

らは欠勤状態の解消に向けた具体的な提案等は何らされていない、⑧以上の経

緯に加え、Ｘ２組合員が、出社命令に応じない一方で（ⅰ）無断で別会社に就

職して営業本部長として勤務していること、（ⅱ）今なお、謝罪文を交付しな

い限り出社時期すら明らかにしないなどと主張していること、に照らすと、Ｘ

２組合員が真に会社に復職する意思があるのかはなはだ疑問に感じざるを得ず、

少なくとも現状ではＸ２組合員の欠勤について、これ以上の正当理由を見出す

ことは困難であると言わざるを得ない、⑨ついては、会社として、改めてＸ２

組合員に対し同月31日までに出社することを命じるので、組合にもＸ２組合員

に対して同日までの出社に応じるように説得するよう強く要請する、旨記載さ

れていた。 

平成28年８月24日、Ｘ２組合員は、28.8.22出社命令書を受領した。 

（乙33、乙46の１～３） 

（メ）平成28年８月30日午後２時頃、当委員会において本件第６回調査が行われた。 

その後、同日午後６時より数分前に、書記次長は、Ｚ１代理人に電話をした

（以下、この電話でのやり取りを「28.8.30電話会話」という。）。28.8.30電

話会話において、次のやり取りがあった。 

ａ 書記次長が、団交のために大阪市内会館に来ている旨述べたところ、Ｚ１

代理人は、本日団交を行うことは決めていない旨述べた。書記次長が、28.8.

8団交の最後の方のやり取りで、同日に労働委員会の期日があるので仮に同

日を団交日とするという組合の提案について、組合の謝罪文案を会社が受け

入れられるのであればＹ４取締役の出席が必須ではないので会社も了承した

旨述べたところ、Ｚ１代理人は、本日の団交日程は仮にということで決めた

ものであり、結局行うことは決めていないと認識している旨述べた。書記次

長が、確かに「仮」とは言ったが、組合としては本日団交を行うという認識
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であった旨及び同日午後２時に会っているのだから確認してくれたらよかっ

た旨述べたところ、Ｚ１代理人は、組合からの書面では、会社が謝罪文を提

出してから団交を行ってＸ２組合員の出社日を回答するとのことであったが、

会社からは、それには応じられないとする書面を提出した旨述べた。書記次

長が、そのやり取りは否定しないが、平成28年８月30日の団交がある前提で

同月31日からの出社命令が出ていると思っており、あれ以上文書でやり取り

をしても組合も答えようがない旨述べたところ、Ｚ１代理人は、だから組合

から改めて団交申入れがなされるのではないかと思っていた旨述べた。書記

次長が、それはＺ１代理人の認識かもしれないが、自分は、仮といえども同

月30日が団交開催日ということで本日会場に来ている旨述べたところ、Ｚ１

代理人は、書記次長は仮でと言ったのを確認もせず一方的に今日が団交開催

日だと言うが、少なくともあのときには正式に団交日程を設定してはいない

ので、それで言われてもこちらとしても困る旨述べた。 

ｂ 書記次長が、組合は今日が団交開催日と認識しているが、今日団交ができ

ない以上、今、団交日程を決めてもらうしかない旨述べたところ、Ｚ１代理

人は、今は自分しかいないので、この電話では団交日程は決められない旨述

べた。書記次長が、今日が団交開催日であったが会社が来なかったという事

実はある旨述べたところ、Ｚ１代理人は、会社としては団交の申入れを受け

ているわけではなく、今日が団交の期日だとは認識していない旨述べた。書

記次長が、会社側が勝手に決まっていなかったと言うだけで、今日は団交開

催日である旨述べたところ、Ｚ１代理人は、約束していた団交を会社側が一

方的にすっぽかしたというようなことを組合が言うのであれば、会社側とし

てもそうではないことの記録をきちんと取っておかねばならない旨述べた。

書記次長が、会社側がそのような認識なのであれば、社長と取締役に連絡す

るだけで済むのであり、今までの信頼関係がなくなるのでＺ１代理人はその

ようなずるいことをしてはならない旨述べたところ、Ｚ１代理人は、書記次

長が先に今日の団交は会社側がすっぽかしたという形にすると言うから、そ

うではないと言ったものであり、いずれにしても、会社側としてはその団交

の約束はしていないとしか回答できず、複数の候補日を挙げてもらって調整

するという形にならざるを得ないと思う旨述べた。 

ｃ 書記次長が、28.8.8団交後の文書のやり取りは同月30日に団交があること

が前提である旨述べたところ、Ｚ１代理人は、そのことを前提にはしていな

い旨述べた。書記次長が、団交の日程を調整して提示してもらえば、組合が

日を決めて連絡する旨述べたところ、Ｚ１代理人は、それも含めて検討した
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い旨述べた。書記次長が、検討するという言い方はずるい旨述べ、団交を行

わないという趣旨かと尋ねたところ、Ｚ１代理人はそのような趣旨ではない

旨述べた。 

ｄ 書記次長が、行き違いはあったかもしれないが、団交の日程をいくつか挙

げて決めればいいだけの話ではないかと述べたところ、Ｚ１代理人は、本日

のことは会社に報告し、改めて連絡する旨述べた。書記次長が、会社と調整

して団交の日程について連絡するよう求めたところ、Ｚ１代理人は、組合か

らそのような要望があったことは聞いたのでそれも含めて検討するが、どの

ような連絡をするかは会社からの連絡を踏まえて決まる旨述べた。書記次長

が、今日団交が行えなかったので、早期に団交の日程を入れてほしい旨述べ

たところ、Ｚ１代理人は、今、口頭で団交申入れを受けたということでよい

か尋ねた。書記次長が、組合としては今日が団交の日程と認識していたので、

今日団交ができないのであれば、近日中に団交の日程を設定するよう申し入

れる旨述べたところ、Ｚ１代理人は、組合からそのような申し入れがあった

ということでいいか尋ね、組合はこれを了承した。Ｚ１代理人は、改めて返

答する旨述べた。 

（乙47） 

（モ）平成28年９月１日付けで、会社は、Ｘ２組合員に対し、28.9.1解雇通知書を

送付した。28.9.1解雇通知書の記載内容は、別紙のとおりであった。 

同日、会社は、組合に対し、「ご連絡」と題する書面（以下「28.9.1連絡書」

という。）を、28.9.1解雇通知書を同封して送付した。28.9.1連絡書には、①

先日、電話でＺ１代理人宛てに、同年８月30日に団交の約束をしていたはずで

あるとの連絡があったが、同日の団交の約束をした事実はない、②28.8.8団交

において、仮の期日として同月30日が団交の候補日とされたこと自体は否定し

ないが、当該候補日が当日までに謝罪文の問題が解決していることを条件とし

て、暫定的に候補日として設定されたものであることは、当日のやり取りから

も明らかである、③組合も承知しているとおり、謝罪文の問題に関しては、28.

8.8団交団交の後、会社として提案できる限界の案であることを明示した上で

文案を会社が提示した後も、なお組合から対案が示されるなど問題解決とは程

遠い状況にあったのであり、かかる状況を踏まえ、会社は、組合にもＸ２組合

員の欠勤についてこれ以上の正当理由を見出すことが困難であることを伝えた

上で、同月22日付けで、Ｘ２組合員に対し改めて同月31日までに出社するよう

命じたものである、④かかる経緯を無視して組合が上記出社命令について何ら

応答せず、次回団交日についても何ら確認しないまま、条件付きで候補日とさ
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れた暫定期日について、さも無条件の団交予定日であったかのような主張をす

ることは、それ自体が遺憾であると言わざるを得ない、⑤上記のような組合の

対応及び自宅待機解除後のＸ２組合員の一連の対応に照らすと、Ｘ２組合員の

欠勤にこれ以上の正当理由を見出すことはできないと言わざるを得ず、さらに、

同月22日付けの出社命令にもかかわらず、本日に至ってもなお出社しない現状

に照らすと、会社として、今後Ｘ２組合員との間で信頼関係を維持することす

ら困難であると判断せざるを得ない、⑥ついては、本日付けで、Ｘ２組合員に

対し解雇を通知するので、組合にも連絡する、⑦なお、組合から電話で、次回

団交について会社から複数の候補日を提示してほしいとの要望があったが、Ｘ

２組合員を解雇する以上、もはや組合との間でＸ２組合員の出社日に関する団

交を行う実益はないと考えており、組合から新たな要求事項と共に団交申入れ

等がなされた場合は適切に対応するが、少なくとも現時点においては、会社か

ら候補日を提示する理由はないと思われる、旨記載されていた。 

（乙34の１～２） 

オ 本件解雇以降の経緯について 

（ア）平成28年９月５日、組合は、会社に対し、28.9.1連絡書に対する同日付けの

「抗議及び団体交渉申入書」（以下「28.9.5抗議・団交申入書」という。）を

提出した。28.9.5抗議・団交申入書には、①会社が同年８月30日の団交期日を

忘れて団交が開催されなかった事実が会社の原因によるものであることは免れ

ない、②28.8.18組合連絡書に、謝罪文の問題及びＸ２組合員の出社時期を団

交で回答すると記載していることから、同日の団交開催が前提となっているこ

とは明確である、③会社は、組合が出社命令について何ら応答せず、また、次

回団交日についても何ら確認しないまま、条件付きで候補日とされた暫定期日

について、さも無条件の団交予定日であったかのような主張をすること自体、

遺憾であると言わざるを得ないなどと主張するが、このことが、会社が団交を

開催しなかった正当な理由とならないことは明らかである、④この間の団交の

経過及び内容からして、信頼関係を困難にしたのは会社の方であることを申し

述べるとともに、本件解雇が不当な解雇であり不当労働行為であることから、

会社に強く抗議し、直ちに撤回して組合に謝罪することを求める、⑤会社に、

Ｘ２組合員の復職に当たっての諸条件を議題とした団交を開催する義務がある

ことは既に述べたとおりである、⑥以上のことから、組合は、会社に対して、

団交を早期に開催すること及び本書面到着後１週間以内に団交の期日を設定す

るよう申し入れる、旨記載されていた。 

（乙35） 
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（イ）平成28年９月６日付けで、会社は、組合に対し、28.9.5抗議・団交申入書に

対する「回答書」（以下「28.9.6回答書」という。）を提出した。28.9.6回答

書には、①組合は、28.9.5抗議・団交申入書において、同年８月30日の団交が

会社側の原因により開催されなかったと非難するが、同日に団交の約束がなか

ったことは28.9.1連絡書記載のとおりであり、組合の主張は前提を欠く、②そ

のことは措くとしても、このことによってＸ２組合員の長期無断欠勤が正当化

される余地はなく、会社はＸ２組合員の解雇手続には何ら瑕疵がないと考えて

いるので、本件解雇の撤回を求める組合の要求には応じられない、③28.9.5抗

議・団交申入書における組合の主張には全く理由がないものと考えるが、組合

の要求に応じて団交を開催すること自体はやぶさかではなく、団交実施可能な

日は最速で同年９月15日となるので調整されたい、旨の記載があった。 

（乙36） 

（ウ）平成28年９月13日、組合は、当委員会に対し、28-50号事件申立てを行った。 

（エ）平成28年９月15日、組合と会社は、団交（以下「28.9.15団交」という。）

を行った。 

（甲70の１～２、乙48） 

（２）争点１（Ｘ２組合員の平成27年12月分以降の月額賃金が減額となったことは、組

合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。）につい

て、以下判断する。 

ア Ｘ２組合員の平成27年12月分以降の月額賃金が減額となったことについて、組

合は、Ｘ２組合員が取締役に就任したときは取締役就任による役員報酬分の上乗

せもなかったのに、取締役退任を奇貨として、役員報酬分として基本給を20万円

減額したことは、理由のない違法なものであり、会社が組合を嫌悪し、組合に加

入して活動しているＸ２組合員を不利益に取り扱うとともに、組合に打撃を与え

るために行ったものである旨主張し、会社は、当該月額賃金の減額は、Ｘ２組合

員が会社における取締役の地位を喪失したことを理由になされたものであって、

Ｘ２組合員が組合員であることとは全く関係がない旨主張するので、以下検討す

る。 

イ まず、Ｘ２組合員に不利益が生じているかについてみる。 

前提事実及び前記(１)イ(ア)、(シ)、ウ(オ)、(ケ)、(ス)、エ(ウ)、(キ)認定

のとおり、①平成27年10月29日付けで、組合が会社に対しＸ２組合員の組合加入

を通知したこと、②同年11月25日にＸ２組合員に支給された同月分の月額賃金が

45万円であったこと、③同年12月25日及び同28年１月25日にＸ２組合員にそれぞ

れ支給された同27年12月分及び同28年１月分の月額賃金がいずれも25万円であっ
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たこと、④同年２月15日、組合が、会社がＸ２組合員の月額賃金を減額したこと

等が不当労働行為であるとして、28-8号事件申立てを行ったこと、⑤同月25日、

会社は、Ｘ２組合員に対し、同月分の月額賃金として、基本給35万円に調整給20

万円を加算した55万円を支給したこと、⑥同月29日、会社がＸ２組合員の銀行口

座に、同27年12月分、同28年１月分及び同年２月分の月額賃金の差額分として合

計30万円を、社会保険料等を控除して振り込んだこと、が認められる。 

このように、会社は、もともと45万円であったＸ２組合員の月額賃金を、組合

加入の約２か月後の支給日から、２か月間は20万円、その翌月は10万円をそれぞ

れ減額している。その後、会社は、Ｘ２組合員の月額賃金の減額を全て撤回して

減額分の全額をＸ２組合員に支払っているものの、これはＸ２組合員の月額賃金

の減額が不当労働行為であるとする28-8号事件申立てを組合が行った後の事情で

あり、申立て時点においては、Ｘ２組合員には、月額賃金の減額による不利益が

生じていたということができる。 

ウ 次に、Ｘ２組合員の月額賃金の減額がなされた理由に合理性があるか否かにつ

いてみる。 

（ア）会社は、Ｘ２組合員の月額賃金の減額は、会社における取締役の地位を喪失

したことを理由になされたものである旨主張する。 

しかし、前提事実及び前記(１)ア(ア)、(イ)認定によれば、①Ｘ２組合員の

月額賃金の支給額は、平成18年１月分から同20年７月までが50万1,294円で、

同年８月から東京地方裁判所の再生手続開始決定を受けた同27年４月までが55

万円であったこと、②Ｘ２組合員が取締役に就任したのが同18年６月であった

こと、③取締役就任の翌月以降のＸ２組合員の月額賃金に役員報酬の項目がな

く、基本給として55万円が支払われていたこと、が認められる。これらのこと

からすると、Ｘ２組合員は、取締役に就任した約２年後に月額賃金が実質５万

円弱増加しただけであり、減額前のＸ２組合員の月額賃金45万円に20万円の役

員報酬分が含まれていたことを示す客観的な根拠はないと言わざるを得ない。 

（イ）さらに、Ｙ１社長は、本件審問の主尋問において、Ｘ２組合員の賃金減額を

自分の判断で行った旨陳述する一方、本件審問の反対尋問においては、役員報

酬を20万円とした根拠がどこにあったのかと尋問されて、「まあ、私自身から

の経験からです」と陳述し、さらに、「数字に根拠はありませんでしたね」、

「もう、イエスかノーかで答えてください」と尋問されて、「はい。イエスで

す」と陳述しており（第２回審問速記録45～46ページ）、このことからしても、

Ｘ２組合員の月額賃金の減額を20万円としたことには、客観的な根拠はなかっ

たものと言わざるを得ない。 
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（ウ）以上のことからすると、Ｘ２組合員の20万円の月額賃金の減額が会社におけ

る取締役の地位を喪失したことを理由になされたものであるとする会社の主張

には合理性は認められず、当該減額措置は不合理なものであったと言わざるを

得ない。 

エ さらに、手続面についてみる。 

Ｘ２組合員の月額賃金の減額は、20万円という大幅なものであり、労働条件の

重大な不利益変更といわねばならないが、会社は、かかる労働条件の重大な不利

益変更である上記減額に際して、Ｘ２組合員及び組合に対し、事前の通知すらせ

ずに行っており、このような会社の対応には、手続面において不自然な点がある

と言わざるを得ない。 

オ そこで、Ｘ２組合員の月額賃金の減額がなされた前後の労使関係についてみる。 

前提事実及び前記(１)イ(ア)、(ケ)から(サ)、(ス)、ウ(ウ)認定によれば、①

平成27年10月29日に組合はＸ２組合員が組合に加入していることを通知したこと、

②同年11月18日に27.11.18団交が行われたこと、③同月20日、組合が会社に対し、

27.11.20抗議・申入書を提出して、27.11.18団交とそれに至る会社の対応に抗議

したこと、④同月24日、会社が組合に対し、27.11.18団交の退出時の書記次長の

発言が脅迫に該当するのでその旨大阪府警本部に通達する旨等の記載のある27. 

11.24通知書を提出したこと、⑤同月27日、組合が会社に対し、27.11.24通知書

の事実を歪曲した記載について強く抗議する旨等の記載のある27.11.27抗議・申

入書を提出したこと、⑥同年12月11日、組合と会社が27.12.11団交を行ったこと、

が認められる。 

これらのことからすると、Ｘ２組合員が組合に加入して以降、Ｘ２組合員の月

額賃金の減額がなされた平成27年12月までの間、組合と会社は相当程度の対立関

係にあったということができる。 

カ 以上のことからすると、Ｘ２組合員の平成27年12月分以降の月額賃金の減額は、

組合と会社の間に相当程度の対立関係がある中で行われ、しかも、その理由にお

いて合理性が認められず、手続においても不自然な点がみられるのであるから、

組合を嫌悪して行われたものと推認することができる。 

したがって、Ｘ２組合員の平成27年12月分以降の月額賃金が減額となったこと

は、会社による組合員であるが故の不利益取扱いに当たるとともに、組合に打撃

を与えるために行われた組合に対する支配介入にも当たり、労働組合法第７条第

１号及び第３号に該当する不当労働行為である。 

キ なお、会社は、Ｘ２組合員に対し賃金減額措置を撤回し、未払賃金を支払った

ことをもって、現時点においては救済の利益は消滅しているから、この点に関す
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る組合の請求は棄却されるべきであると主張するが、Ｘ２組合員の経済的不利益

が回復されたとしても、組合活動一般に対する抑圧的、制約的かつ支配介入的効

果が回復されたとはいえないから、組合の救済を受ける利益は消滅しているとは

いえず、この点に係る会社の主張は採用できない。 

（３）争点２（元従業員ら３名が、Ｘ２組合員に対し、元従業員ら通知書を送付したこ

とは、会社による組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当

たるか。）について、以下判断する。 

ア 元従業員ら通知書の送付について、組合は、Ｘ２組合員が組合に加入するや、

27.11.18団交においてＹ４取締役がＡ元従業員に言及した上、Ｘ２組合員を脅迫

する同じような内容の元従業員ら通知書が相次いで送付され、さらに、会社から

28.1.21照会書が送付されたという一連の経緯からすれば、会社が元従業員ら通

知書の作成及び送付に関与していることは合理的に推認でき、会社による組合員

であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入である旨主張し、会社は、

そもそも会社の行為とはいえず、Ｘ２組合員に対する不利益取扱い又は組合に対

する支配介入と評価される余地はない旨主張するので、以下検討する。 

イ 前記(１)ウ(ア)、(カ)、(ケ)認定によれば、①３通の元従業員ら通知書を送付

したのがいずれも元従業員ら代理人弁護士２名であり、共通していたこと、②27.

12.3Ａ元従業員通知書には、Ｘ２組合員が会社のゴルフ場で料理長として勤務し

ていたときの言動を具体的に列挙した上で、（ⅰ）それらの言動についてＸ２組

合員を刑事告訴する準備を進めている、（ⅱ）今後、元従業員ら３名に対する直

接の連絡、接触等を一切禁止する、（ⅲ）今後、他の従業員及び元従業員からの

事情聴取をする予定である、あらゆる法的手段を用いてＸ２組合員の言動に対す

る責任を追及する考えである、旨記載されていたこと、③28.1.8Ｂ元従業員通知

書には、27.12.3Ａ元従業員通知書と同様の記載に加えて、Ａ元従業員の件と併

せて刑事告訴の準備を進めている旨記載されていたこと、④28.1.25Ｃ元従業員

通知書には、27.12.3Ａ元従業員通知書と同様の記載に加えて、Ａ元従業員及び

Ｂ元従業員の件と併せて刑事告訴の準備を進めている旨記載されていたこと、が

認められる。 

これらのことからすると、これら３通の元従業員ら通知書は、同じ２名の弁護

士が送付し、記載内容に類似性がみられ、28.1.8Ｂ元従業員通知書には27.12.3

Ａ元従業員通知書との関連を、28.1.25Ｃ元従業員通知書には27.12.3Ａ元従業員

通知書及び28.1.8Ｂ元従業員通知書との関連を、それぞれ示唆する記載があるの

であるから、３通の元従業員ら通知書の送付は、元従業員ら３名それぞれが別個

に個人として主体的に行った行為というには不自然であるといえる。 
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ウ また、前記(１)イ(カ)、(ケ)、ウ(ア)、(ウ)、(カ)、(ク)認定によれば、①平

成27年11月11日に会社が組合に提出した27.11.11分会要求回答書には、Ｘ２組合

員についてはその言動に問題があったとの指摘が他の従業員から多数なされてお

り、現在、調査のため自宅待機としている状態である旨の記載があったこと、②

同月18日に開催された27.11.18団交において、Ｙ４取締役が、Ｘ２組合員との関

係でＡ元従業員の氏名を挙げたこと、③同年12月３日にＸ２組合員に送付された

27.12.3Ａ元従業員通知書に、Ａ元従業員の依頼を受けてＸ２組合員を刑事告訴

する準備を進めている旨記載されていたこと、④同月11日に開催された27.12.11

団交において、Ｙ４取締役が、Ｘ２組合員の他の従業員とのいざこざ等に係る会

社の調査について、刑事罰に当たるような行為がなされている恐れがあるので慎

重に行いたい旨述べたこと、⑤同28年１月８日にＸ２組合員に送付された28.1.8

Ｂ元従業員通知書に、Ｂ元従業員がＸ２組合員から受けたパワハラ行為として、

「お前、何、勝手なことしてんねん、アホ、ボケ、死ね！」、「土下座せい！」、

「俺に逆らったらどうなるか分からせてやる」などと怒鳴り、精神的な損害を与

えたことが記載されていたこと、⑥同月21日に会社がＸ２組合員に対し送付した

28.1.21照会書には、会社が各従業員等に対するヒアリング調査を行ったところ、

複数の従業員から、Ｘ２組合員が従業員に対し、大声で「お前なんか何時でも俺

が首にしたる」、「土下座せえ」、「アホ、ボケ、死ね」等、パワハラまがいの

言動を繰り返していたとの申告があった旨記載されていたこと、が認められる。 

これらのことからすると、会社は、27.11.11分会要求回答書を作成した同27年

11月11日時点までに既に元従業員ら３名と何らかの接触を持っていた可能性が強

く、27.12.3Ａ元従業員通知書についてもある程度知っていたとみられ、また、

Ｂ元従業員がＸ２組合員に送付した28.1.8Ｂ元従業員通知書と会社がＸ２組合員

に送付した28.1.21照会書との間で、記載されているＸ２組合員の言動に一致す

る部分があることから、Ｘ２組合員がレストランに勤務していたときの言動につ

いて、元従業員ら３名と会社との間で一定の意思疎通があったのではという疑い

は払しょくできない。 

エ したがって、以上のことからすると、会社が元従業員ら通知書の作成又は送付

に関与していることを組合が疑うのもあながち無理はないといえるとしても、い

まだ会社がこれに確実に関与したとまで認めるに足る事実の疎明はない。 

このため、元従業員ら３名がＸ２組合員に対し元従業員ら通知書を送付したこ

とは、会社による組合員であるが故の不利益取扱いであるとまでいうことはでき

ず、また、組合に対する支配介入であるともいうこともできないから、この点に

係る組合の申立ては棄却する。 
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（４）争点３（会社が、Ｘ２組合員に対し、28.1.21照会書を送付したことは、組合員

であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たるか。）について、以

下判断する。 

ア 平成28年１月21日付けで会社がＸ２組合員に対し28.1.21照会書を送付したこ

とについて、組合は、Ｘ２組合員に対する嫌がらせであり、Ｘ２組合員の組合活

動を萎縮させるのみならず職場の他の労働者にも威嚇的効果をもたらすものであ

って、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入に当たる旨主

張し、会社は、28.1.21照会書の送付とＸ２組合員の組合加入との間に因果関係

はない旨主張するので、以下検討する。 

イ 28.1.21照会書の送付については、前記(１)ウ(ク)認定のとおり、28.1.21照会

書に、Ｘ２組合員のクレーム対応と「パワハラまがいの言動」などについて、か

なり詳細に記載されていることが認められ、それによってＸ２組合員が精神的苦

痛を被ったことは否定できず、不利益に当たるということができる。 

ウ ところで、組合は、Ｘ２組合員の組合加入及び分会結成後、会社は、Ｘ２組合

員に対する懲戒に向けた手続を開始するために、それまで特に問題とされていな

かった事実や虚偽の事実を持ち出して28.1.21照会書を送付したものである旨主

張するので、この点をみる。 

前記(１)ア(カ)、イ(ア)、(カ)、ウ(ウ)、(ク)認定によれば、①平成27年10月

18日にＸ２組合員は自宅待機を命じられたこと、②同月29日に組合はＸ２組合員

の組合加入等を会社に通知したこと、③同年11月11日に会社から組合に提出され

た27.11.11分会要求回答書には、Ｘ２組合員についてはその言動に問題があった

との指摘が他の従業員から多数なされており、現在、調査のため自宅待機として

いる状態である旨の記載があったこと、④27.12.11団交において、会社が、Ｘ２

組合員と他の従業員との間でいざこざがあったこと及び仕入の関係で不適正なこ

とがあった疑いがあることについて調査を行っており、調査の必要性から現時点

では自宅待機をしてもらっている状態である旨及び基本的に照会書等の文書で事

実関係の照会を行うことを考えている旨述べたのに対し、組合が、調査をした上

でなければ職場復帰できないならば組合としても協力せざるを得ず、文書を出し

てもらってもよい旨述べたこと、⑤同28年１月21日付けで会社が組合にファクシ

ミリで送信した後にＸ２組合員に対し28.1.21照会書を送付し、その中でＸ２組

合員に対し、従業員に対するパワハラまがいの言動を繰り返していたとの申告や

仕入取引業者の経営に関与していたとの疑いに関しての回答を求めていたこと、

が認められる。 

これらのことからすると、会社はＸ２組合員について組合加入通知を受け取る
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前に同組合員に自宅待機を命じており、その後、組合加入通知の約20日後に組合

に送付した27.11.11分会要求回答書では、問題があったとされるＸ２組合員の言

動について調査するために自宅待機としている状態であると主張しており、その

後の27.12.11団交においても、Ｘ２組合員の自宅待機に関して、問題があったと

される又は不適正と疑われるＸ２組合員の言動についての調査として照会書を送

付することを予告し、組合もこれを了承し、協力する旨の意思表示をしていたの

であるから、これらの経緯からすれば、その後に会社がＸ２組合員に送付した

28.1.21照会書は、Ｘ２組合員の問題があった又は不適正とされた言動について、

その真偽を直接Ｘ２組合員本人に確認するために送付されたものであったとみる

のが相当であって、殊更に、Ｘ２組合員の組合加入及び分会結成後に、それまで

特に問題とされていなかった事実や虚偽の事実を持ち出したものと評価すること

はできない。 

エ 以上のことからすると、会社がＸ２組合員に対し28.1.21照会書を送付したこ

とは、それによりＸ２組合員が精神的苦痛を受けたことは認められるが、それが

直ちに組合員であるが故に行われた不利益取扱いであると認めることはできず、

したがって、Ｘ２組合員の組合活動を萎縮させるものとも、職場の他の労働者に

威嚇的効果をもたらすものともいえないから、組合員であるが故の不利益取扱い

及び組合に対する支配介入に当たるとはいえない。 

よって、この点に係る組合の申立ては、棄却する。 

（５）争点４（会社の以下の行為は、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対す

る支配介入に当たるか。①Ｘ２組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平

成28年３月１日以降の担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示し

たこと。②Ｘ２組合員に対し、平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかったこ

と。）について、以下判断する。 

ア Ｘ２組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平成28年３月１日以降の

担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したことについて 

（ア）前記(１)ア(カ)、ウ(セ)、エ(ア)、(セ)、(ネ)認定によれば、①平成27年10

月18日、会社がＸ２組合員に対し自宅待機を命じたこと、②28.2.18団交にお

いて、会社が、（ⅰ）Ｘ２組合員に対する自宅待機を平成28年２月いっぱいで

解除し同年３月１日からの出社を求める、（ⅱ）レストランの調理場を業務委

託しているので調理場での就労は無理であり、Ｙ１社長の下で共用部の清掃業

務を担当してほしい、旨述べたこと、③会社がＸ２組合員に対し28.2.18辞令

を送付して、同年３月１日付けで自宅待機命令を解除し、同日午前９時からの

出社を命じたこと、④会社が、28.3.25連絡書において、清掃部門に代わる当
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面の就労場所としてマスター室勤務を提示する旨述べたこと、⑤会社が、

28.6.21連絡書において、Ｘ２組合員には復職後、和食堂の調理場において料

理長として就労してもらう予定である旨組合に通知したこと、が認められる。 

このように、会社は、Ｘ２組合員の平成28年３月１日からの自宅待機命令解

除に伴う担当業務として、自宅待機命令解除から３か月以上の後に至るまで料

理長としての職場復帰を認めず、その間、28.2.18団交では共用部の清掃業務

を、28.3.25連絡書ではマスター室勤務をそれぞれ提示している。 

こうした会社の対応について、組合は、組合員であるが故の不利益取扱い及

び組合に対する支配介入に当たる旨主張し、会社は、当時就労を禁止されてい

たＸ２組合員を就労場所に関して更に不利益に扱ったことは一切なく、この点

に関する会社の行為が、Ｘ２組合員に対する不利益取扱い又は組合に対する支

配介入等と評価される余地はない旨主張するので、以下検討する。 

（イ）まず、会社が、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除に伴う担当業務として、自宅

待機命令解除から３か月以上の後に至るまで料理長としての職場復帰を認めず、

その間、共用部の清掃業務及びマスター室勤務を提示したことが、不利益とい

えるかについてみる。 

ａ 前提事実によれば、Ｘ２組合員が平成８年に会社の関連会社から会社に出

向してレストランにおいて勤務するようになり、同９年１月に会社に転籍と

なり、同11年５月頃までにレストラン料理長となったことが認められる。こ

のことからすると、Ｘ２組合員と会社との間では同９年１月から雇用関係が

成立していたということができる。 

ｂ 会社は、平成９年に労働契約を締結した際、Ｘ２組合員の職種を料理長に

限定するとの合意がなされたとはいえないと主張する。確かに、Ｘ２組合員

が、同11年にレストランの洋食部門と和食部門を統括する料理長に就任する

以前に洋食部門の料理長であったかどうかについては、当事者間に争いのあ

るところであり、Ｘ２組合員と会社の間に雇用契約上料理長として勤務する

との合意があったとの組合の主張を、直ちに認めることはできない。しかし

ながら、一方で、Ｘ２組合員が、同９年に入社して以来、レストランの調理

業務以外に従事したことがないことは争いのないところであり、そのことに、

レストランでの調理業務が調理師法に基づく免許を必要とする専門性の高い

業務であることを併せ考えると、Ｘ２組合員と会社との間での雇用契約は、

少なくとも調理業務に限定したものであったとみるのが相当である。 

ｃ それにもかかわらず、自宅待機命令解除後、会社がＸ２組合員を直ちに調

理業務に復職させず、本人の同意なく清掃業務やマスター室勤務といった調
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理業務とは関係のない業務を担当業務として提示したことは、Ｘ２組合員に

とって不利益な行為であったと言わざるを得ない。 

（ウ）そこで、会社がＸ２組合員にレストラン料理長に復職させず、清掃業務及び

マスター室勤務を提示した会社の対応が正当なものといえるかどうかについて

みる。 

ａ 会社は、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除後の担当業務として清掃業務及び

マスター室勤務を提案した理由について、当時、調理部門は業務委託により

運営しており、そこにＸ２組合員を配置することが困難であったことを挙げ

る。 

しかし、前記(１)ア(キ)、エ(ヘ)認定によれば、会社のレストラン厨房に

おける調理・給食業務の委託契約の相手方が支援会社関連会社であったこと

及び28.8.8団交において会社がレストランの業務委託を中止することも視野

に入れている旨述べたことが認められる。 

これらのことからすると、レストランの調理業務の業務委託先が民事再生

に関して会社と関連の深い企業であるという状況の下で、会社がＸ２組合員

の自宅待機後の担当業務として清掃業務及びマスター室勤務を提案した後に

行われた28.8.8団交において、会社自身がレストランの調理業務の業務委託

を中止する可能性に言及しているのであるから、会社にとって、必ずしも業

務委託関係の解消が困難な状況であったとはいえず、調理部門は業務委託に

より運営しておりＸ２組合員を配置することが困難であったとの会社の提案

理由は、合理性を欠くものと言わざるを得ない。 

ｂ 前記(１)ウ(セ)認定によれば、会社が、28.2.18団交において、Ｘ２組合

員の自宅待機命令解除後の担当業務としてＹ１社長の下での清掃業務を組合

に提案するに先立って、現状では人手が欲しく一度働いてもらった方が会社

としても助かる旨述べたことが認められ、このことからすると、会社は、28.

2.18団交において、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除後の担当業務としてＹ１

社長の下での清掃業務を組合に提案した理由の一つとして、人手不足を挙げ

ているものとみることができる。しかし、前記(１)エ(シ)認定によれば、Ｙ

１社長が実際にホテルの共用部分の清掃業務に従事したのは平成28年３月１

日から同月４日頃までの４日間程度であり、その後、会社が同清掃業務を申

立外清掃会社に業務委託したことが認められ、このことからすると、必ずし

も共用部分の清掃業務をＸ２組合員が担当すべき必要があったとはいえない。 

ｃ また、前記(１)エ(ス)、(セ)認定によれば、①28.3.10団交において、組

合が、Ｘ２組合員の就業場所について、清掃業務以外の要求として一旦マス
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ター室勤務を挙げた後、調理業務かレストランに関する業務を希望するとの

Ｘ２組合員の発言を受けて、マスター室に係る要求を撤回する旨述べたこと、

②会社が、28.3.25連絡書において、Ｘ２組合員の清掃業務に代わる当面の

就労場所としてマスター室勤務を提示したこと、が認められる。 

これらのことからすると、会社は、Ｘ２組合員のマスター室勤務を、団交

において組合が要求として明確に撤回した後に、敢えて提示しているのであ

るから、会社のこの提案は、組合及びＸ２組合員が拒否することを承知の上

でなされたものとみざるを得ない。 

ｄ これらのことを併せ考えると、会社は、自宅待機命令解除後のＸ２組合員

の担当業務について、合理性を欠く理由で、調理業務と無関係で必ずしもＸ

２組合員が担当する必要のない清掃業務を提案し、組合がこれを受け入れな

いと分かるや、今度は、組合及びＸ２組合員が拒否することを承知の上で、

組合が既に要求として撤回したはずのマスター室勤務を提案しているのであ

るから、かかる会社の対応は、Ｘ２組合員のレストラン料理長としての復職

をあくまでも求める組合の要求に応じないための対抗策としてなされたもの

とみざるを得ない。 

（エ）なお、会社は、Ｘ２組合員の当面の就労場所として清掃部門やマスター室勤

務を提案したのはあくまで暫定的なものにすぎず、最終的な配置場所はその後

の団交を踏まえて組合及びＸ２組合員と協議しながら決定することを予定して

いたことから、Ｘ２組合員に対する不利益取扱い又は組合に対する支配介入と

評価される余地はないとも主張するが、たとえ暫定的な提案であったとしても、

それが、Ｘ２組合員にとって不利益を伴うものであり、かつ、組合の要求に対

する対抗策としてなされたものである以上、会社の上記主張は採用できない。 

（オ）以上のことを総合的に判断すると、会社がＸ２組合員をレストラン料理長の

職務に復帰させず、平成28年３月１日以降の担当業務として清掃作業及びマス

ター室勤務の業務を提示したことは、組合員であるが故の不利益取扱いである

と言わざるを得ず、労働組合法第７条第１号に該当する不当労働行為であると

ともに、組合員を不利益に取り扱うことによって組合の活動を萎縮させるもの

であるから、組合に対する支配介入であり、労働組合法第７条第３号に該当す

る不当労働行為である。 

イ Ｘ２組合員に対し平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかったことについて 

（ア）前記(１)エ(ア)、(ケ)認定によれば、会社が、Ｘ２組合員に対し、28.2.18

辞令によりＸ２組合員の自宅待機命令を解除して同年３月１日午前９時からの

出社を命じ、組合に対し、28.3.1回答書により同日以後の不就労期間について



 

- 71 - 

は賃金を支払わない旨連絡したことが認められる。そして、同日以降、会社が

Ｘ２組合員に賃金を支払っていないことについて、当事者間に争いはなく、こ

れがＸ２組合員にとって不利益であることは明らかである。 

これについて、組合が、組合の分会長であるＸ２組合員に対する嫌がらせで

あり、組合の弱体化を企図したものである旨主張するのに対し、会社は、Ｘ２

組合員が同日以降、会社の出社命令に応じなかったことに正当理由を見出すこ

とができず、賃金請求権を有していると考えることができないからである旨主

張するので、以下検討する。 

（イ）まず、Ｘ２組合員に対する賃金不払に正当な理由があるか否かについてみる。 

会社は、Ｘ２組合員が平成28年３月１日以降の出社命令に応じなかったこと

に正当な理由がない旨主張するので、この点についてみると、前記(１)ウ(セ)、

エ(オ)、(ク)、(コ)、 (セ)、(ソ)、(チ)認定によれば、①会社が、Ｘ２組合

員の平成28年３月１日以降の担当業務として、28.2.18団交においては共用部

の清掃業務を、28.3.25連絡書においてはマスター室勤務をそれぞれ提示した

こと、②組合が会社に対し、Ｘ２組合員に対する同日からの出社命令は、業務

が本来の料理長でなく清掃業務であることから、Ｘ２組合員に対するパワハラ

に該当するので、出社に応じられない旨記載した28.2.26通知・団交申入書を

提出し、その後、同様の内容の28.2.29通知書及び28.3.2通知書を送付したこ

と、③組合が会社に対し、上記②記載のＸ２組合員が出社に応じない理由を記

載するとともに、会社がマスター室勤務の提示を一方的に通知したことに抗議

する旨記載した28.3.29組合回答書及び28.3.31抗議・回答書を送付したことが

認められる。 

これらのことからすると、Ｘ２組合員が平成28年３月１日の自宅待機命令解

除後も出社しなかった理由は、会社が自宅待機命令解除後の担当業務として、

清掃業務を提示したことが見せしめのパワハラに当たると捉え、また、マスタ

ー室勤務を提示したことが一方的に何ら説明なく通知されたものであると捉え

たからであったとみることができる。 

そして、会社の上記対応がいずれも、労働組合法第７条第１号及び第３号に

該当する不当労働行為であることは、前記ア判断のとおりであるから、Ｘ２組

合員及び組合が、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除後の担当業務についての会社

の対応に不信感を抱いて、28.2.18辞令で命じられた平成28年３月１日からの

出社に応じなかったことには、正当な理由があるというべきである。 

そうすると、Ｘ２組合員が平成28年３月１日の自宅待機命令解除後も出社し

なかったのは、会社の対応に原因があったとみるべきであり、Ｘ２組合員が同
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日以降、会社の出社命令に応じなかったことに正当理由を見出すことができな

い旨の会社の主張は採用できない。 

よって、会社がＸ２組合員に平成28年３月１日以降の賃金を支払わなかった

ことに、正当な理由があったとはいえない。 

（ウ）次に、賃金不払に至る経緯についてみると、そもそも、会社がＸ２組合員の

自宅待機命令解除後の担当業務として清掃業務及びマスター室勤務を提示した

ことが、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介入として労

働組合法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当することは前記ア判断

のとおりであるから、平成28年３月１日以降、Ｘ２組合員が出社しなかったの

は、会社自らの不当労働行為に起因し、それにもかかわらず会社がＸ２組合員

に賃金を支払わなかったことは、不当労働行為意思に基づくものであり、組合

の弱体化を企図したものであるとみざるを得ない。 

（エ）以上のことからすると、会社がＸ２組合員に対し平成28年３月１日以降の賃

金を支払わなかったことは、組合員であるが故の不利益取扱いであり、また、

組合に対する支配介入であって、労働組合法第７条第１号及び第３号に該当す

る不当労働行為である。 

（６）争点５（平成28年８月30日が仮の日程とされ、同日に改めて組合が会社に対して

開催を求めた団交に係る会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たるか。）

について、以下判断する。 

ア 組合は、平成28年８月30日は労使間において仮に決めた団交開催日であり、特

段の変更がない限りこの日に団交が開催されることになっていたにもかかわらず

会社が組合に何らの連絡も入れずに団交を開催せず、当日組合が改めて団交開催

を求めたのに会社はＸ２組合員を解雇したことを理由にして団交の開催を拒否し

ており、このような会社の対応は正当な理由のない団交拒否に当たる旨主張し、

会社は、同日は仮の候補日で、開催場所や時間も定められず最終決定されておら

ず、その後組合と会社の間で28.9.15団交が改めて開催されているので会社には

団交拒否はなく、また、組合に救済を求める利益がない旨主張するので、以下検

討する。 

イ まず、平成28年８月30日が仮の日程とされ、同日に改めて組合が会社に対して

開催を求めた団交の議題が義務的団交事項であったかどうかについてみると、前

提事実及び前記(１)エ(ヘ)認定によれば、同日を仮の日程とするやりとりが行わ

れた28.8.8団交は、Ｘ２組合員の復職問題を議題として行われており、同月30日

を仮の日程とする団交についても、当事者間において、継続してＸ２組合員の復

職問題について交渉するという共通認識があったとみることができる。そうだと
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すると、この議題が組合員の労働条件に関わるものであることは明らかであるか

ら、義務的団交事項であったということができる。 

ウ そこで、平成28年８月30日当日に団交が開催されなかったことについて、会社

の対応が団交拒否に当たるかについてみる。 

（ア）まず、同日会社が団交を開催しなかった経緯についてみれば、前記(１)エ 

(へ)から(メ)認定によれば、①28.8.8団交においては、最初、会社側が平成28

年８月30日についてはＹ４取締役が不在で都合が悪いと主張した後、労使で他

の日を日程調整したが調整がつかず、組合が同日について「とりあえず仮でい

れときましょうや」と述べたのに対し、会社が「仮で」と答え、Ｙ４取締役が

「でも、謝罪文飲めて、ええ話やったら僕がおらんでも。後に日にち決めるだ

けのことやから」と述べ、Ｚ１代理人は「うん、それやったらね」と述べ、Ｙ

１社長は「まあ、日にちいただけるんですよね、謝罪文と」と述べたこと、②

組合と会社は、会社が組合に交付する謝罪文案について、28.8.10組合謝罪文

案、28.8.10連絡書における28.8.10会社対案、28.8.18組合連絡書における28.

8.18組合謝罪文案と文書で調整を行ったが、最終的に会社が28.8.22連絡書で

会社の応諾できる限界の案が28.8.10会社対案である旨回答したこと、③同年

８月30日、書記次長がＺ１代理人に28.8.30電話会話を行い、今日が団交期日

だと認識している旨述べたのに対し、Ｚ１代理人が同日は仮の日程であり決定

していない旨述べ、同日に団交は開催されなかったこと、が認められる。 

これらのことからすれば、少なくとも会社側出席者は、28.8.8団交において、

Ｙ４取締役不在で同年８月30日に団交を開催するのは、会社の謝罪文の案文に

ついて労使間で同意ができてＸ２組合員の出社日を決定するだけの状態になっ

ていることが前提条件である旨の発言を行っていたとみることができる。そう

であるとすれば、組合側出席者は当該前提条件について明確に反論もしていな

い以上、その後の文書のやりとりにより、当該前提が崩れていることは明らか

であるから、会社側において同年８月30日に団交が開催されて当然であるとい

った認識がなかったのも無理はなく、会社が故意に団交の開催を拒否したとみ

ることはできない。 

（イ）次に、組合が当該「仮」の期日に団交が開催されると信じるべき事情があっ

たか否かについてみる。当該団交の開始時刻について当事者間で何らかの合意

がなされたと認めるに足る事実の疎明はなく、書記次長も本件審問において、

開始時刻はどう考えていたのかという質問に対し、「開始時刻はずっと午後６

時からだったんで、６時という頭にありました」と陳述（第３回審問速記録21

ページ）している。 
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一方で、前記(１)イ(ク)、ウ(イ)、(ウ)、(コ)、(セ)、エ(ス)、(チ)、(テ)、

(ニ)、(ヌ)、(ノ)、(ヘ)認定によれば、Ｘ２組合員に係る組合加入通知から28.

8.8団交までの間に開催された、27.11.18団交、27.12.11団交、28.1.28団交、

28.2.18団交、28.3.10団交、28.3.31団交、28.4.21団交、28.6.2団交、28.6.1

5団交、28.6.30団交及び28.8.8団交の11回の団交のいずれにおいても、その開

始時刻は、事前に会社から組合に連絡する、あるいは１回前の団交で取り決め

ておくなどして、明確に決定されていたことが認められる。そうだとすると、

組合と会社との間では、団交の開始時間は事前に明確に決定しておくことにな

っていたとみることができ、特に連絡がない場合は午後６時開始という理解は、

書記次長個人の認識であり、当事者間で了解された慣行ではなかったというこ

とができる。 

そうすると、平成28年８月30日が仮の日程とされた団交の開始時刻について

は、28.8.8団交で取り決められておらず、また、会社からの連絡もなかったの

であるから、組合が同日に団交が開催されると信ずるべき状況にあったとはい

えない。 

さらに、前記(１)エ(メ)認定のとおり、平成28年８月30日午後２時頃、当委

員会において本件第６回調査が行われたことが認められ、そうすると、同日午

後６時以前に、当委員会において行われた調査の場において組合が会社に団交

開催の有無を確認することもできたはずである。しかしながら、組合が、同調

査の際に、団交について何らかの発言を行ったと認めるに足る事実の疎明はな

い。このように、「仮の」日程のみが決まり、開始時刻も決定されていない状

況において、当日、本件第６回調査で、組合が会社と顔を合わせた場において、

団交について何も発言しなかったとすれば、会社が組合も同日の団交は予定し

ていないと考えても無理もないといえる。 

（ウ）以上の事情を併せ考えれば、平成28年８月30日に団交を開催しなかったこと

について、会社の団交拒否とみることはできず、この点に係る組合の主張は採

用できない。 

エ 次に、平成28年８月30日当日に組合が改めて開催を求めた団交に対する会社の

対応についてみる。 

前記(１)エ(メ)ｄ、(モ)、オ(ア)、(イ)、(エ)認定によれば、①28.8.30電話

会話において、書記次長がＺ１代理人に、今日団交が行えなかったので早期に日

程を入れてほしい旨述べたところ、Ｚ１代理人が、今、口頭で団交申入れを受け

たということでよいかと尋ね、書記次長が、近日中に団交の日程を設定するよう

申し入れる旨述べ、Ｚ１代理人が、改めて返答する旨述べたこと、②会社が組合
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に送付した28.9.1連絡書には、組合から電話で次回団交について会社から複数の

候補日を提示してほしいとの要望があったが、Ｘ２組合員を解雇する以上、もは

や組合との間でＸ２組合員の出社日に関する団交を行う実益はないと考えており、

組合から新たな要求事項と共に団交申入れ等がなされた場合は適切に対応するが、

少なくとも現時点においては、会社から候補日を提示する理由はないと思われる

旨記載されていたこと、③組合が会社に対し、Ｘ２組合員の復職に当たっての諸

条件を議題とする団交を開催する義務がある旨等記載した28.9.5抗議・団交申入

書を提出したのに対し、会社が28.9.6回答書で、団交に応じること自体はやぶさ

かではないとして団交の候補日を提示し、28.9.15団交が行われたこと、が認め

られる。 

これらのことからすれば、確かに、会社は28.8.30電話会話における組合から

の口頭の日程調整要請に対し、本件解雇をしたことを理由にＸ２組合員の出社日

に関する団交を行う実益はないとして日程候補日の提示を行わなかった経緯があ

り、このような対応は労使関係上望ましいものではない。 

しかしながら、会社は、28.9.6回答書において、本件解雇を議題とする団交に

は応じる旨の意思表示をしており、現に、その後28.9.15団交が行われているこ

とが認められ、Ｘ２組合員の復職問題については当該団交において協議すること

ができるとみられるのであるから、会社が正当な理由のない団交拒否を行ったと

いうことはできず、この点についても組合の主張は採用できない。 

オ 以上のことからすると、平成28年８月30日が仮の日程とされ、同日に改めて組

合が会社に対して開催を求めた団交に係る会社の対応は、正当な理由のない団交

拒否に当たるとはいえず、この点に係る組合の申立ては、棄却せざるを得ない。 

（７）争点６（本件解雇は、組合員であるが故の不利益取扱い及び組合に対する支配介

入に当たるか。）について、以下判断する。 

ア 前提事実及び前記(１)エ(モ)認定によれば、平成28年９月１日付けで会社がＸ

２組合員に対し28.9.1解雇通知書を送付して本件解雇を行ったことが認められる。 

本件解雇について、組合は、組合を嫌悪し組合に加入して会社による不当労働

行為と懸命に闘っているＸ２組合員を会社から放逐して組合に打撃を与えるため

になされたのであるから、組合員であるが故になされた不利益取扱い及び組合に

対する支配介入にも当たる旨主張し、会社は、Ｘ２組合員が組合に加入したこと

と本件解雇との間に因果関係を認めることはできないし、この点について会社の

支配介入意思を認めることもできず、会社がＸ２組合員を解雇したことは組合員

であるが故の不利益取扱いにも組合に対する支配介入にも当たらない旨主張する

ので、以下検討する。 
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イ まず、本件解雇の理由についてみる。 

（ア）会社は、本件解雇の理由について、自宅待機命令解除後のＸ２組合員の言動

に照らせばＸ２組合員の平成28年３月１日以降の出社拒否に何ら正当理由がな

い旨主張するので、この点をみる。 

（イ）前記(１)エ(モ)認定によれば、28.9.1解雇通知書には、「以上のような自宅

待機命令解除後の貴殿の対応、特に、当社が貴殿を料理長として調理部門に配

置することを受諾した後もなお欠勤を継続していることや、その上で、当社に

無断で別会社における勤務を継続していること等に照らすと、当社としては、

貴殿の欠勤について、これ以上の正当理由を見出すことは困難であり、今後、

貴殿との間で信頼関係を維持することも困難であると言わざるを得ません。」

との記載があることが認められ、このことからすると、Ｘ２組合員の平成28年

３月１日以降の出社拒否に正当理由がないとする会社の判断の根拠となる事実

は、（ⅰ）会社がＸ２組合員を料理長として調理部門に配置することを受諾し

た後もなお欠勤を継続していること、（ⅱ）会社に届出等をすることなく別会

社における勤務を継続していること、であったということができる。 

なお、前記(１)エ(モ)認定によれば、28.9.1解雇通知書には、本件解雇の理

由として、Ｘ２組合員が会社の承認を受けないまま自己取引を行い私的に不当

な利益を得ていた事実も挙げられていることが認められるが、Ｙ１社長が、本

件審問において、本件解雇の理由は出社拒否が一番であり、上記自己取引は28.

9.1解雇通知書には記載しているが本件解雇の理由ではない旨陳述している

（第３回審問速記録56ページ）ことから、上記事実は本件解雇の真の理由では

ないとみるのが相当である。 

（ウ）そこで、前記(イ)記載の(ⅰ)及び(ⅱ)の事実からＸ２組合員の平成28年３月

１日以降の出社拒否に何ら正当理由がないとした会社の判断に、不合理な点が

ないかについてみる。 

ａ 前記(イ)記載の(ⅰ)について 

（ａ）前記(１)エ(ア)、(テ)、(ナ)認定のとおり、①会社がＸ２組合員に対し、

平成28年２月18日付けで自宅待機命令を解除し同年３月１日午前９時から

の出社を命じる旨記載した28.2.18辞令を交付したこと、②28.4.21団交に

おいて、組合が、Ｘ２組合員は料理長の職であれば明日にでも職場に復帰

する旨述べたのに対し、会社が、Ｘ２組合員を直ぐに料理長に戻すことは

できない旨述べたこと、③会社が組合に対し、Ｘ２組合員の調理部門への

配置を受諾する旨記載した28.5.19連絡書を提出したこと、が認められる。 

これらのことからすると、会社が、Ｘ２組合員について、自宅待機命令
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解除後の平成28年５月19日に調理部門への配置を受諾した事実が認められ

る。そして、同日以降、Ｘ２組合員が会社に出社していないことに争いは

ない。 

そこで、Ｘ２組合員が、平成28年５月19日以降、会社に出社していない

ことに正当な理由がないといえるかについてみる。 

（ｂ）前記(１)エ(ネ)、(ハ)、(ヒ)認定によれば、会社が、平成28年５月19日

にＸ２組合員を調理部門に配置することを受諾して以降、組合に対し、28.

6.21連絡書、28.7.5連絡書及び28.7.21連絡書において計３回、Ｘ２組合

員の出社を要請したことが認められる。 

また、前記(１)エ(ヌ)から(ヒ)、(ヘ)、(ム)認定によれば、①28.6.15

団交において、会社が、Ｘ２組合員について和食堂での勤務を考えている

旨述べたのに対し、組合が、検討して次回団交で回答する旨述べたこと、

②会社が組合に対し、28.6.21連絡書において、外部委託中の調理部門と

は別に自社調理部門を統括するという意味であればＸ２組合員を料理長に

することは可能である旨通知したこと、③28.6.30団交において、（ⅰ）

組合が、和食堂の過去１年間の稼働状況について資料を示して説明するよ

う求めたのに対し、会社が、レストランの食事を運搬して提供していたの

で和食堂単体では稼働していなかった旨述べ、これに対しＸ２組合員が、

自分は和食堂の過去の状態を知っているので、そこに戻れというのは不可

解な話だと思う旨述べ、（ⅱ）組合が、和食堂での就労については仕事が

与えられるかどうか心配である旨述べ、その運営方針及び役割について資

料を提示して説明するよう求めたのに対し、会社が、和食堂はＸ２組合員

の就労場所を確保するためにレストランとは別に用意したものであり、過

去の経営状態を云々するのは理解しがたい旨述べ、（ⅲ）会社が、どのよ

うにすればＸ２組合員が会社に戻るのかと尋ねたのに対し、組合が、会社

が謝罪してＸ２組合員を料理長に戻してからの話であり、会社があまりに

ひどいことをしてきたので、帰ってこいという一言だけで会社に戻ること

はできない旨述べたこと、④会社が組合に対し、28.7.5連絡書で、和食堂

は現在日常業務を行っていないが、Ｘ２組合員の復帰後速やかに日常業務

を再開する予定であり、具体的な営業再開日及び営業内容等の詳細に関し

ては、Ｘ２組合員の復帰後にＸ２組合員と協議した上で、Ｘ２組合員の意

向も踏まえて決定する予定である旨通知したこと、⑤会社が組合に対し、

28.7.21連絡書で、本件についてはＸ２組合員の復職後に現場を見てもら

った上で協議する方がふさわしい事項が多数あると考えており、今後の団
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交を円滑に進めるためにも、まずは早期にＸ２組合員に復職してもらった

方がよいと考えている旨通知したこと、⑥28.8.8団交において、（ⅰ）組

合が、Ｘ２組合員に対する出社要請については謝罪と元の役職への復帰と

いう条件さえ揃えばいつでも出社する用意がある旨述べたところ、会社は、

料理長としての復職については28.6.21連絡書で了承の返答をし、謝罪文

についても検討して案文を提出し、復帰後の業務内容については全て会社

側から提案している旨述べ、（ⅱ）会社が、会社の現時点の提案では不十

分なのかと尋ねたのに対し、組合が、謝罪文の内容が不十分である旨述べ、

会社の再度の出社要請に対し、会社が平成28年３月１日以降賃金を止めて

おり、いまだ会社の言うことを信用するには至っていない旨述べたこと、

⑦会社が組合に対し28.8.22連絡書において、会社はＸ２組合員に対し自

宅待機命令を解除して出社を命じた後、就労場所に係る組合及びＸ２組合

員の要望を受けて、再三、配置場所の検討を行うとともに、最終的には、

Ｘ２組合員をほぼ要望どおり料理長として配置することを受諾する回答を

し、謝罪についても一定の事項について団交の場でＹ１社長から口頭で行

っているのに、その後２か月が経過した現在もなお、Ｘ２組合員からは欠

勤状態の解消に向けた具体的な提案等は何らされていない旨通知したこと、

が認められる。 

（ｃ）これらのことからすると、会社がＸ２組合員の調理部門への配置を受諾

した後も、Ｘ２組合員を復帰後に和食堂の料理長にするとの会社の提案に

ついて、Ｘ２組合員が、それまでの会社のＸ２組合員に対する対応、独立

して稼働した実績がない和食堂の実態等から、実際には料理長としての仕

事を与えられないのではないかとの疑念を持ち、復帰に慎重な態度をとる

一方で、会社は、Ｘ２組合員の担当業務を職場復帰後に本人と協議するこ

とを前提に、Ｘ２組合員の出社を求め続けたものということができる。 

（ｄ）ところで、会社は、28.6.21連絡書、28.7.5連絡書及び28.7.21連絡書に

おいて、３回にわたって、自社調理部門を統括するという意味であればＸ

２組合員を料理長にすることは可能である旨通知した上で、Ｘ２組合員の

復職後の業務については、復職後に協議する意向を組合に伝えているので

あり、それにもかかわらず、会社が組合に交付する予定の謝罪文の内容が

不十分であることを理由にＸ２組合員を復帰させない組合の対応は、頑な

にすぎるところがないではない。 

しかしながら、会社がＸ２組合員の自宅待機命令解除後に行った、Ｘ２

組合員をレストラン料理長の職務に復帰させず、平成28年３月１日以降の
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担当業務として清掃作業及びマスター室勤務の業務を提示したこと及びＸ

２組合員に対し同日以降の賃金を支払わなかったことが組合員であるが故

の不利益取扱いの不当労働行為に当たることは前記(５)判断のとおりであ

る。 

また、前記(ｂ)③(ⅰ)記載の認定から、28.6.30団交において、会社が、

レストランの食事を運搬して提供していたので和食堂単体では稼働してい

なかった旨述べ、これに対しＸ２組合員が、自分は和食堂の過去の状態を

知っているので、そこに戻れというのは不可解な話だと思う旨述べたこと

が認められるのであり、このことから、Ｘ２組合員は和食堂が過去に独立

した調理場の体をなしていなかったことを熟知していたとみるのが相当で

ある。 

（ｅ）以上のことを併せ考えると、自宅待機命令解除後の職場復帰をめぐって

清掃業務及びマスター室勤務を提示するという不利益取扱いを受けたＸ２

組合員が、調理部門への配置及び和食堂の料理長職への復帰という会社の

提案をにわかには信用できず、職場復帰後の自らの立場について不安を抱

くのももっともであり、これに対して、会社は、Ｘ２組合員のかかる不安

を解消するための提案をすることなく、もっぱら、会社の提案どおり会社

に早期復帰することを求め続けていたのであるから、Ｘ２組合員が、平成

28年５月19日に会社が調理部門に配置することを受諾して以降、出社して

いないことは、やむを得ないというべきであって、正当な理由がないとま

ではいえない。 

ｂ 前記(イ)記載の(ⅱ)について 

Ｘ２組合員が、自宅待機命令解除後、会社に届出等をすることなく Ｚ６

 で勤務していたことに争いはない。 

一方で、会社が、この間、Ｘ２組合員に対して賃金を支払っておらず、そ

のことが組合員であるが故の不利益取扱いに当たることは、前記(５)判断の

とおりである。そうすると、Ｘ２組合員は会社の不当な取扱いが原因で収入

を絶たれたのであるから、収入を得るために会社以外に就業の場を求めるの

はやむを得ぬことであり、Ｘ２組合員が、自宅待機命令解除後、会社に届出

等をすることなく Ｚ６ で勤務していたことも、やむを得ないというべき

であって、正当な理由がないとまではいえない。 

ｃ 会社の判断について 

以上のことからすると、Ｘ２組合員が、平成28年５月19日に会社が調理部

門に配置することを受諾して以降出社していないことも、自宅待機命令解除
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後、会社に届出等をすることなく Ｚ６ で勤務していたことも、やむを得

ないというべきであって、正当な理由がないとまではいえないのであるから、

Ｘ２組合員のこれら行為を根拠に平成28年３月１日以降の出社拒否に正当理

由がないとする会社の判断は、合理性のないものであったと言わざるを得な

い。 

（エ）したがって、自宅待機命令解除後のＸ２組合員の言動に照らせばＸ２組合員

の平成28年３月１日以降の出社拒否に何ら正当理由がないとする会社の主張は

採用できず、本件解雇の理由は、合理性を欠くものと言わざるを得ない。 

ウ 次に、本件解雇の決定とそれに至る労使間のやり取りとの関係についてみる。 

（ア）前記(１)エ(ネ)から(ハ)、(ヘ)から(モ)認定によれば、①会社が、28.6.21

連絡書において、Ｘ２組合員の給与の実質減額について謝罪する方向で検討中

である旨連絡し、その後、28.6.30団交において、組合が謝罪文の文案を提示

するよう求めたのに対し、会社がこれを了承したこと、②会社が組合に対し、

28.7.5連絡書で、Ｘ２組合員に対する賃金減額についての謝罪文の文案を提示

したのに対し、組合が、28.8.8団交において、謝罪文の内容が不十分である旨

述べたこと、③組合が会社に対し28.8.10組合謝罪文案を送信したのに対し、

会社が、28.8.10連絡書で、賃金減額については不当労働行為性を認める余地

はあるものの、同年３月１日以降の自宅待機命令解除に関して不当労働行為性

を認めることはできないとして謝罪文案の対案を提示したこと、④組合が会社

に対し、Ｘ２組合員について、料理長として復職させず清掃作業及びマスター

室の業務に従事することを求めたことを会社が謝罪する内容の28.8.18組合謝

罪文案を記載した28.8.18組合連絡書を送信したところ、会社は、28.8.22連絡

書において、会社としては自宅待機命令解除並びにそれに伴う出社時期及び配

置の提案については不当労働行為であると認めることはできないので謝罪を行

うことができず、謝罪文案に関しては28.8.10会社対案が会社の応諾できる限

界の案と考えている旨組合に回答したこと、⑤会社がＸ２組合員に28.8.22出

社命令書を送付したこと、⑥28.8.30電話会話において、書記次長が（ⅰ）組

合としては本日団交を行うという認識であった、（ⅱ）平成28年８月30日の団

交がある前提で同月31日からの出社命令が出ていると思っている、（ⅲ）今日

団交ができないのであれば近日中に団交の日程を設定するよう申し入れる旨述

べたのに対し、Ｚ１代理人が、（ⅰ）今日が団交の期日だとは認識していない、

（ⅱ）組合から改めて団交申入れがあるのではないかと思っていた、（ⅲ）団

交の日程を設定するようにとの組合の申入れについては改めて返答する、旨述

べたこと、⑦同年９月１日付けで会社がＸ２組合員に対し28.9.1解雇通知書を
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送付したこと、が認められる。 

これらのことからすると、会社は、Ｘ２組合員に対する賃金減額等の対応に

関する会社の謝罪のあり方をめぐる組合との交渉において会社の提示した応諾

できる限界の案を組合が受け入れず、さらに、平成28年８月30日の団交開催が

合意されていたか否かをめぐって組合との間で見解の違いが明らかになった直

後に、本件解雇を決定し、直ちにＸ２組合員本人に通知したものということが

できる。 

（イ）一方で、会社が、平成28年５月19日にＸ２組合員を調理部門に配置すること

を受諾して以降、28.6.21連絡書、28.7.5連絡書及び28.7.21連絡書において、

組合に対しＸ２組合員の出社を要請したことは前記イ(ウ)ａ(ｂ)記載のとおり

である。そして、前記(１)エ(ヘ)、(マ)、(ム)認定によれば、上記出社要請か

ら本件解雇に至るまでの間、Ｘ２組合員の職場復帰について、28.8.8団交にお

いて組合と会社との間で協議が行われ、会社が28.8.10連絡書及び28.8.22連絡

書において組合との間でやり取りを行っている事実が認められるところ、会社

は、これらの団交及び書面のやり取りにおいて、本件解雇について何ら言及し

ていない。 

（ウ）このように、会社が、本件解雇について、Ｘ２組合員に対する出社要請後、

組合との間で団交及び書面でのやり取りを重ねていたにもかかわらず、これら

の組合とのやり取りの場で何ら取り上げることも組合に事前に通知することも

なく、Ｘ２組合員本人にいきなり通知した会社の対応は不自然というほかない。 

むしろ、前記(ア)記載のとおり、会社が、謝罪のあり方をめぐる組合との交

渉において会社の提示した限界の案を組合が受け入れず、平成28年８月30日の

団交開催が合意されていたか否かをめぐって組合との間で見解の違いが明らか

になった直後に、本件解雇を決定し、直ちに通知したことに鑑みれば、会社は、

本件解雇に関して、組合との交渉を回避するためにあえてこの時期に決定し、

Ｘ２組合員に通知したものと言わざるを得ず、かかる会社の対応は、組合の存

在を軽視するものであるといえる。 

（エ）以上のことからすると、会社は、組合とやり取りを重ねた上で、自らが最終

的な案として提示した謝罪文案を組合が一向に受け入れないことに業を煮やし、

就業規則の規定に基づく解雇が可能であるとの独自の法的判断に基づいて、本

件解雇をするに至ったものとみるのが相当である。 

エ 最後に、当時の労使関係についてみる。 

前提事実及び前記(１)エ(セ)、(ソ)、(ト)、(ハ)から(フ)、(マ)から(ム)、

(モ)認定によれば、①会社が、28.3.25連絡書で、Ｘ２組合員の出社を求めたの
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に対し、組合が、28.3.29組合回答書で、Ｘ２組合員が出社に応じないことにつ

いては会社に責任があり強く抗議する旨回答したこと、②平成28年５月16日、組

合が、Ｘ２組合員の料理長としての復職、同28年３月１日以降の賃金の支払等を

求めて、28-20号事件申立てを行ったこと、③会社が、28.7.5連絡書及び28.7.21

連絡書でＸ２組合員の出社を求めたのに対して、組合が、28.7.21団交申入書で、

団交で協議の上、回答する旨述べたこと、④会社が、28.8.10連絡書で、28.8.8

団交では謝罪文の問題が解決した後にＸ２組合員の出社時期を回答してもらうこ

とになっていたと認識しているとして、早急にＸ２組合員の出社日を回答するよ

う申し入れたのに対し、組合が、28.8.18組合連絡書で、謝罪文の問題が解決し

た後に組合に謝罪文が提出されてからＸ２組合員の出社時期を団交において回答

する旨回答し、これに対し、会社が、28.8.22連絡書で、謝罪文の交付とＸ２組

合員の出社は少なくとも同時に履行されるべきものと考えているとして、Ｘ２組

合員の出社日を組合に謝罪文が提出されてから団交において回答するとの組合の

提案には到底応じることができない旨回答したこと、⑤同年９月１日付けで会社

がＸ２組合員に対し28.9.1解雇通知書を送付したこと、が認められる。 

これらのことからすると、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除から本件解雇に至る

までの間、Ｘ２組合員の自宅待機命令解除後の処遇をめぐって、組合と会社との

間で対立が生じていたものということができる。 

オ 以上のことを併せ考えると、本件解雇は、組合を嫌悪してなされた組合員であ

るが故の不利益取扱いと言わざるを得ず、労働組合法第７条第１号に該当する不

当労働行為である。 

また、本件解雇は、組合の存在を軽視する行為であることに加え、それによっ

て、２名で構成する分会の分会長であるＸ２組合員が会社の職場からいなくなっ

たのであるから、組合に打撃を与えるものであって、組合に対する支配介入にも

当たり、労働組合法第７条第３号に該当する不当労働行為である。 

２ 救済方法 

組合は、謝罪文の掲示をも求めるが、主文３の救済で足りると考える。 

 

 以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条の12及び労働委員会

規則第43条により、主文のとおり命令する。 

 

  平成30年７月13日 

                     大阪府労働委員会 

                        会長 井 上 英 昭  印 



 

 

（別 紙） 

 

解雇通知書 

 

冠省 貴殿もご承知のとおり、当社は、貴殿に対し、平成28年２月18日付け辞令により、同年３月１日付け

で貴殿の自宅待機を解除するとともに、同日からの出社を命じておりましたが、貴殿は、自宅待機解除から

５か月以上が経過した現在も、一向に当社に出社しようせず、当社からの再三にわたる出社要請にもかかわ

らず、長らく欠勤状態を続けております。 

当社は、この間、当社と貴殿が加入している          Ｘ４          （以下「労

働組合」といいます。）との間で、貴殿の就労場所等に関する団体交渉が行われていたことに鑑み、これま

で、貴殿の欠勤等については、処分を行うことを差し控えておりました。また、当社は、これまで、上記団

体交渉における貴殿及び労働組合の要望を受けて、再三にわたり、貴殿の配置場所等について検討を行い、

遅くとも同年６月21日までには、貴殿の要望どおり、貴殿を調理長として調理部門に配置すること、及び貴

殿との間で紛争となっている事項のうち一定部分について謝罪することを受諾する旨の回答も行いました。 

しかるに、貴殿は、上記回答から２か月以上が経過した今なお、一向に欠勤状態を解消しようとせず、そ

ればかりか、当社が、謝罪内容について、当社として提案できる限界の案である旨明示した上で、文案を提

示した後も、貴殿が固執する内容の謝罪文を交付しない限り、出社日の目途すら明らかにしないかのような

態度に終始しておられます。 

かかる貴殿の対応を受けて、当社は、同年８月22日付け「出社命令」により、貴殿に対し、改めて、同年

８月31日までの出社を命じましたが、貴殿は、かかる出社命令を受けてもなお、出社に応じませんでした。 

この点、従前より再三指摘しておりますとおり、貴殿は、現在、当社の出社命令に応じない一方で、当社

に無断で      Ｚ６      において勤務しておられます。しかも、貴殿は、同社において、営業

本部長及び料理指導長の肩書を有しているところ、上記肩書に照らせば、貴殿が、同社において、既に相当

程度の地位ないし職責を担っていることや、貴殿の同社における勤務が暫定的なものではないことは明らか

です。貴殿が、これまでの当社の度重なる当社の出社命令に応じないまま無断で別会社においてこのような

勤務を継続していることは、明らかに背理であると言わざるを得ません。 

以上のような自宅待機命令解除後の貴殿の対応、特に、当社が貴殿を料理長として調理部門に配置するこ

とを受諾した後もなお欠勤を継続していることや、その上で、当社に無断で別会社における勤務を継続して

いること等に照らすと、当社としては、貴殿の欠勤について、これ以上の正当理由を見出すことは困難であ

り、今後、貴殿との間で信頼関係を維持することも困難であると言わざるを得ません。 

なお、貴殿につきましては、これまでの当社の調査において、少なくとも、平成23年から平成26年頃まで

の間、当社の承認を受けないまま、    Ｚ５    との屋号を用いて自己取引を行い、私的に不当な利

益を得ていたとの事実も確認されております。 

つきましては、当社は、貴殿について、就業規則第12条第２号〔自己無断欠勤が１ケ月以内に３回以上に

及ぶとき〕並びに同条第６号〔第60条の懲戒事由に該当するとき。具体的には、①同条第３号（正当な理由

なしに、しばしば遅刻、早退又は、欠勤したとき）、②第４号（正当な理由なしに、無断欠勤７日以上に及

んだとき）、③同第10号（会社の承認をうけず、在籍のまま他に雇い入れられたとき）、④同第13号（職務

を利用して、私利をはかったり、はかろうとするとき）、⑤同第16号（第43条に違反する重大な行為があっ

たとき。具体的には、㋐同条第６号（職務上の地位を利用して、自己の利益を図らないこと）及び㋑同第７

号（会社の命令又は許可を受けないで、他の事業に従事し、又はその他の公職につかないこと）に違反した

とき）〕に該当する事由があったものと判断し、貴殿を本書貴着日をもって解雇致しますので、その旨、本

書をもって通知致します。 

なお、解雇予告手当につきましては、本書貴着確認後、速やかに貴殿口座に振り込みますので、その旨、

併せて通知致します。 

草々 


